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国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

令和元年度 研究評価委員会（情報・人間工学領域） 

議事次第 

日 時：令和 2 年 3 月 3 日（火）11:00-16:00   

場 所：国立研究開発法人 産業技術総合研究所 臨海副都心センター （本館４階 第１会議室） 

開会挨拶 理事・評価部長 加藤 一実 11:00-11:05 

委員等紹介・資料確認 評価部研究評価室 池上 努 11:05-11:10 

領域による説明（質疑含む） （議事進行：横塚裕志 評価委員長） 

１．領域の概要と研究開発マネジメント （説明 15 分、質疑・評価記入 20 分） 11:10-11:45 

情報・人間工学領域 領域長 関口 智嗣 

・第４期中長期目標期間の実績・成果

・令和元年度の実績・成果

２．「橋渡し」のための研究開発 

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

・ニューロリハビリテーション技術の開発（説明 10 分、質疑・評価記入 10 分） 11:45-12:05

人間情報研究部門 ニューロリハビリテーション研究グループ長 肥後 範行 

人間情報研究部門 システム脳科学研究グループ 主任研究員 渡辺 由美子 

昼食・休憩（40 分） 12:05-12:45 

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発  

・人工知能に関する研究 （説明 15 分、質疑・評価記入 20 分）  12:45-13:20 

人工知能研究センター 副センター長 麻生 英樹 

・次世代メディアコンテンツ生態系技術（説明 10 分、質疑・評価記入 10 分） 13:20-13:40 

情報技術研究部門 首席研究員 後藤 真孝 

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発 

・生産プロセス設計の人工知能による高速高品質化（説明 10 分、質疑・評価記入 10 分）

13:40-14:00 

人工知能研究センター NEC-産総研 人工知能連携研究室 副室長 中田 亨 

・高齢者支援ロボット技術 （説明 10 分、質疑・評価記入 10 分） 14:00-14:20 

ロボットイノベーション研究センター長 比留川 博久

休憩（15 分） 14:20-14:35 

総合討論・評価委員討議・講評 （議事進行：横塚裕志 評価委員長） 

第 5 期中長期計画における情報・人間工学領域の取組 （10 分） 14:35-14:45 

情報・人間工学領域 領域長 関口 智嗣 

総合討論（領域等への質疑を含む） （25 分） 14:45-15:10 

評価委員討議（領域等役職員 退席） （20 分） 15:10-15:30 

評価記入（領域等役職員 退席） （20 分） 15:30-15:50 

・第４期中長期目標期間の実績・成果

・令和元年度の実績・成果

 委員長講評（領域等役職員 着席） （5 分） 15:50-15:55 

閉会挨拶 理事・評価部長 加藤 一実 15:55-16:00 
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委員長 氏名 所属 役職名

○ 横塚　裕志 特定非営利活動法人CeFIL 理事長

小松　文子 長崎県立大学　情報システム学部　情報セキュリティ学科 教授

澤谷　由里子 名古屋商科大学　ビジネススクール 教授

進藤　智則
（欠席）

株式会社　日経BP社　日経Robotics 編集長

芳賀　繁 株式会社　社会安全研究所 技術顧問

情報・人間工学領域
評価委員

所属・役職名は委員会開催時
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国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

令和元年度 研究評価委員会（情報・人間工学領域） 

評価資料 
 

 

 

1. 領域の概要と研究開発マネジメント 

 

(1) 領域全体の概要・戦略 

 

【背景・実績・成果】 

＜領域の活動の背景＞ 

 情報は、人々が現在の社会生活を送る上で不可欠な要素となっている。安全・

快適で豊かな未来社会の実現には、情報のサイバー空間と人間・社会のフィジカ

ル空間相互の知的情報を濃厚に融和させることが鍵となる。情報・人間工学領域

では、産業競争力の強化と豊かで快適な社会の実現に繋がる人間に配慮した情報

技術の研究開発を実施した。 

 

＜領域全体の戦略・マネジメント＞ 

 情報・人間工学領域では、特に、情報学と人間工学のインタラクションによっ

て健全な社会の発展に貢献することを目指し、「重点課題１：人工知能技術」「重

点課題２：サイバーフィジカルシステム技術」「重点課題３：人間計測評価技術」

「重点課題４：ロボット技術」の 4 つの重点課題を掲げ、「橋渡し」につながる基

礎研究（目的基礎研究）、「橋渡し」研究前期、「橋渡し」研究後期を実施した。本

重点課題の実施体制を下記に示す。 

 研究戦略部は、領域全体の研究戦略を統括する。人工知能研究戦略部は、人工

知能分野に特化した研究戦略を統括する。人間情報研究部門は、人間機能計測と

モデルによる人間生活視点でのモノ・コトづくりに関する研究を実施する。重点

課題２、３を担当する。情報技術研究部門は、産業競争力の強化と豊かで安全な

社会の実現に寄与する情報技術の研究開発を実施する。重点課題１、２を担当す

る。知能システム研究部門は、環境変化に強く自律的に作業を行う知能システム

を実現するための研究を実施する。重点課題４を担当する。自動車ヒューマンフ

ァクター研究センターは、安全で楽しい運転を実現するための人間研究を実施す

る。重点課題３を担当する。ロボットイノベーション研究センターは、ロボット

技術を用いた社会課題解決によるイノベーションの研究を実施する。重点課題４

を担当する。人工知能研究センターは、実社会の多様な課題に適用可能な人工知

能フレームワークの研究開発を実施する。重点課題１、２、４を担当する。サイ

バーフィジカルセキュリティ研究センター（平成 30 年 11 月１日設置）は、サイ

バー空間とフィジカル空間を結ぶセキュリティの研究基盤形成を目指すための研

究を実施する。重点課題２を担当する。人間拡張研究センター（平成 30 年 11 月

１日設置）は、ウェアラブル、インビジブルなシステムにより人間の能力を拡張

する技術及びその社会実装を目指すための研究を実施する。重点課題１、３を担

当する。 
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＜領域のロードマップ、ポートフォリオ＞ 

 令和元年度末までの第 4 期中長期計画は以下の通りである。 

 「重点課題１：人工知能技術」では、ビッグデータの分析・試験・評価による

知的なサービス設計等を支援するため、脳のモデルに基づく人工知能技術や人工

知能の活用を促進するプラットフォーム技術など、人工知能が効率良く新たな価

値を共創する技術を開発する。 

 「重点課題２：サイバーフィジカルシステム技術」では、ひと、もの、サービ

スから得られる情報を融合し、産業や社会システムの高度化に資するサイバーフ

ィジカルシステムを実現する統合クラウド技術や軽量でスケーラブルなセキュリ

ティ技術、そこから得られるデータをサービスの価値に繋げる技術などを開発す

る。 

 「重点課題３：人間計測評価技術」では、人間の生理・認知・運動機能などの

ヒューマンファクターを明らかにし、安全で快適な社会生活を実現するため、自

動車運転状態をはじめとする人間活動の測定評価技術を開発する。また、人間の

運動や感覚機能を向上させる訓練技術の研究開発を行う。 

 「重点課題４：ロボット技術」では、介護サービス、屋内外の移動支援サービ

ス、製造業など様々な産業においてロボットによるイノベーションの実現をめざ

し、人間共存型産業用等のロボットや評価基準・評価技術などの関連技術を開発

する。また、環境変化に強く自律的な作業を実現するロボット中核基盤技術を開

発する。 

 産総研の「2030 年に向けた産総研の戦略」では、高度に融合されたサイバーフ

ィジカルシステム(CPS)により、単純作業から人を開放しすべての人が豊かな生活

を送れる「超スマートな社会」として Society5.0 を位置づけている。その実現に

向け、平成 30 年度には、二つの新研究センター設立と AI 橋渡しクラウド(ABCI)

の運用開始により、CPS における知覚・制御を可能とする人間拡張技術の開発、デ

ータ流通を促進するセキュリティ技術の開発、AI開発インフラの整備を推進した。

柏センターは、柏の葉地区の不動産業者や、地域住民の協力を得て、新しいサー

ビスビジネスの社会実装研究を行う地域イノベーションの発信拠点として実証実

験に取り組んでいる。令和元年度は、柏センター、臨海副都心センターのサイバ

ーフィジカルシステム研究棟を中心に、他分野と連携し、人間を含む各種計測デ

ータ収集、それらのビッグデータから情報・知識を抽出し共有する AI 技術・デー

タプラットフォームの開発、さらにその成果を実世界に活用する人間・機械協調

技術の開発の一体的な取組を開始した。 

 

＜領域全体として特筆すべき取組、特筆すべき研究開発成果、各種指標の達成状

況＞ 

 領域としての特筆すべき取組の概要を、各種指標の達成状況と併せて以下に示

す。「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究）に関する定量的な指標として、

論文発表数（モニタリング指標）、論文の合計被引用数（評価指標）の他、情報・

人間工学領域の研究分野では、例えば IEEE Conference on Computer Vision and 

Pattern Recognition (CVPR)のように、国際論文誌よりも引用数の高い査読付き

国際会議プロシーディングスがあるため、高 h 指数の査読付き Proceedings のラ

ンキングである Google Scholar のサブカテゴリ上位 20 位内のプロシーディング

ス（以下「トップ国際会議」）発表数も独自モニタリング指数としている。論文発

表数は、以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度： 101 報（100 報） 
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   平成 28 年度： 152 報（110 報） 

   平成 29 年度： 160 報（120 報） 

   平成 30 年度： 165 報（140 報） 

   令和元年度：  103 報（150 報）（12 月末現在） 

論文の合計被引用数は以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。平成 27 年度

は初めての試みだったこともあり目標値を設定していなかった。 

   平成 27 年度：   728 回 

   平成 28 年度： 1,675 回（750 回） 

   平成 29 年度： 2,224 回（1,000 回） 

   平成 30 年度： 2,163 回（1,500 回） 

   令和元年度：  2,635 回（2,000 回）（12 月末現在） 

トップ国際会議発表数は、以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度：  45 報（100 報） 

   平成 28 年度：  69 報（100 報） 

   平成 29 年度： 104 報（100 報） 

   平成 30 年度： 125 報（110 報） 

   令和元年度：   80 報（110 報）（12 月末現在） 

 論文発表数、論文の合計被引用数ともに平成 27 年度から毎年目標を上回りつつ

順調に増加している。令和元年度は 12 月末日時点で論文発表数は目標値比 69 %

にとどまっているが、論文の被引用数は目標値比 132 %に達しており、質の高い

論文を発表してきたことが示されている。またトップ国際会議発表数については、

平成 27 年度以降増加しつつも、なかなか目標値に達しなかったが平成 29 年度に

初めて目標値 100 報に達した。令和元年度に関しては 12 月末日時点で 80 報とな

っており目標値比 72 %となっている。 

 

 「橋渡し」研究前期における研究開発に関しては、定量的な指標として、知的

財産の実施契約件数（評価指標）を用いている。知的財産の実施契約件数は以下

の通り。括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度： 187 件（170 件） 

   平成 28 年度： 197 件（170 件） 

   平成 29 年度： 231 件（170 件） 

   平成 30 年度： 254 件（200 件） 

   令和元年度：  289 件（240 件）（12 月末現在） 

 知的財産の実施契約件数は、平成 27 年度以降毎年目標値を上回るとともに増加

している。令和元年度は目標値を 240 件に上げたが、12 月末日時点で目標値比

120 %と大幅に上回って達成した。当初の予定を大幅に上回る成果を上げることが

できたことは、企業での実施に至る質の高い知的財産を創出できている結果とい

える。 

 

 「橋渡し」研究後期における研究開発に関しては、定量的な指標として、民間

からの資金獲得額（評価指標）を用いた。民間からの資金獲得額は以下の通り。

括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度： 5.7 億円（7.3 億円） 

   平成 28 年度： 13.4 億円（9.7 億円） 

   平成 29 年度： 16.6 億円（12.1 億円） 

   平成 30 年度： 16.9 億円（14.5 億円） 
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   令和元年度：  18.7 億円（16.8 億円）（12 月末現在） 

 情報・人間工学領域では、民間からの資金獲得額の目標達成のために、民間と

の連携件数を増加させるのではなく、1 件あたりの金額を増加させる方針を採っ

た。このために研究戦略部の体制を強化し、顕在化した民間ニーズと保有技術シ

ーズのマッチングを行うのではなく、企業の立場に立って適切な提案をすること

により、企業・事業・ビジネスモデルの拡充（イノベーション・事業の進化）を

支える技術基盤として、最適組成・編成・導入方法についての体系的な企画・プ

ラン及びその導入支援サービスを提供している。その結果、平成 27 年度は目標を

達成できなかったが、平成 28 年度に民間企業との連携研究室（日本電気(NEC)、

住友電工、豊田自動織機）及び連携研究ラボ（パナソニック）を立ち上げ、民間

資金獲得額は、平成 28 年度以降は目標を超えている。令和元年度は、連携研究室・

ラボの契約を更新し 12 月末日時点で 18.7 億円を獲得し、12 月末日時点で既に目

標値比 111 %を実現した。また、当領域の技術を基にした産総研技術移転ベンチ

ャーは、平成 29 年 5 月に認定された Peace and Passion 株式会社を含め 23 社に

上る。この内の一つであるライフロボティクス株式会社は、平成 30 年 2 月 9 日に

ファナック株式会社に全株式を譲渡し、産総研技術の社会実装を更に加速するこ

ととなった。 

 

 民間からの資金獲得額の目標達成に当たっては、企業との研究契約全体に占め

る中堅・中小企業の割合（モニタリング指標）に配慮するものとなっている。大

企業との研究契約件数は以下の通り。 

   平成 27 年度： 120 件（中堅企業も含む） 

   平成 28 年度： 133 件 

   平成 29 年度： 152 件 

   平成 30 年度： 141 件 

   令和元年度：  114 件（12 月末現在） 

中堅・中小企業との研究契約件数は以下の通り。 

   平成 27 年度： 36 件（中小企業のみ） 

   平成 28 年度： 48 件 

   平成 29 年度： 45 件 

   平成 30 年度： 39 件 

   令和元年度：  37 件（12 月末現在） 

したがって、企業との研究契約全体に占める中堅・中小企業の割合は以下の通り

となる。全所的な目標値は約 1/3 である。 

   平成 27 年度： 23.1 %（中小企業の比率） 

   平成 28 年度： 26.5 % 

   平成 29 年度： 22.8 % 

   平成 30 年度： 21.7 % 

   令和元年度：  24.5 %（12 月末現在） 

 企業との研究契約全体に占める中堅・中小企業の割合については、大企業から

の要望が多いこともあり目標値約 1/3 には到達していない。 

 

 マーケティング力の強化については、領域内に企業経営の経験のある領域長補

佐 1 名を配置し、上席イノベーションコーディネータ 4 名（全員民間企業経験

者）、イノベーションコーディネータ 3 名（内 1 名は民間企業経験者）、連携主幹

9 名（内 2 名 50 %エフォートでの兼務）の企業連携活動を指導することにより、
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より価値の高い共同研究等の実施につなげた。 

 

 技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施については、技術コンサルテ

ィングを 55 件実施した。技術コンサルティング収入は以下の通り。各年度の目標

値は定めていない。 

   平成 27 年度： 2,935 万円 

   平成 28 年度： 5,451 万円 

   平成 29 年度： 7,426 万円 

   平成 30 年度： 9,328 万円 

   令和元年度：   1.22 億円（12 月末現在） 

 上述のように、民間からの期待度の高まりに伴い、技術コンサルティング収入

は年々増加しており、民間からの資金獲得額にも貢献している。 

 

 広報活動に関しても、プレスリリースに加え、CEATEC JAPAN、World Robot Summit

等の展示会出展、各種シンポジウム開催など、積極的に取り組んだ。 

 

 大学や他機関との連携強化に関しては、産総研・東工大実社会ビッグデータ活

用オープンイノベーションラボラトリ(RWBC-OIL)を平成 29 年 2 月に設立し、AI

技術開発・データ連携におけるオープンイノベーションを加速するプラットフォ

ームとして、産総研 AI クラウド(AIST Artificial Intelligence Cloud; AAIC)の

運用を開始した。その成果として、AAIC は平成 29 年 6 月に世界のスーパーコン

ピュータ（スパコン）省エネ性能ランキング Green500 List の 3 位を獲得した。

また AI 橋渡しクラウド(AI Bridging Cloud Infrastructure; ABCI)が、平成 30

年 6 月に世界のスパコン速度性能ランキング TOP500 List の 5 位、世界のスパコ

ンの省エネ性能ランキング Green500 List の 8 位を獲得した。地域民間企業との

連携強化のために、地域企業とパイプを持つ公設試験所である九州先端科学技術

研究所（平成 30 年度）及び京都高度技術研究所（令和元年度）と連携協定を結ん

だ。海外との連携についても、フランス国立科学研究センター(Centre National 

de la Recherche Scientifique; CNRS)との AIST-CNRS ロボット工学研究ラボに

加え、平成 29 年度には英国マンチェスター大学、シンガポール科学技術研究局、

米国カリフォルニア大学サンディエゴ校、平成 30 年度にはインド工科大学ハイデ

ラバード校、イギリス Alan Turing Institute (ATI)等、令和元年度にはフラン

ス国立情報学自動制御研究所(Institut National de Recherche en Informatique 

et en Automatique; Inria)等と連携協定、覚書の締結を行い、国際的に著名な研

究者や学生を受け入れ連携強化を進めた。 

 

 研究人材の拡充、流動化、育成に関しては、定量的指標として、産総研イノベ

ーションスクール及びリサーチアシスタント制度の活用等による人材育成人数

（評価指標）を用いた。産総研イノベーションスクール及びリサーチアシスタン

ト制度に採用された人数は以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度： 32 名（30 名） 

   平成 28 年度： 46 名（32 名） 

   平成 29 年度： 82 名（50 名） 

   平成 30 年度： 131 名（70 名） 

   令和元年度：  155 名（140 名）（12 月末現在） 

 様々な大学との連携を更に進めることで、多大なニーズに対応するための研究
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リソース確保、学生をはじめとする若手人材育成を行った。リサーチアシスタン

ト(RA)の雇用にかかる経費を領域が負担することで、リサーチアシスタントの雇

用を奨励した結果、令和元年度の受け入れ人数は平成 27 年度の約 5 倍に増加して

いる。 

 

＜平成 30 年度の大臣評価に対応した取組＞ 

 民間からの資金獲得額の目標達成に向けては、引き続き、領域内に企業経営の

経験のある領域長補佐 1 名を配置し、研究戦略部に所属するイノベーションコー

ディネータ、連携主幹の企業連携活動を指導することにより、単なるニーズ・シ

ーズマッチングではなく、目線を上げたことにより価値の高い共同研究等の実施

につなげ、民間資金獲得額は、12 月末日時点で既に令和元年度の目標値比 111 %

を達成している。 

 

 組織内外の若手雇用・育成については、リサーチアシスタントの雇用にかかる

経費を領域が負担することで、リサーチアシスタントの雇用を奨励した結果、令

和元年度の受け入れ人数は平成 27 年度の約 5 倍に増加している。シニア世代の能

力・経験を活用するために、45 歳を目途にキャリアパスを検討させている。令和

元年度は、定年後の職員を、研究戦略部、研究企画室で各 1 名再雇用し、その能

力・経験を活用している。 

 

＜一定金額規模以上の「橋渡し」研究について、その後の事業化の状況＞ 

 第 4 期中長期目標期間の累計として、1,000 万円以上の橋渡し研究を企業と実

施した件数は令和元年度（12 月末）までに 88 件（うち令和元年度実施の件数：20

件）である。また、これらの事業化の実績として、知的財産の譲渡契約及び実施

契約は平成 30 年度までに 20 件で令和元年度の見込は 8 件、製品化は平成 30 年度

までに 6 件で令和元年度の見込は 2 件である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 令和元年度には、民間資金獲得額、論文の被引用数の合計、知的財産の実施契

約等件数、イノベーション人材育成人数において、目標を上回る成果を達成して

いる。特に、民間資金獲得額は、令和元年度は 12 月末日時点で 18.7 億円と、令

和元年度目標（16.8 億円）の 111 %に達しただけでなく、平成 23 年度から平成 25

年度の実績値の平均 4.8 億円の 390 %に達しており、このことは特筆に値する。

これらの成果は、第 4 期中長期目標・計画を達成するために領域が掲げた方策、

すなわち、研究ユニットにおける 4 重点課題の研究開発と、研究戦略部・人工知

能研究戦略部による連携活動、研究ユニットとの密接な情報交換、企業の価値を

創造する（企業と共に問題点を探り、合意を形成しながら大型化し、ともに価値

を創造することを目指す）アプローチの導入等のマーケティングの取組が成果を

結んだ証左である。企業の価値を創造するアプローチでは、顕在化した民間ニー

ズと保有技術シーズのマッチングを行うのではなく、企業・事業・ビジネスモデ

ルの拡充（持続的進化あるいは構造改革）を支える技術基盤として、企業連携の

最適組成・編成・導入方法についての体系的な企画及びその導入支援サービスを

提供している。これらの連携活動の下、研究成果の国内での迅速な技術展開も可

能となっており、産業界へのインパクトは大きい。 

 平成 29 年度から重点的に進めている、人工知能分野における海外の主要研究所

及び卓越研究者との連携は、平成 30 年度には、人工知能分野にとどまらず、領域
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全体に関連する国際連携へと広がったことで、世界レベルの研究を加速すること

に繋がると期待できる。得られた成果を企業との連携の中で活用することで、い

ち早く日本で技術展開可能となり、産業へのインパクトは大きい。橋渡し研究の

契約規模も拡大しており、橋渡し機能の強化を担う産総研の役割はより重要なも

のとなっている。 

 令和元年度の論文の被引用数（2,635 回、目標値 2,000 回の約 1.3 倍）が目標

を大きく上回っていること、また、論文発表数及びトップ国際会議発表数も目標

に向けて順調に増加しており、質の高い論文の発表が期待通り達成されつつある

ことが確認できる。 

 知的財産の実施契約等件数（令和元年度 289 件、目標値 240 件）に関しては、

令和元年度を含む第 4 期中長期の過去全年度に亘って各年度の目標を大幅に上回

る成果を上げており、企業での実施に至る質の高い研究開発成果を創出してきた

結果といえる。民間企業へのアウトリーチを目的とした研究成果の積極的な情報

発信（CEATEC JAPAN をはじめ、各種コンソーシアム、シンポジウム等の開催）、国

内外の大学・研究機関（インド工科大学ハイデラバード校、仏国モンペリエ大学、

タイ国タマサート大学等）と協定を締結するなど連携強化の着実な推進も、領域

が経費を負担することで成し遂げた。 

 令和元年度には目標の約 1.1 倍、第 4 期中長期開始当初の約 5 倍を達成してい

る RA 雇用数なども、マーケティング力の強化、大学などとの連携強化、業務横断

的な取組の推進の成果の証左である。以上のことから、企業連携とそれに基づく

橋渡し機能の強化、学術成果、国際連携他、全ての面において、第 4 期中長期を

通して顕著な発展がなされてきたことが認められる。 

 

【課題と対応】 

 研究者の評価指標としてインパクトファクター(IF)付き論文数ばかりに注目す

ると、目的基礎研究に留まり、技術の橋渡しが進まないという課題がある。世界

における当該研究のレベル、知的財産登録、公的あるいは民間資金の獲得、国内・

国際連携、標準化への貢献、RA をはじめとする若手研究者の育成、各種アウトリ

ーチ活動など、様々な観点から総合的に研究者の評価を実施することで、橋渡し

機能の強化につながる研究の実施に対するモチベーションアップに努めている。 

 企業連携における人的リソース不足が引き続き課題となっている。連携や調整

のためにかかるエフォートが特定の研究者に集中する傾向があり、適度な分散を

行うマネジメントが課題である。イノベーションコーディネータ、連携主幹によ

る企業連携活動や領域内情報の集約は進展しており、適性を見極めた連携主幹へ

のキャリアチェンジ等、人材確保に向けた多様な取組も進めている。戦略的にリ

ソースを集中投下し、より高い価値を協創することで、企業と持続的なパートナ

ーとなる活動への転換など、今後も企業連携の質を高めるリソースの最適配分や

工夫を進めていく。 

 

(2) 技術ポテンシャルを活かした指導助言等の実施 

 

【背景・実績・成果】 

 民間企業からの技術的内容についての照会に対して、「研究開発の実施による対

応のみならず、産総研の技術的なポテンシャルを活かした指導助言に適切な対価

を得つつ積極的に推進する」という方針に基づき、技術相談ならびに技術コンサ

ルティングを実施した。技術コンサルティング収入は以下の通り。 
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   平成 27 年度： 2,935 万円 

   平成 28 年度： 5,451 万円 

   平成 29 年度： 7,426 万円 

   平成 30 年度： 9,328 万円 

   令和元年度：   1.22 億円（12 月末現在） 

 上述のように、民間からの期待度の高まりに伴い、技術コンサルティング収入

は年々増加しており、民間からの資金獲得額にも貢献している。令和元年度は、

技術相談 443 件と技術コンサルティング 55 件（いずれも 12 月末時点）を実施し

た。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 産総研の知的財産（含むソフトウェア）をライセンスした企業等に技術コンサ

ルティングを実施することにより、より円滑に技術移転が促進された。また、企

業の立場に立ってニーズを深掘りし、企業にとって適切な提案をする技術コンサ

ルティングを、研究戦略部が中心となって実施し、企業の未来価値を共創するこ

とにつなげている。 

 

【課題と対応】 

 技術的ポテンシャルを活かした指導助言等を求める技術コンサルティングの希

望は多いものの、それを実施するリソースは十分ではなく、これに時間をかける

ことにより現場の研究に費やす時間が減少することが課題である。対応策として

は引き続き、このような技術コンサルティングを①共同研究を立案するために実

施するもの、②産総研の技術移転に伴うもの、の 2 類型のみ研究者に実施させ、

単なる技術的ポテンシャルを活かした指導助言に留まるものについては、研究ユ

ニット幹部、連携主幹、イノベーションコーディネータに限定し実施させること

を徹底していく。 

 

(3) マーケティング力の強化 

 

【背景・実績・成果】 

共創コンサルティング手法による企業の潜在的ニーズの発掘 

 顕在化した民間ニーズと保有技術シーズのマッチングを単に行うのではなく、

研究戦略部の体制を強化し、企業・事業・ビジネスモデルの拡充（イノベーショ

ン・事業の進化）を支える技術基盤についての、最適組成・編成・導入方法につ

いての体系的な企画・プラン及びその導入支援サービスを提供した。 

 

産学連携体制の強化 

 情報・人間工学領域の連携人材を強化するために、領域内に企業経営の経験の

ある領域長補佐 1 名を配置し、上席イノベーションコーディネータ 4 名（全員民

間企業経験者）、イノベーションコーディネータ 3名（内1名は民間企業経験者）、

連携主幹 9 名（内 2 名 50 %兼務）の企業連携活動を指導することにより、マーケ

ティング力の強化を行った。企業別のチーム制をとるとともに、大型案件等に対

してはスペシャルチームによって連携活動に取り組んでいる。常時 150 件以上の

連携相談に対応しつつ、令和元年度は 12 月末までに企業共同研究 127 件を成立さ

せた。 
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研究成果のアウトリーチ活動 

 研究成果のアウトリーチ活動として、展示会への出展、領域シンポジウムの開

催、コンソーシアムの設置・運営、プレス発表を積極的に実施したほか、メール

マガジンの発行を行った。展示会としては、産総研主催の「テクノブリッジフェ

ア in つくば」や地域でのテクノブリッジフェアの他、「AI/SUM」（東京、平成 31

年 4 月 22-24 日）「CEATEC JAPAN」（千葉、令和元年 10 月 15 日〜18 日）、「国際ロ

ボット展」（東京、令和元年 12 月 18 日〜21 日）等、領域と関連が深い展示会に

出展し、人工知能や ABCI、ロボット技術のデモや発表を行った。また、「情報・人

間工学領域シンポジウム」（主催：情報・人間工学領域、場所：東京都千代田区、

令和元年 9 月 24 日～25 日）と題し、二日間にわたりモビリティと情報技術基盤

についての産総研内外の研究成果を発信したほか、ロボットイノベーション研究

センターの 5 年間の成果を発表するために「ロボットイノベーション研究センタ

ー成果報告会」（主催：ロボットイノベーション研究センター、場所：東京都千代

田区、令和元年 12 月 9 日）を行った。また、「ニューロリハビリテーション・シ

ンポジウム 2019」（主催：情報・人間工学領域、場所：東京都江東区、令和元年 9

月 14 日）、「人間拡張研究センターシンポジウム(HARCS2019)」（主催：情報・人間

工学領域、場所：千葉県柏市、令和元年 11 月 20 日）、「産総研 人工知能研究セン

ター 国際シンポジウム」（主催：情報・人間工学領域 人工知能研究センター、場

所：東京都千代田区、平成 31 年 2 月 21 日）、「PRISM シンポジウム 2019」（主催：

情報・人間工学領域 人工知能研究センター、場所：東京都江東区、平成 31 年 3

月 4 日）等のシンポジウムを開催した。平成 30 年 8 月より運用を開始した ABCI

の利用促進を目的としたオープンセミナーとして、東京地区（令和元年7月31日、

東京都目黒区）と関西地区（令和元年 11 月 6 日、京都府京都市）において、既に

活用されている企業の活用事例紹介や、研究開発における最新のトピックスなど

を交えて紹介した。また、当セミナーに参加した方々に実際に ABCI を動かしてい

く機会として、ハンズオンイベントも実施し、ABCIの活用促進を積極的に行った。

いずれも多くの企業関係者、学術関係者に対して最先端の研究成果を発信し、産

総研のプレゼンスを強化した。さらに「人」が主役となる新たなものづくりの手

法確立と普及のため、平成 31 年 4 月に沖電気工業株式会社、日鉄ソリューション

ズ株式会社、三菱電機株式会社と『「人」が主役となるものづくり革新推進コンソ

ーシアム（HCMI コンソ）』を設立し、その事務局を臨海副都心センター内のサイバ

ーフィジカルシステム研究棟に設置した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 マーケティング力の強化により、企業価値の向上につながる共同研究の設定が

可能となり、技術により未来の価値を創造する意欲ある顧客企業を発掘すること

ができた。平成 28 年度には、4 つの連携研究室・ラボ（NEC、住友電工、豊田自動

織機、パナソニック）及びひとつのコンソーシアム型共同研究を立ち上げた。民

間からの資金獲得額も平成 28 年度以降は目標を大幅に上回っている。 

 

【課題と対応】 

 情報・人間工学領域では、単なる産総研技術の売り込みからマーケティングへ

と舵を切っており、徐々にこのような考え方が所内に浸透しつつあるが、今後よ

り考え方を徹底していくことが他領域を巻き込んだ民間との連携を模索する上で

の課題のひとつであった。このため、イノベーション推進本部と連携し、令和元

年 5 月に実施した拡大技術マーケティング会議にて臨海・柏の人工知能グローバ
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ル研究拠点を活用した産学官連携への取組を周知した。 

 

(4) 大学や他の研究機関との連携強化 

 

【背景・実績・成果】 

 大学との連携により産総研内の研究ポテンシャルの充実に努め、その結果とし

て未来における産業界への技術提供に繋げることが重要であると考えている。そ

のため、多数の大学や、国内外の研究機関と、幅広い研究テーマにおいて、連携

協定、共同研究を締結した。また、平成 27 年度から始まったクロスアポイントメ

ント制度を積極的に活用し、令和元年度は大学より特定フェロー10 名（平成 30 年

度から 1 名増）、企業から特定集中研究専門員 75 名（平成 30 年度から 29 名増）、

招聘研究員 53 名（平成 30 年度から 24 名増）その他多数の協力研究員や客員研究

員のほか、連携している大学の学生をリサーチアシスタント(RA)として受け入れ、

研究の推進、研究人材の育成や論文発表の増加を実現することができた。連携に

関して特筆すべき成果を以下に挙げる。 

 

大学等との連携の実績 

 東京工業大学（東工大）との連携・協力に関する協定書に基づき、平成 29 年 2

月に設置した実社会ビッグデータ活用イノベーションラボラトリ(RWBC-OIL)では、

産総研の強みであるビッグデータ活用、ソフトウェア開発技術と東工大の強みで

あるハードウェア開発技術とを融合し、新しい計算機プラットフォームの提供や

ビッグデータを活用した価値創造を行った。平成 29 年度に、産総研 AAIC が省エ

ネ性能スパコンランキングで世界 3 位を獲得したのに続き、平成 30 年度には、産

総研 ABCI が世界のスパコン性能ランキング Top500 List で 7 位、国内 1 位、省エ

ネ性能ランキング Green500 List で 4 位、共役勾配法による処理性能ランキング

HPCG Performance List で 5 位を獲得した。また、宇宙航空研究開発機構(JAXA)

保有の衛星観測データ、情報通信研究機構(NICT)保有の航空機搭載合成開口レー

ダー(SAR)データを ABCI に集積し、人工知能研究及び実応用に活用するための取

組を平成 30 年 12 月に開始した。ABCI へのデータ集積、ABCI の地域活用を図るた

め、学術情報ネットワーク(SINET5)を運用する国立情報学研究所(NII)と連携協定

を平成 31 年 1 月に締結した。地域における民間企業との連携（橋渡し）を推進・

強化するため、当領域が地域センターを通じた地域企業との連携構築モデルの一

環として、九州先端科学技術研究所（福岡県福岡市、平成 30 年 2 月締結）、京都

高度技術研究所（京都府京都市、令和元年 10 月締結）との連携協定を結び、人工

知能・ビッグデータ関連技術を中心とした研究成果を円滑に地域企業に橋渡しを

行うための協力体制を構築した。その他、茨城県立医療大学との連携協定を平成

29 年 12 月に締結し、ニューロリハビリテーションの共同研究を開始するなど、

他の研究機関とも連携が進んでいる。また、日本の AI 研究の効率化を図り、競争

力を高めるため、令和元年 12 月に国立研究開発法人 理化学研究所、国立研究開

発法人 情報通信研究機構と人工知能研究開発ネットワークを設立した。 

 

国際連携の実績 

 複数の国際的な研究機関との連携を、特に人工知能分野において大きく推し進

めた。まず、平成 29 年 3 月にドイツ人工知能研究センター(DFKI)と研究協力覚書

(Memorandum of Understandings; MOU)を締結し、人工知能研究に関する広域な分

野において長期にわたるパートナーシップを確立した。調印式には駐日ドイツ連
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邦共和国大使館大使、経済産業省 産業技術環境局局長も臨席し、産総研と DFKI

との国際連携を両国関係者に示した。また平成 29 年 9 月にシンガポール科学技術

研究局、また英国マンチェスター大学、平成 30 年 1 月に米国カリフォルニア大学

サンディエゴ校と連携協定をそれぞれ結んだ。マンチェスター大学とは、延べ 4

名の卓越した研究者を特別卓越研究員として招聘して、人工知能の応用研究を推

進するとともに、2 回の合同ワークショップ（「産総研・マンチェスター大学合同

ワークショップ」、主催：人工知能研究センター、場所：東京都江東区、平成 29 年

11 月 28 日、12 月 15 日、定員各 150 名）を開催した。このほか、平成 30 年 5 月

に英国リーズ大学、同 6 月に仏モンペリエ大学、10 月にインド工科大学ハイデラ

バード校(IITH)と MOU を、同 11 月にタイのタマサート大学、同 12 月にイスラエ

ル工科大学と意向表明書(Letter of Interest; LOI)を、平成 31 年 2 月にイギリ

ス Alan Turing Institute (ATI)、令和元年 6 月にフランス国立情報学自動制御

研究所(Institut National de Recherche en Informatique et en Automatique; 

Inria)、同 12 月にポルトガル Institute for Systems and Computer Engineering, 

Technology and Science (INESC TEC)と MOU を締結し、人工知能分野のみならず、

ロボット工学、データサイエンス、ヒューマンマシンインタフェース分野、HPC等、

領域の多様な分野において、欧州ならびにアジア諸国との協力関係の構築を急速

に拡大させている。また、令和元年 5 月中旬から 8 週間、MOU を締結した IITH か

ら 5 名のインターン学生を受け入れ、令和 2 年 2 月の人工知能研究センター主催

の国際ワークショップに 2 名の研究者を招待講演者として招聘予定である。令和

元年 9 月には、ATI との MOU に基づいた活動として、イギリス エジンバラ及びロ

ンドンで開催された、Robotics＆AI Collaboration Workshop に人工知能研究セ

ンターより 8 名の研究者が参加し、活発な議論を行った。令和元年 10 月には、仏

モンペリエ大学との MOU に関連する活動として、同大学においてワークショップ

Modeling human through robotics, neuroscience, and ergonomics を開催し、

産総研から若手研究者を中心に 9 名の研究者が参加し、双方の研究活動の紹介と

今後の連携強化に向け活発な議論を行った。 

 

人工知能研究を中心となって推進する三省（経済産業省、文部科学省、総務省）

連携の実績 

 理化学研究所（理研）と産総研は平成 27 年度に締結した連携協定に基づき、

2050 年の社会課題解決を目指した共同研究（チャレンジ研究）を進めており、平

成 30 年 1 月に合同シンポジウムを開催した。また、産総研、日本電気株式会社

(NEC)、理研の 3 者間で「人工知能研究連携に関する覚書」を締結し、NEC-産総研

人工知能連携研究室を核に理研、産総研の間での共同研究を開始した。また、情

報通信研究機構(NICT)とは情報通信分野における連携・協力の推進に関する協定

を締結し、機械翻訳に関する共同研究を開始した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 大学や理研、NICT との連携により、特に人工知能分野においては国内の研究人

材や設備などのリソースを結集し、より効果的な研究を行う体制が整った。今後、

更に技術開発と展開が進むことが期待できる。また、海外連携も、海外で進んで

いる研究テーマを国内の強みと組み合わせることを容易にした。組み合わせた技

術を、国内企業との共同研究やコンサルティング等を通じて、更に展開すること

で、人工知能技術の社会普及と産業競争力の強化を加速することができる。 
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【課題と対応】 

 クロスアポイントメント制度の適用例が増加したため、運用面、特に知的財産

管理についての課題が生じる可能性がある。雇用元の組織との調整が個別に発生

しているため、調整の負荷を削減しつつ、適切な管理をするための枠組み作りを

関係部署と進めた。人工知能技術の社会普及と産業競争力の強化を加速すること

が課題であり、そのために、人工知能研究を中心として、生産性、健康、医療、

介護、モビリティなど他の研究分野との連携を前提とした研究テーマを設定し、

他の大学・研究機関との協業を更に推進していく。 

 

(5) 研究人材の拡充・流動化・育成 

 

【背景・実績・成果】 

 産総研イノベーションスクール及び RA 制度の活用による人材育成については、

制度促進のため、また受入ユニットの予算的負担を減らすべく、RA の雇用費を領

域側で負担し、研究現場の研究費の状況に依存しないように努めた。この結果、

産総研イノベーションスクール及びリサーチアシスタント制度に採用された人数

は順調に増加した（括弧内は各年度の目標値）。 

   平成 27 年度： 32 名（30 名） 

   平成 28 年度： 46 名（32 名） 

   平成 29 年度： 82 名（50 名） 

   平成 30 年度： 131 名（70 名） 

   令和元年度：  155 名（140 名）（12 月末現在） 

 令和元年度の受け入れ人数は平成 27 年度の約 5 倍に増加している。 

 採用及び処遇等に関わる人事制度の整備状況については、冠ラボ等大型共同研

究、NEDO プロジェクト等で、新たな人材を積極的に確保するため、総務本部（人

事部）と連携し、プロジェクト型任期付研究員を通年公募とすることで、優秀な

人材を採用する機会を年 2 回から月 1 回に増加させた。さらに、平成 29 年度以

降、毎月 1 回採用審査会を開催することで、応募から採用までの期間を最短 4 ヶ

月から最短 2 ヶ月に短縮とし、研究人材の確保を促進した。 

 女性のロールモデル確立と活用を増大させるための環境整備・改善では、研究

グループ長として平成 29 年度に 1 名、平成 30 年度に 2 名の女性を登用した。優

秀な女性人材の発掘のため、そしてその育成へとつなげるために、領域独自の女

性研究者紹介パンフレットを新規に作成して女子大学院生・ポスドク等に配布し

た。イノベーション推進本部、産学官・国際連携推進部、連携企画室と密に連携

し、領域として、お茶の水女子大学との包括連携協定に伴う見学会や懇談会を企

画運営した。ダイバーシティ推進室と連携し、女子大学院生・ポスドクのための

産総研所内紹介・在職女性研究者との懇談会（つくばセンターにて毎年開催、令

和元年度の参加者は 32 名）も企画運営した。これら所内運営への貢献が、逆に女

性研究者への過度な負担とならないよう、調整を行った。これらの活動により、

平成 27 年度から平成 30 年度までの女性研究職員の採用数平均 3.4 名に対して令

和元年度は 4 名とすることができた。また男女問わず育休の取得や、育休取得者

のパーマネント化審査の時期への配慮など、領域としての支援を行った。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 イノベーションスクールなどの取組は、日本の若手研究者の育成に有効に作用

している。また、女性研究者のロールモデルとなりうる人材の登用と情報発信の
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取組は、日本の研究現場のダイバーシティの更なる向上に繋がることが期待され

る。 

 

【課題と対応】 

 当領域では、優秀な若手研究者の確保が引き続き課題である。この対応策とし

ては、RA やポスドクの中で、特に高い研究能力を有していると明らかに判断され

る者については、研究成果の量に過度にとらわれることなく、パーマネント職員

として採用するなど、柔軟性を高めた採用に努めた。海外人材の受け入れも推進

しているが、入所後の業務手続に関する課題が存在するため、引き続き改善に向

けて関係部署と調整する。 

 女性研究者の割合、特に女性管理職の割合を更に増やすことも課題である。こ

れに対しては計画的な育成及び環境整備に引き続き取り組んでいく。 

 

 

2. 「橋渡し」のための研究開発 

 

(1) 「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

 

総括 

【背景・実績・成果】 

 第 4 期における橋渡し機能の強化に資する目的基礎研究では、それぞれの重点

課題において次の通り目標を達成した。重点課題１においては、ビッグデータの

分析・試験・評価による知的なサービスの特筆すべき成果である「人工知能技術

の化学・生物学分野への適用」をはじめ、データと知識を融合して学習・理解す

るデータ知識融合人工知能などの基礎技術を開発した。重点課題２では、産業や

社会システムの高度化に資するサイバーフィジカルシステムを実現する軽量でス

ケーラブルなセキュリティ技術の特筆すべき成果として「汎用的なデータ処理秘

匿化技術に関する研究」など、ソフトウェア工学や暗号技術を用いてシステムの

品質と安全性を向上する技術を開発した。重点課題３に関しては、人間活動の測

定評価技術、人間の運動や感覚機能を向上させる訓練技術の研究開発の特筆すべ

き成果として「歩行・走行の計測評価技術とランニング義足開発」、「ニューロリ

ハビリテーション技術の開発」を実施し、自らの残存機能を活かして人や社会と

のコミュニケーションを実現し、向上させるための機能訓練・機能支援技術を開

発した。重点課題４では、環境変化に強く自律的な作業を実現するロボット中核

基盤技術の特筆すべき成果として「コンピュータビジョン技術に関する目的基礎

研究」「大型構造物組立ヒューマノイドロボットシステムの開発」を推進し、三次

元空間計測、空間情報理解、動作計画・教示技術、過酷環境の移動技術を構築し

た。 

 「人工知能技術の化学・生物学分野への適用」として、平成 30 年度は、大量の

データから効率的に学習できる深層学習法を、膨大な化学・生物学の知識に適用

することで、タンパク質の機能改変過程を最適化し、従来比 20 倍以上の効率化を

実現した。令和元年度には、企業との共同研究で新しい医薬品の開発に本技術を

適用開始した。「汎用的な Visual SLAM のオープンソースソフトウェア OpenVSLAM」

では、実用性を高めた Visual SLAM のソフトウェアを、オープンソースとして公

開した。公開から 7ヶ月経った令和元年 12月末日時点において GitHub 上で 1,800

以上のスターを獲得しており、世界的に極めて高い評価を得ている。「自動走行パ
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ーソナルモビリティのための高精度 Visual SLAM 技術の研究」では、単眼カメラ

を用いた Visual SLAM の精度を高めつつ計算量の削減に成功し、Visual SLAM の

実用化に向けて大きく前進した。令和元年度は国内学会での最優秀賞の獲得の他、

トップ国際会議にも採択され、さらにトップ国際会議のデモ動画は全発表中第 2

位を記録するなど、世界的に高い評価を得た。「汎用的なデータ処理秘匿化技術に

関する研究」は、平成 29 年度までに開発を進めてきた暗号化技術を、平成 30 年

度に秘匿性を保持したまま様々なデータを処理する技術として結実させ、後述す

るレベル 2 準同型暗号データ処理の世界最高速を達成した。令和元年からは、企

業と共に社会展開を推進している。また、「歩行・走行の計測評価技術とランニン

グ義足開発」においては平成 28 年度～30 年度に歩行機能データベースとその評

価技術の構築を行った。令和元年度は令和 2 年パラリンピックでの使用と記録向

上に資する義足設計技術を開発し、技術を用いたランニング義足が発売された。

「ニューロリハビリテーション技術の開発」においては、平成 30 年度に機能回復

に向けて目指す脳の変化を実現するために不可欠な測定技術を世界で初めて開発

し、令和元年度には医療機関と連携し、リハビリ中の脳卒中患者に対する脳機能

計測の予備実験として健常者に対してして fMRI による脳活動計測を試行した。さ

らに、「コンピュータビジョン技術に関する目的基礎研究」では、実世界情報処理

のための視覚認識技術を積み上げ、平成 29 年度に直射日光下でのパターン投影に

よる高速形状計測に世界で初めて成功し、平成 30 年度には車載カメラで撮影した

画像から動画像処理によりニアミス検出を行う新手法を開発した。動画像認識技

術は安全確保、生産管理、自動運転などに広く有用で、様々な産業分野からの注

目が高く、既に橋渡しにも取り組んでいる。「大型構造物組立ヒューマノイドロボ

ットシステムの開発」においては、平成 30 年度に重量約 11 kg の石膏ボードの持

ち上げ、ハンドリング、運搬が可能なヒューマノイドロボットを開発し、令和元

年度は、接触状態推定及び接触状態に応じたバランス制御技術、接触対象の変形

モデル推定とそのモデルを用いたバランス制御技術等の開発を行い、足裏等が十

分な接触面積を得られない場合や接触に伴って路面が変形する場合においてもロ

バストな移動・作業を実現した。 

 

 論文発表件数は、以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度： 101 報（100 報） 

   平成 28 年度： 152 報（110 報） 

   平成 29 年度： 160 報（120 報） 

   平成 30 年度： 165 報（140 報） 

   令和元年度：  103 報（150 報）（12 月末現在） 

 

 論文の合計被引用数は以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。平成 27 年

度は初めての試みだったこともあり目標値を設定していなかった。 

   平成 27 年度：   728 回 

   平成 28 年度： 1,675 回（750 回） 

   平成 29 年度： 2,224 回（1,000 回） 

   平成 30 年度： 2,163 回（1,500 回） 

   令和元年度：  2,635 回（2,000 回）（12 月末現在） 

 

 トップ国際会議発表件数は、以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度：  45 報（100 報） 
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   平成 28 年度：  69 報（100 報） 

   平成 29 年度： 104 報（100 報） 

   平成 30 年度： 125 報（110 報） 

   令和元年度：   80 報（110 報）（12 月末現在） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 それぞれの成果は、インパクトの高い国際学術論文誌に論文が採録されるとと

もに、文部科学大臣表彰をはじめとする受賞や国際的コンペティションの優勝に

も至っており、世界的に注目される成果を得ている。学術的に高い価値を持つだ

けでなく、関連プレスリースへの反響や動画の 100 万回以上の再生、また企業か

ら多数の問い合わせや主催シンポジウムへの参加など、将来的な社会への技術の

展開に向けて活発な動きにつながっている。さらに、令和元年度は GitHub などに

公開したソフトウェアへの注目も極めて高く、産総研のプレゼンスを世界に示し

ただけでなく、技術の展開にも貢献した。 

 第 4 期中長期計画・年度計画を上回って達成された内容は以下の通りである。

第 4 期中長期計画におけるビッグデータに基づく人工知能の適用対象は言語や画

像の処理、サービス設計であり、「人工知能技術の化学・生物学分野へ応用」は当

初想定されていなかった新たな成果である。また、「汎用的なデータ処理秘匿化技

術に関する研究」については、一般性の高い 10 個以上の秘匿計算アプリケーショ

ンを実現し、新たな適用先として金融機関との提携も行った。「ニューロリハビリ

テーション技術の開発」については、ノイズの問題を解決し世界で初めて fNIRS

を用いて 100 日以上にわたるリハビリ中の脳活動変化を評価した。「コンピュータ

ビジョン技術に関する目的基礎研究」では、計画を上回る成果として直射日光下

での認識を可能とする技術を開発した。「大型構造物組立ヒューマノイドロボット

システムの開発」では、目標にあるボルト締めだけでなく、それを超える成果と

して重量物（11 kg の石膏ボード）の運搬と、電動工具による組み付けを実現し

た。 

 

人工知能技術の化学・生物学分野への適用 

【背景・実績・成果】 

 創薬をはじめとする化学・生物学分野では、新薬や機能素材など産業的に有用

な物質の探索が盛んである。有用物質を短時間で発見、合成する技術への期待が

極めて強い。従来は、偶然に頼る部分や、科学者の個人的な経験に頼る部分が大

きく、数年に渡る歳月と幾多の試行錯誤を必要としていたが、近年、人工知能技

術を応用することによる開発の加速化に大きな期待がよせられている。人工知能

研究センターでは、深層学習をはじめとする機械学習技術を、この分野に適用す

るための目的基礎研究に取り組んだ。以下では代表的な二つの成果を挙げる。第

一に薬剤とタンパク質の相互作用を、高速で高精度に予測する技術の開発、第二

にタンパク質を効率的に改変し、より望ましい機能をもつものを人工的に作り出

す技術の開発である。 

 第一の成果では、化学と生物学の知識に基づき、性質の異なる深層学習手法を

組み合わせて、薬剤とタンパク質に対する高精度の相互作用予測手法（既存手法

比で相互作用の有無に対する予測精度 3～10 %の向上）を開発し、平成 30 年度に

論文発表した。従来の相互作用予測手法であるシミュレーションや他の深層学習

法は、薬剤やタンパク質の立体構造データを入力することが必要である。しかし、

立体構造データはそれ自体が入手しにくい上に、大規模計算になってしまい計算

-19-



 

 

コストが高い。一方で本手法は、既存手法比で 3～10 %の精度向上を達成しただ

けでなく、立体構造データを必要とせずアミノ酸配列情報のみから相互作用を予

測できる点が大きな利点である。加えて、本手法では、配列はわかっているが未

だ立体構造がわかっていない膨大な数のタンパク質を学習データとして利用する

ことができるため、適用範囲が大幅に広がる。また、薬剤やタンパク質の立体構

造を用いない従来手法では、予測結果から三次元的な相互作用部位を特定できず、

結果の解釈に問題があるとされてきたが、今回開発した手法では相互作用部位を

特定・可視化できる。これにより、機械学習が出した予測結果について解釈が可

能となる。論文発表では、創薬研究におけるベンチマークデータで手法を評価し

たが、令和元年度には、薬学部や製薬会社などと共同研究を実施し、現場の実デ

ータへの適用を開始した。 

 第二の成果では、ベイズ最適化手法によって、タンパク質の機能改変過程を最

適化する技術を開発した。具体的な対象として蛍光タンパク質(YFP)を用い、変異

を導入すべき部位を新手法で予測し合成、測定を繰り返すことで、従来よりも明

るく鮮やかな蛍光タンパク質の合成に成功した。従来法と比較した場合、新手法

は従来工数の 20 倍以上の効率化を果たし、平成 30 年度に論文発表し、国立研究

開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)、内閣府官民研究開発投資

拡大プログラム(PRISM)、内閣府戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)の大

型プロジェクトに繋げた。令和元年度には、企業との共同研究で新しい医薬品の

開発に本技術を適用開始した。従来技術としては、対象のタンパク質をランダム

に改変したものを大量生成し、その中から目的の性能を有するタンパク質を抽出

する方法が用いられてきた。しかし、運まかせともいえるこの方法では、望む性

能のタンパク質を得るまでに必要なコストや時間の見積が困難で、収益性の面で

リスクの高い方法と考えられている。一方で本手法は、ベイズ最適化により従来

比で 20 倍効率よく改変方法を予測することができる。さらに、特定のタンパク質

によらず汎用的な技術である点が特長である。 

本研究は臨海副都心センターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 薬剤とタンパク質の立体構造データを入力することなく、これらの相互作用を

高速で高精度（既存手法比で 3～10 %の向上）に予測する手法や、従来手法の 20

倍以上の効率化を実現するタンパク質の機能改変最適化技術を開発した。これに

より、人工知能技術によってバイオ産業の研究開発を加速する突破口を開いた。 

 高精度な予測ができるだけでなく機械学習が出した予測結果について解釈が可

能となる技術であることから、新薬を大量の候補群から絞り込む作業の加速が期

待される。また、抗体や酵素など、医薬品や工業製品として有用性の高いタンパ

ク質を効率よく改変することができれば、より望ましい性能をもつ素材や薬剤を

人工的に作りだすことができるようになる。 

 新薬の開発や、タンパク質の合成においては、従来偶然に頼る部分や、科学者

の個人的な経験に頼る部分が大きかった。しかし人工知能技術の活用は、このよ

うな現状を打破する大きな可能性を秘めている。本研究成果は、人間の知識や経

験を越えたその先に、科学者が夢にすら見なかった革新的な新薬やタンパク質を

手にする未来への突破口を開く技術として位置づけられる。 

 薬剤とタンパク質の相互作用を、高速で高精度に予測する技術開発の成果につ

いて、論文が Oxford University Press の論文誌である Bioinformatics 誌(IF: 

5.5)に採択された（人工知能研究センター機械学習研究チーム椿研究員が筆頭著
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者）。この論文誌は、Google scholar citation において、h5-指標が 110、h5-中

央値が 188 であり、これはバイオインフォマティクス分野のジャーナルとしては

1 位である。 

 タンパク質を効率的に改変し、より望ましい機能をもつものを人工的に作り出

す技術の成果については、論文は ACS Synth Biol 誌(IF: 5.3)に採択され、本分

野のトップジャーナルである Nature Biotech 誌の Research Highlight で注目論

文として紹介された。論文注目度を表す Altmetric score は 81（全論文の上位 5 %

以内）であり、第 70 回日本生物工学会大会トピックス賞を受賞し、複数の大型研

究資金の獲得に繋がった。 

 両成果ともに、それぞれ平成 30 年度に産総研プレスリリースを行い、化学工業

日報、日刊工業新聞、Web 系記事などで多数取り上げられた。 

 

汎用的な Visual SLAM のオープンソースソフトウェア OpenVSLAM 

【背景・実績・成果】 

 自動運転や拡張現実(Augmented Reality; AR)、ロボティクスなどへの応用を目

的に Visual Simultaneous Localization and Mapping (Visual SLAM)の研究開発

が世界中で盛んに行われている。Visual SLAM は主に動画を対象とし、カメラの

位置姿勢や環境形状をリアルタイムに認識できるため、画像中の物体認識及びそ

れらの関係性の理解と合わせ Spatial AI として位置付けられている。カメラは

Light Detection and Ranging (LiDAR)など他のセンサと比較して安価かつ小型

であるため、スマートフォンやドライブレコーダーなど様々な場面で用いられ、

その普及率も極めて高い。昨今の自動運転や AR の開発競争に伴いその産業的ニー

ズも日に日に高まっている。 

 一方で、その技術開発は限られた組織のみで行われており十分に広まっていな

い。スマートフォンでARアプリなどを開発する際も、機能制限されたApplication 

Programming Interface (API)に依存する他なく、新たなアプリケーションを開発

する上で大きな足枷となっていた。Visual SLAM のオープンソースソフトウェア

はこれまでにもいくつか存在していたが、ライセンスや機能（特定のカメラモデ

ルやマップの入出力）の制限により、依然オープンソフトウェアとして十分に確

立された技術とは言い難く、その技術を応用した新たな分野の研究開発が進みづ

らい状況にあった。 

 この状況を打破するため、人工知能研究センターでは Visual SLAM のオープン

ソースソフトウェア「OpenVSLAM」を開発し令和元年 5 月に公開した。OpenVSLAM

の特徴として、①複数のカメラモデルに対応、②マップの入出力とローカリゼー

ションが可能、③ソースコードの高い可読性、④制限の少ないライセンス(2-

caluse BSD)、が挙げられる。これらの利点により、研究機関だけでなく企業も含

めた多様な分野の研究者やエンジニアが参加する世界レベルのオープンソースコ

ミュニティが構築され、世界的に広く認知し用いられる技術となっている。実際、

GitHub 上で公開後、僅か 5 ヶ月で 1,500 スターを獲得しており（令和元年年 12 月

25 日時点で 1,800 スター）、世界的に極めて高い評価を得ている。また国内外の

企業から問い合わせがあっただけでなく、令和元年 10 月にフランスのニースで開

催されたマルチメディア系のトップカンファレンス ACM Multimedia 2019 オープ

ンソースコンペティションで世界 1 位を獲得した。 

本研究は臨海副都心センターで行った。 

 

【成果の意義・アウトカム】 
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 世界的な Visual SLAM のオープンソースソフトウェアを主体的に開発していく

ことは、空間データインフラを構築する上で必要不可欠となる。OpenVSLAM は

Visual SLAM の他のオープンソースソフトウェアと比較して、特に実用性とメン

テナンス性を重視している。アルゴリズムとしては現時点で最も安定性が高い特

徴点ベースの手法を採用し、またソースコードは可読性を重視して実装されてい

る。世界標準のオープンソースとして利用されるためには、世界中の人々が共同

で開発を行えるように幅広い層の人々が利用する機能を備え、組織として継続的

なメンテナンスをサポートする必要がある。産総研がその中心的な役割を果たす

ことで、新たな技術やアプリケーションの開発拠点としての役割を果たすことが

できる。 

 Visual SLAM は社会の空間データ基盤を確立するための最重要要素技術の一つ

である。安全・安心な社会基盤を構築するためには、その要素技術に対してあら

ゆる検証を行う必要があるが、個人や一つの組織のみでは困難である。そのため、

異なる分野の人々が利用しその知見をフィードバックしてもらうことでシステム

の安定性を高める。さらに、産総研をはじめ多くの組織でこの要素技術を発展さ

せた新たな研究開発が行われており、学術と産業の両面において新たなフィール

ドを切り開いていくことが期待される。 

 

自動走行パーソナルモビリティのための高精度 Visual SLAM 技術の研究 

【背景・実績・成果】 

 中心市街地での移動を自動車に過度に依存せず、パーソナルモビリティを有効

活用することで、CO2削減や省エネ等を実現しようとする機運が高まっている。パ

ーソナルモビリティ機器の自律走行には、周辺の 3 次元形状を認識し自己位置を

推定する SLAM 技術が不可欠である。SLAM 技術には従来、高価な LiDAR が用いら

れてきた。本研究では、LiDAR の代わりに安価なカメラを 1 個用い、CPU のみによ

る画像処理で LiDAR と同程度の精度の SLAM を実現した。SLAM の世界的なベンチ

マークテストでも従来の Visual SLAM よりも高いスコアを達成している。発表論

文は第 24 回ロボティクスシンポジアにおいて最優秀賞を獲得し、トップ国際会議

である CVPR2019 にも採択された。さらにデモ動画は CVPR2019 での全発表中第 2

位を記録し、世界的にも注目を集めた。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 乗車定員が 1-2 名のパーソナルモビリティ機器の世界市場は、令和 7 年には

1,000 憶ドルに達すると予想されている。これらの機器に搭載される SLAM 用セン

サとして、これまで主に LiDAR が搭載されてきた。本技術により高価な LiDAR を

単眼カメラで代替することができる上、データ処理にも高価な GPU を必要としな

い高精度な Visual SLAM が実現した。本研究の成果により、SLAM 機能の飛躍的な

低コスト化が可能になり、量産型パーソナルモビリティへの SLAM 機能搭載を通じ

て自動運転の普及に貢献する。これは、高齢化社会において移動手段を提供する

だけでなく、生産年齢人口の減少に対応する物流システムの自動化へも波及する。 

 

汎用的なデータ処理秘匿化技術に関する研究 

【背景・実績・成果】 

 Society5.0 では、様々なものがインターネットにつながる Internet of Things 

(IoT)等により収集される膨大なデータに対し、最先端の人工知能技術に基づく処

理を行うことで、価値ある情報を取り出して活用することを目指しており、これ
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を実現する技術に期待が高まっている。収集されるデータには個人情報や機密情

報等の秘匿すべき情報が多く含まれており、情報漏えいのリスクが、収集情報の

活用への深刻な障害となっている。本研究では、入出力情報を秘密にしたままで

のデータ処理を可能とする秘匿計算技術の実用化を進め、平成 26 年に世界一を達

成した格子暗号解読コンテストへの継続的な取組とその理論的根拠付けに関する

研究を通して、核となる要素技術の開発に成功した。また、これらの技術に基づ

き社会展開元となる企業を獲得し、さらに、平成 28 年度開始の科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（JST-CREST・スモールフェーズ、8,000 万円／2 年 4 か

月、研究代表者：花岡）および令和元年度開始の同事業（JST-CREST・加速フェー

ズ、3 億円／3 年、研究代表者：花岡）に採択された。一方、格子暗号以外の高機

能クラウド暗号化技術としては、平成 27〜29 年度に生体情報を用いた電子署名方

式の安全性の証明に関する共同研究を日立製作所と実施し、平成 28 年 10 月にド

コモモバイルサイエンス賞を受賞した。 

 現時点までに、既に汎用秘匿化計算フレームワークの理論設計、効率的な秘匿

計算ツールの開発と実装、高速秘匿化文字列検索手法の開発、実証アプリケーシ

ョンの開発などで成果をあげている。平成 30 年度においては、理論的成果として、

汎用秘匿化計算フレームワークの理論設計を完成させ、さらに、並列化による著

しい高速化に成功した。特に、秘匿化処理ツール群を実装したことによって、秘

匿計算実行のための事前処理を 600 倍以上高速化することに成功した。また、無

制限な回数の加算に加えて 1 回の乗算を暗号空間で実行できるレベル 2 準同型暗

号の世界最高速実装（C++ライブラリ）及びウェブブラウザ上で直接実行可能とす

るライブラリ実装を行った。本実装を用いることで、従来は現実的な時間では実

行すら不可能だったウェブブラウザ上での暗号化処理を 1 ミリ秒以下で実行可能

とした。一方、テキスト検索に関して、Burrows-Wheeler 変換、Wavelet 行列を用

いた、高速秘匿化検索手法を開発した。一連の成果は、トップ国際会議、査読付

論文誌に多数採録されており、令和元年度においては、暗号理論分野のトップレ

ベル国際会議 Asiacrypt 2019, Crypto 2019, Eurocrypt 2019 や情報セキュリテ

ィ分野のトップレベル国際会議 AsiaCCS2019, ESORICS 2019 を含め、トップ国際

会議において 11 報、IF 付論文誌に 13 報の成果がそれぞれ採録されている。開発

技術の汎用性を実証するため、配列アラインメント、カイ 2 乗検定、アンケート

集計、広告表示システム、日程調整システム等、10 個以上の秘匿計算アプリケー

ションを構築し、実用的な実行時間で処理できることを確認した。この成果は情

報セキュリティ分野における国内最大規模の研究会である、CSS2018 において、

最優秀デモンストレーション賞を受賞している。社会展開に関しては、秘匿計算

の要素技術である秘密分散について事業化の実績をもつ企業との密接な連携のも

と、秘匿データ処理の事業化の検討を開始した。これらの一連の成果により、花

岡、清水、縫田は、平成 30 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰 科学技術賞を

受賞した。さらに、本研究は JST-CREST（加速フェーズ・3 億円／3 年・研究代表

者：花岡）に採択され、令和元年度からは、ZenmuTech 社等と共に社会展開を推進

している。 

 本研究は、既存の類似研究と異なり、単に要素技術としての秘匿計算技術の開

発を目指すのではなく、実用的処理速度を提供可能な汎用的データ処理秘匿化技

術を実現し、具体的なビジネスモデル設計のもと社会展開を目指すものである。

また、ZenmuTech 社、パナソニック社等の複数企業の参画により、実社会における

ビジネス展開を前提としている点も特筆に値する。本研究による開発技術を用い

ることで、入出力情報を秘匿したままデータ処理を行うことを必要としている幅
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広いアプリケーションからの要求に初めて応えられるものと考えられる。 

 本研究は、外部から以下のような高い評価を得ている。本研究が開始された平

成 28 年 12 月以降の主な業績としては、平成 29 年度科学技術分野の文部科学大臣

表彰 若手科学者賞(Attrapadung)、トップ国際会議発表数 27 件（下記の令和元年

度分も含む）、IF 付論文誌採録 19 件（下記の令和元年度分も含む）となっている。

また、令和元年度の主な業績としては、トップ国際会議発表数 11 件（暗号理論分

野トップ会議 Asiacrypt 19, Crypto 2019, Eurocrypt  2019, TCC 2019, FC 

2019、情報セキュリティ分野トップレベル会議 AsiaCCS 2019, ESORICS 2019 等）、

IF 付論文誌採録 13 件（IEEE Access, Security and Communication Networks 等）

などが挙げられる。 

本研究は臨海副都心センターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 本研究の完成により、プライバシー保護データ解析技術の実社会における事業

展開が可能となり、実用上想定されるほとんどのデータ処理について、その秘匿

化のための機能のアウトソース化が可能となる。そして、それ自体が新たなイノ

ベーションの創出となるだけでなく、これまで個人情報保護の懸念から利活用が

困難であった機微情報に対して、誰でも、いつでも、圧倒的低コストで最先端人

工知能技術が適用可能となることが予想される。サービス提供者はデータ保護機

能を外部委託することを前提に、主たるサービス内容についてのシステム構築に

専念でき、現状では情報漏洩等の懸念により利用が進んでいないデータの利活用

が促進され、特に個々人に適応したサービスなどの新サービス創出によるイノベ

ーションが期待される。これらにより、誰もが安心して人工知能の恩恵を受けて

個人ごとに多種多様できめ細かなサービスが提供される「優しい社会」が実現さ

れる。 

 具体例としては、顧客のゲノム情報や健康情報をもとに、自動的に適切な医療

アドバイスをする事業等への展開が考えられる。そのほか、個人の病歴と生活習

慣のビッグデータ解析による相関関係の導出、セキュリティ保護が求められる画

像検索サービスにおけるデータの秘匿化などでの利用が期待される。また、情報

銀行におけるセキュリティ基盤として活用することで、データのやりとりはする

がその中身は一切知ることができないという、高安全な信託機能を発揮すること

が可能となる。現在、Backend as a Service (BaaS)ビジネスが急速に成長してお

り、平成 24 年には全世界で約 2.16 億ドルの市場規模であったのに対し、平成 25

年の予測では、平成 29 年には 77 億ドル、令和 2 年には 281 億ドルの市場規模が

予想されている。本研究で開発する汎用秘匿化依頼計算技術は、上述の問題点を

克服し、さまざまな情報サービスにおけるプライバシー保護機能を提供する BaaS

として新たなビジネスを展開可能と考えられる。 

 

歩行・走行の計測評価技術とランニング義足開発 

【背景・実績・成果】 

 高齢社会において、介護等の社会負担を低減するためには、加齢や障がいに伴

う身体運動機能の低下を予防する健康維持増進の取組が必要である。さまざまな

方法が提案され、実証されているが、実態として健康維持増進につながる身体活

動を習慣的に実施している人の割合は成人全体の 3 割程度で 10 年間ほとんど増

えていない。本研究では、加速度、ジャイロ、圧力センサなどのウェアラブルセ

ンサからの情報をもとに転倒予防や傷害予防、美容などの効果を評価する技術を
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開発し、これを歩行評価サービスとして実用化した。また、下肢切断者のランニ

ング義足について、走行傷害を予防しながら記録を向上させる義足デザインとト

レーニング手法を研究した。その成果に基づいた新しいランニング義足が製品化

され、令和 2 年パラリンピックでの使用と記録向上が期待されている。 

 平成 28 年度〜平成 30 年度には、平成 28 年度以前から構築してきた歩行機能デ

ータベースに対し、実験室で計測した高齢者データ 50 例及び現場で計測した高齢

者データ 50 例を追加した。そのデータベースに基づく数理モデルを用いること

で、生活現場で利用可能なウェアラブル型及び環境設置型センサデバイスから歩

行評価指標を計算するアルゴリズム、並びに、それらを可視化提示する技術を開

発した。この技術に基づく企業共同研究を複数実施した。平成 29 年度までに 4 箇

所：東京都江東区（臨海地区）、千葉県柏市（柏の葉地区）、長野県佐久市（佐久

平地区）、秋田県潟上市（天王地区）、平成 30 年度ではさらに 4 箇所：秋田県五城

目町、秋田県三種町、青森県弘前市（弘前大学周辺）、並びに沖縄県名護市（名桜

大学周辺）で実証実験を実施した。平成 30 年度には、これらの実証実験から得ら

れた視覚や触覚刺激に対する運動の変化データから、人の運動を変化させるメカ

ニズムを明らかにし、運動変化を誘発するシステムを試作した。また、これらの

計測評価技術を下肢切断者の義足歩行・走行機能評価に適用し、企業との資金提

供型共同研究を通じて、義足の適合評価方法を開発した。大学（東京大学）、医療

機関（三重県・日下病院）、東京都立産業技術研究センターとの連携により、新し

いランニング義足をデザインした。平成 30 年度には、倒立振子を用いた義足走者

の力学モデルを構築し、義足のバネ・ダンパ特性の変化がスプリントタイムに与

える影響を 10 %以下の誤差で予測できるようにした。この義足の力学モデルシミ

ュレーションに基づいてスプリントタイムを向上しうる最適デザインを探索し、

ランニング用義足の製品化につなげた。本研究で構築した健常歩行、義足歩行デ

ータベースの規模は、世界トップクラスである（健常歩行については調べうる限

り世界最大規模。義足歩行については欧米の大手医療機関に次ぐ規模）。健常歩行

データベースの利用は年間 300 件以上であった。このようなデータベースは世界

でも他に例がない。 

 以上の研究成果に対して、IF 付き英語論文 37 本に採録され、海外 3 件を含む 8

つの賞を受賞した。招待講演・基調講演として 41 件（うち、国際会議 10 件以上）

発表し、新聞報道・TV 報道は 100 件以上（うち、海外 30 件）と多くの反響を得

た。また、ウェアラブルセンサを用いた歩行評価技術については、共同研究を行

った企業のうち 2 社で製品化に至り、具体的な歩行評価サービスが始まっている。

このほかにもベンチャー企業を含む複数社で実用化に向けた開発が進められてい

る。ランニング義足については、義足の力学モデルシミュレーションを活用した

デザイン探索結果に基づく製品が令和元年度に発売され、令和 2 年度には走幅跳

に特化した製品を販売する予定でいる。 

本研究は臨海副都心センター及び柏センターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 歩行運動にフォーカスし、健康を維持増進させるためのシステム技術とサービ

ス開発は、健康増進に資する運動を定常的に行う人の増加に寄与するものである。

厚生労働省の調査では、日常的な健康増進運動を行う習慣を持つ人は成人の 3 割

しかいない。この研究では、歩行評価の可視化による動機づけだけでなく、人の

運動を変容させるメカニズムを活用したサービス技術によって、いままで運動習

慣を持たなかった 7 割の人の行動を変えることを目指している。また、義足ラン
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ニングにおいて、下肢切断アスリートのスプリント記録が健常者トップアスリー

トの世界記録を上回るようなことが起きれば、そのことが日常的に義足を使用す

る人々のスポーツ活動への参加の強い動機づけになることは間違いない。これは、

下肢切断者の QOL 向上に大きな意義を持つだけでなく、ランニング義足レンタル

ビジネスなどの市場創出効果を持つ。 

 日常的に健康維持行動をとっていない人の長期的な医療費増等による国内経済

損失は、平成 28 年時点で 4,500 億円と見積もられている（Lancet 2016 の論文デ

ータを GDP 比で換算した）。歩行のように比較的始めやすい健康維持行動へ向かわ

せ、それを持続させる行動変容技術によって、この経済損失を大幅に低減できる。

また、健康維持行動をとっていない 7 割の人口は令和 12 年度で 5,300 万人規模で

あり、歩行評価・行動変容サービスの潜在的な市場規模は 3 兆円、デバイス市場

も 2 兆円に及ぶ。 

 

ニューロリハビリテーション技術の開発 

【背景・実績・成果】 

 現在、脳卒中は要介護となる原因の第一位を占めており、発症後に行われるリ

ハビリテーションの高度化は高齢化社会における緊急の課題である。脳を変える

ことでより根本的な機能回復を目指す「ニューロリハビリテーション」が世界的

に注目されているものの、十分なエビデンスに基づいた技術は未だ確立されてい

ない。ニューロリハビリテーションは、従来法よりも脳損傷後の機能回復を促進

させる可能性を持つと期待されているが、回復をもたらす脳の変化の理解自体が

進んでおらず、効果的な回復ができていないという課題がある。本テーマでは①

脳機能回復の背景にある脳の変化の解明、②リハビリ中の脳活動をモニタリング

する評価技術、並びに③脳の適切な変化を誘導する介入技術の開発を一貫して行

いニューロリハビリテーション技術の確立に大きく貢献した。これらの研究開発

を緊密な連携の下に一貫して行っているグループは世界的にも例がない。 

 まず①脳機能回復の背景にある脳の変化の解明では、脳損傷モデル動物を用い

た研究により、手の運動機能回復に関わる脳領域（運動前野腹側部）を同定した。

手の運動機能は脳卒中患者の QOL に深くかかわる一方、回復が難しい。これまで

は脳をブラックボックスとしてとらえ、試行錯誤を通じてリハビリ技術を開発し

ていたが、本成果により初めて“機能回復を実現するために目指すべき脳の変化”

を設定できるようになった。次に②リハビリ中の脳活動をモニタリングする評価

技術では、リハビリ中の脳活動変化を計測できる fNIRS を脳損傷モデル動物に適

用し、数ヶ月にわたる脳活動変化を評価した。その結果、脳卒中後の回復過程で

運動前野腹側部の活動が上昇することを確認した。令和元年度にはさらに茨城県

立医療大学とのニューロリハビリテーション技術に関する連携協定を活用し、人

に対する脳活動計測を実施した。人に対する実験の万全性を期すために、脳卒中

患者への fNIRS による脳活動計測に代わり令和元年度は健常者に対する fMRI に

よる計測を実施し、その結果に基づいて脳卒中患者の計測を行うよう計画を変更

した。また③脳の適切な変化を誘導する介入技術の開発では、脳損傷モデル動物

を用いた研究により、脳機能回復に効果をもたらす身体動作アシストの介入方法

を明らかにした。同じくモデル動物を用いて、脳卒中後の慢性期においてリハビ

リ訓練の効果を促進する edonerpic maleate という化合物が脳の可塑性を高める

効果を実証した。 

 ①脳機能回復の背景にある脳の変化の解明において、手の運動機能回復に関わ

る脳領域を同定したのは世界で初めてであり、論文を当該分野における主要な国
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際ジャーナル(Murata et al., 2015, Journal of Neuroscience, IF: 6.0、Yamada 

et al., 2018, Scientific Reports, IF: 4.1)に発表するとともにプレスリリー

スをおこなった。②リハビリ中の脳活動をモニタリングする評価技術では fNIRS

を用いて 100 日以上にわたるリハビリ中の脳活動変化を評価したことも世界で初

めての成果であり、その技術的要素を国際ジャーナルに発表した。これまでの

fNIRS ではノイズが大きいために 2 日間の脳活動に関する 1 日目 2 日目の計測結

果どうしの比較さえ難しかったことと比べて、革新的な進歩である。リハビリ中

の脳活動をモニタリングする評価技術に関しては、社会実装に向けて脳卒中患者

でのエビデンスを蓄積する段階に来ている。③脳の適切な変化を誘導する介入技

術の開発に関しては、リハビリ訓練の効果を促進する薬剤は未だ一つも実用化さ

れていない。本研究で脳損傷モデル動物における効果を実証したことによって、

世界初のリハビリ促進薬の実用化に大きく前進した。 

 令和元年度の特筆すべき成果として、「脳損傷後に新たに形成される神経路」を

発見した。ヒトに近い体格と脳構造を有するマカクサルを対象に、脳からの運動

出力を担う主要領域である大脳皮質の第一次運動野に永続的な損傷を作成した後、

運動機能の回復過程で生じる脳の神経路の変化を調べた。その結果、回復時に、

損傷により失われた第一次運動野の機能を代償する損傷周囲領域である「運動前

野腹側部」と、滑らかな運動を行うために重要な役割を果たす小脳からの出力を

担う「小脳核」との間に新たな神経路が形成されることを発見した。小脳核から

運動出力に関わる最終中継神経核である脊髄に至る神経路が存在することから、

運動前野腹側部の情報を筋肉に伝えるために、新しい代償的な運動出力路（運動

前野腹側部→小脳核→脊髄）が形成された可能性がある。本研究成果は神経科学

分野で最大の学会 Society for Neuroscience が発行する英文国際ジャーナルで

ある Journal of Neuroscience 誌(IF：6.1)に掲載された。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 脳機能回復に関わる脳活動変化の解明、及びリハビリ中の脳活動変化を評価す

る技術と介入技術の開発を中心にニューロリハビリテーション技術に関する多く

の成果を挙げた。「目的基礎」の研究フェーズのため、質の高い論文の発表を主要

な成果と設定した。 

 今後脳卒中患者に本技術を適用した際に、患者の状態変化についてのエビデン

スが蓄積されれば、リハビリ中の脳活動をモニタリングし、行っているリハビリ

の有効性を直接評価する技術が実現できる。またこれまでの研究によって“リハ

ビリが脳を変える”ことを示すことが出来たことから、その成果を伝えることが

患者のリハビリに対するモチベーションを上げるために貢献できる。患者や医療

スタッフに研究成果を伝えるための講演やシンポジウム（産総研ニューロリハビ

リシンポジウム、平成 28 年度以降毎年開催）を積極的に行った。 

 現在の脳卒中に関わる国庫負担は、リハビリに関わる医療給付費が毎年約5,000

億円、後遺症を持つ患者に対する介護給付費が約 5,400 億円と試算されている。

ニューロリハビリ技術により効果的かつ効率的にリハビリを行うことで、患者の

リハビリ期間と要介護となる患者数を減少させることができれば、患者の QOL 向

上をもたらすのみならず数千億円規模の国庫負担の削減につながる。またリハビ

リ機器の世界市場規模は令和 3 年の段階で約 1.5 兆円と試算されており、高齢化

先進国である日本発のニューロリハビリ技術を世界に展開することで大きな経済

的インパクトをもたらす。本研究成果は、患者の脳の状態に合わせた「テイラー

メイドニューロリハビリテーション」にも発展するため、多様な症状を持つ患者
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を取りこぼすことなく対応できる医療の確立に貢献できる。 

 手の運動機能回復に関わる脳領域を同定した研究成果について平成 27 年度に

プレスリリースを行った結果、3 日間で 6,000 件のアクセス、国内新聞主要 7 紙

での報道、欧米や中国など国外の多くの Web サイトへの掲載など多くの反響を得

た。毎年開催している産総研ニューロリハビリシンポジウムでは、大学・研究機

関、臨床現場、関連企業等から多くの方々が参加し（令和元年度：約 200 名）、ニ

ューロリハビリテーションに関する最新の研究成果とその応用に関する活発な議

論が行われた。 

 

コンピュータビジョン技術に関する目的基礎研究 

【背景・実績・成果】 

 インターネット上の情報処理は米国を中心とする巨大 IT 企業が非常に強い存

在感を示しているが、実世界の産業を対象とした実世界情報処理は依然として技

術的な困難が多く存在しており、未だ研究の余地が大きい。たとえば静止画像の

カテゴリ認識については近年世界的にその精度が大きく向上しているが、ロボッ

トへの応用では、カテゴリのみならず物体の姿勢などのパラメータを推定するこ

とが重要となる。コンピュータビジョン技術はこうした実世界情報処理を行うた

めに情報を実世界からサイバー世界に汲み上げるための要になる重要技術である。

実世界で利用可能なコンピュータビジョンシステムを構築するためには、照明条

件などが過酷な環境においても画像の取得を可能にするカメラやレーザーセンサ

ー等の画像取得技術をはじめ、産業界からニーズの多いものの、決定的な手法が

未だに存在しない動画像認識等の画像認識技術まで広範に渡る要素技術を一貫し

て研究開発する必要がある。 

 このように実世界情報処理をターゲットとし、現在存在している技術的困難を

解消し、将来の橋渡しの基となる革新的な技術シーズを生み出すため、以下の研

究を実施した。画像取得技術に関しては、「スペクトラム拡散変調技術」を応用し

た新しい高速形状計測技術を開発し、平成 29 年度に従来技術では実現できなかっ

た直射日光環境下における高速形状計測を世界で始めて実現した（平成 29 年 7 月

14 日にプレスリリースを行ったほか、コンピュータビジョン分野のトップ国際会

議 CVPR2017（Google Scholar サブカテゴリ 1 位、Google h-5: 240）に採択、関

連技術がロボット分野のトップ国際会議 ICRA2017（Google Scholar サブカテゴリ

1 位、Google h-5: 82）にも採択された）。これにより屋外における安定な形状計

測はもちろんのこと、例えば溶接作業など過酷環境における形状計測が可能にな

ることが期待される。画像認識技術に関しては、実世界において作業を行うロボ

ット等への応用を目指し、姿勢推定モジュールを持つ深層ニューラルネットワー

ク「RotationNet」を開発して、物体のカテゴリだけでなく、姿勢（見ている方向）

を同時に認識可能にした。平成 29 年度の三次元物体検索の国際コンペティション

3D Shape Retrieval Contest (SHREC2017)において、同技術は大規模 CAD モデル

検索部門及び RGBD データからの物体の CAD モデル検索部門の 2 部門で優勝し、平

成 30 年度には論文がコンピュータビジョンやロボティクスの分野のトップ国際

会議(CVPR2018)に採択された。産業界からのニーズが高まっている動画像認識に

関しては、動画像の時間と空間を同時に畳み込む「三次元畳み込み法」が本命と

されていたが、これまで良好な性能が得られていなかった。これに対し、平成 30

年度にネットワークの深さと学習データ数に問題があったことを世界で初めて明

らかにし、論文がトップ国際会議(CVPR2018)に採択された。さらに、これに基づ

く深層学習の学習済みモデルを公開し、令和元年 12 月 10 日にプレスリリースを

-28-



 

 

行った。また平成 30 年度に、動画像認識処理を応用して車載カメラで撮影した画

像からニアミス検出する新手法を提案し、論文がトップ国際会議(CVPR2018, 

ICRA2018)に採択された。さらに、応用範囲の広い画像特徴抽出法に関する新手法

を提案し、CVPR2015、CVPR2016、CVPR2018 に採択された。ロボットにおける応用

としては、平成 29 年度に周囲環境を認識しながら自律的に移動するロボット

Peacock を、日本科学未来館の通常展示スペースにおいて 120 時間という長い時

間にわたって衝突することなく走行させ、ロボットの周囲の入館者の移動軌跡の

データを、走行しながら大量に収集することに成功した。この成果に関して国際

会議(IRIS2017)で論文賞を受賞した。これらを含め第 4 期において、トップ国際

会議に約 50 報の論文が採択された。 

 令和元年度に関しては、動画像認識での成果が得られた。2 次元画像とは異な

り動画像の認識手法は未だ確立されていない。動画像は時間軸を加えた 3 次元で

構成されるので、3 次元畳み込み法が本命とされていたが、従来良好な学習が実

現出来ず、その原因も不明であった。我々は次元の増加に従って学習に必要なデ

ータ数が大幅に増加しているとともに、その学習を可能にする為のより深いネッ

トワークが必要であると予測していた。それを実証するために産総研の計算リソ

ース ABCI を最大限に活用し、数十万規模の動画像データで、独自の深い構造を持

つ 3D Resnet の学習を実施したところ、予測通りデータ数がある範囲を超えると

急激に性能が好転し、極めて良好な学習が可能になることを世界に先駆けて示し

た。本研究成果はコンピュータビジョン分野の世界トップ会議であるCVPR（Google 

Scholar CV & PR サブカテゴリ 1 位、h5-index: 240）に採択され、会議後 1 年強

の現段階で既に 254 回の引用を受けた。また、この成果をいち早く普及させる戦

略のもと、ネットワークの学習済みモデル（全ての動画像認識の土台として利用

可能な汎用特徴表現）を GitHub で公開し、動画認識分野において世界 1 位のお気

に入り数（1,842、2 位は Facebook で 1,432）を獲得するなど、極めて大きな注目

を集めている（令和元年 12 月 10 日にプレスリリース）。 

 画像の取得段階から認識段階までのいずれにおいても世界トップレベルの研究

を行っている点に産総研の強みがある。例えば、パターン投影による高速形状計

測では、従来技術では数百ルクス程度の室内でしか計測できなかったが、約 10 万

ルクスの直射日光下での安定動作を世界で初めて実現した。また認識技術に関し

ても、単純な二次元画像からそこに写る物体のカテゴリだけでなく、三次元的な

姿勢情報までも高精度で推定するなど、従来技術では不可能であった新しい方法

を開発した。さらに、動画像認識に関しては世界的に依然として決定打となる方

法が見いだされていない中、空間情報と時間情報を同時に畳み込む三次元畳み込

みにより画像中における物体の形状と動きの情報を同時に処理する新手法を提案

し、学習データ数に応じて性能を向上させることが可能であることを示した。以

上の成果は全てコンピュータビジョン分野のトップ国際会議に採択されており、

従来技術と比較して優れていることが国際的にも認められた。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 実世界の産業を対象とした実世界情報処理を行うにあたり、情報を実世界から

サイバー世界に汲み上げるための要になる重要技術であるコンピュータビジョン

技術に関して、画像取得技術から画像認識技術まで一貫して世界トップレベルの

研究を行い、その各成果が世界トップ会議に採択されたほか、国際コンペティシ

ョンにおける優勝、論文賞の受賞などにもつながった。また、産総研内でのコン

ピュータビジョン勉強会（これまで隔週で 73 回開催）など、同じ分野の研究者の
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所内連携・情報交換活動も活発に行っており、産総研におけるコンピュータビジ

ョン研究の強みを増幅することができたと考えられる。 

 従来コンピュータビジョン技術は照明環境の影響を強く受ける問題があったが、

開発した技術により直射日光下の屋外など、従来コンピュータビジョン技術の適

用に様々な工夫が必要であった環境はもちろんのこと、例えば溶接プロセスや溶

鉱炉の観察など超過酷環境でも適用可能になる。これにより、従来強いニーズが

ありながら技術的に適用が困難であった産業分野に今後広く展開することが期待

される。また、物体のカテゴリ・姿勢同時推定技術は、自律移動、物体把持等の

性能向上に寄与し、ホームロボット等の実現に貢献する。さらに動画像認識技術

は、時々刻々と変化する人間の行動や、環境の認識処理の性能向上に寄与し、自

動車やドローン等の自律移動や、次世代監視カメラ、ユーザ行動の分析に基づく

製品開発など広く産業での応用が期待できる。動画像認識技術については、「動画

像における汎用的な特徴表現」の獲得に成功し、今後の動画像研究及びその応用

に極めて大きな進展をもたらすことが期待される。動画像認識技術は安全確保、

生産管理、自動運転などに広く有用で、様々な産業分野からの注目が高く、既に

橋渡しにも取り組んでいる。企業との資金提供型共同研究を進めているほか、今

後は生産、防災、防犯、健康・医療、農業林水産業、エンターテインメントなど

への幅広い水平展開が期待される。また同技術は産業界からの注目が非常に高く、

かつ産総研の計算リソース活用の好例であることから、産総研の誇る AI 橋渡しク

ラウド(ABCI)のデモの一部としても活用しており、産総研の技術を社会に積極的

にアピールする最前線に立っている。 

 我が国における少子高齢化・人口減少問題に対応しつつ国際的な競争力を高め

ていくためには、ロボット技術や人工知能技術の活用により労働力不足を補いな

がら、様々な工業製品の生産能力と品質を高めていくことが課題となる。人間の

視覚機能を機械で実現するコンピュータビジョン技術は、これを実現する為の最

も重要な要素技術の一つであり、本研究の成果は課題解決に直接的に貢献するも

のである。また、画像取得技術と画像認識技術の性能を総合的に高めていくこと

で、これまでは適用が困難であった産業分野への展開も可能になり、生産コスト

を下げ、品質を向上させることが期待される。 

 

大型構造物組立ヒューマノイドロボットシステムの開発 

【背景・実績・成果】 

 航空機や住宅等の大型構造物組立現場は、組立途上である組立対象物の内部を

動き回って作業する必要があり、既存の固定型のロボットや車輪移動型のロボッ

トの導入が困難で多くの工程を手作業に頼っている。一方で建設業就労者数は、

ピーク時に比べて 30 %以上減少する等、今後人手不足の深刻化が予測されている。

Society5.0 では、ロボットの導入を通じて人の可能性を広げる社会を目指してい

る。その実現に寄与するため、これまでは人でなければ対応が困難であった組立

作業を、人に類似した身体構造を有するヒューマノイドロボットによって自動化

し、人手不足解消に貢献するためのロボットの身体と知能を実現することを目標

に開発を行った。 

 重負荷作業、単純繰り返し作業、危険作業、難姿勢作業の全ての要素を持ち、

建築作業の中でも特にロボットによる自動化が求められる石膏ボード施工を対象

課題として、これを自律的に実現するための身体と知能を開発した。身体機能と

しては、平成 30 年度にサイズ 1.82x0.91m、重量約 11 kg の石膏ボードの持ち上

げ・ハンドリング・運搬・電動工具によるビス止めが可能なヒューマノイドロボ
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ット試作機 HRP-5P（身長 182 cm、体重 101 kg、脚：6 自由度、腕：8 自由度、ハ

ンド：2 自由度、腰：3 自由度、首：2 自由度、計 37 自由度）を開発した。知能機

能としては、平成 29 年度に対象物体の見え方や照明条件等が一定でない悪条件下

でも 90 %以上の高精度で物体を検出可能な物体検出機能を開発した。また平成 30

年度には、接触状態に応じた動作を高速に再生成することで環境計測センサの誤

差や路面の変形等の環境変化に対してロバストな多点接触運動機能を開発し、滑

り接触を利用することで手すりを用いた隘路移動の場合で移動速度を 30 %向上さ

せることに成功した。これらにより、石膏ボード壁面施工のロボット単体での自

律的実行を実現し、その学術的成果は平成 27 年度〜令和元年度の間にトップ国際

会議発表数 34 報（内令和元年度 5 報）、国際論文誌論文 12 報（内令和元年度 4

報）、特許登録 3 件（内令和元年度 0 件）として報告した。令和元年度は、接触状

態推定及び接触状態に応じたバランス制御技術、接触対象の変形モデル推定とそ

のモデルを用いたバランス制御技術等の開発を行い、足裏等が十分な接触面積を

得られない場合や接触に伴って路面が変形する場合においてもロバストな移動・

作業を実現した。 

 走る、飛び跳ねる等の動作を動画で公開している Boston Dynamics 社の Atlas

に対してモビリティ性能では劣っていると言わざるを得ないが、当領域の目指し

ている大型構造物組立のような非整備環境における複雑作業、精密作業に関して

は Atlas をはじめ、米国、欧州、中国、韓国の各国で開発されているヒューマノ

イドロボットを含めて他に例がなく、多点接触動作生成・制御技術、物体検出技

術において先行していると考える。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 大型構造物組立現場で必要とされる、重量物運搬、非整備環境移動・作業を行

える身体能力を備えたヒューマノイドロボットの身体と、そのような移動・作業

を自律的に行うための物体検出機能、多点接触運動機能等の知能を兼ね備えたロ

ボットを開発し、過酷環境での人の作業を代替するロボットシステムの基盤を構

築した。 

 ヒューマノイドロボット試作機 HRP-5P を産学連携のプラットフォームとして

活用することで、現場を有するユーザ企業との連携を拡大し、作業ロボットに必

要な仕様、技術を把握した上で新たな課題設定のもと研究開発を推進することで、

大型構造物組立自動化の飛躍的な発展の扉を開くことが期待される。大型構造物

組立現場を有する Airbus や竹中工務店等との共同研究を実施済であるほか、企業

との実施中の共同研究がある。 

 現在人手に頼らざるを得ない作業をヒューマノイドロボットで代行することが

可能となれば、人間の作業員を難姿勢での作業、重労働作業、危険作業、単純繰

り返し作業から解放すると共に今後深刻化する人手不足を補うことができる。こ

れに伴って航空機組立分野で 1,480 億円（航空機の需要増加に応じるために必要

な高度技術人材 7,400 人分の労働力を 1 体 2,000 万円のヒューマノイドロボット

で補った場合のロボットの販売売上）、住宅建設分野で 5,100 億円（令和 7 年まで

に減少すると予測される技能労働者 2.55 万人分の労働力を 1 体 2,000 万円のヒ

ューマノイドロボットで補った場合のロボットの販売売上）、造船分野で 1,000 億

円（船舶の需要増加に応じるため、ピーク時に対する技能者の減少 5,000 人分の

労働力を 1 体 2,000 万のヒューマノイドロボットで補った場合のロボットの販売

売上）の市場が創生される。 

 平成 30 年 9 月 27 日にプレス発表を行った HRP-5P に関する YouTube 産総研チ
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ャンネルの動画は 110 万回（平成 31 年 3 月末時点）再生されており、非常に大き

な注目を集めている。新聞・Web ニュース等 19 以上のメディアに取り上げられた

他、国内外の主に建設業の企業から計 12 件の問い合わせを受けた。 

 

【課題と対応】 

 「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究）では、第 4 期中長期目標はほ

ぼ達成しており、今後の「橋渡し」を意識しつつ技術開発を継続して目標を上回

る性能や理論の高度化、適用範囲の拡大につなげ、技術のポテンシャルを高める。

これまでに開発した技術を一層高度化し、人工知能による未知の解の発見やコン

ピュータビジョンによる動画の高速解析、大型構造物組立ヒューマノイドロボッ

トシステムにおける変形を含む環境変化への適応など、現状では困難な機能の実

現を目指すことで目標を大幅に超える成果を目指す。第 5 期中長期目標では、特

に社会課題の解決と産業競争力の強化を重視している。暗号技術やコンピュータ

ビジョンは産業競争力の向上を、大型構造物組立ヒューマノイドロボットは少子

高齢化社会における労働生産性の向上を、ニューロリハビリテーション技術はQoL

の向上に資する治療技術の開発をそれぞれ目指した研究推進ならびに組織体制に

移行する。Visual SLAM 技術については労働生産性だけでなく、次世代のモビリ

ティの中核技術として取り組む体制とする。 

 

(2)「橋渡し」研究前期における研究開発 

 

総括 

【背景・実績・成果】 

 第 4 期中長期における「橋渡し」研究前期では、それぞれの重点課題において

次の通り目標を達成した。重点課題１においては、実世界のビッグデータを収集・

蓄積・解析する要素技術の特筆すべき成果として「人の流れの計測とシミュレー

ションの融合による避難支援」「インフラ構造物のスマートメンテナンス」を実現

する人工知能の先進中核モジュールを開発した。重点課題２では、データをサー

ビスの価値に繋げる技術の特筆すべき成果として「人工知能の品質保証に関する

研究開発」「次世代メディアコンテンツ生態系技術」など、産業や社会システムの

高度化に資するサイバーフィジカルシステムに貢献する技術を実現した。重点課

題３では、安全で快適な社会生活を実現するための人間活動の測定評価技術の特

筆すべき成果として「人間行動センシング技術とそれに基づく実社会ビッグデー

タ分析技術の開発」を実施し、ひとの体の機能の測定と、測定結果に基づく状態

を評価する技術を開発した。重点課題４では、屋内外の移動支援サービス、製造

業など様々な産業においてロボットによるイノベーションの実現に資する技術と

して、「ラストマイル自動走行の実証評価による社会実装に向けた研究開発」を実

施し、公道での実証を行った。 

 「人の流れの計測とシミュレーションの融合による避難支援技術」として、平

成 30 年度は、世界でも例を見ない数万人規模の人の流れを数万通りで解析し、群

衆に対して最適な誘導制御を行う人工知能モジュールを開発し、新国立劇場の大

劇場での 1,000 人の避難訓練の効率化に貢献した。「インフラ構造物のスマートメ

ンテナンス」として、平成 30 年度は、インフラ構造物の点検における打音検査と

ひび割れ検出において、それぞれ熟練者に近い性能を発揮しつつ検査の人日コス

トを半減する人工知能モジュールを開発した。令和元年度は、企業との連携を通

じ、スタジアムにおける避難の安全検証や実際の道路の点検など、これらの人工
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知能モジュールの社会実装に向けた取組をより一層進めた。「人工知能の品質保証

に関する研究開発」では、平成 30 年度は、将来増加が予想される人工知能を用い

た製品の品質を管理・保証するためのガイドラインと具体的な品質確認・向上・

検証技術を開発した。令和元年度は、ガイドライン案の国際規格への提案、なら

びに産業界での人工知能の実用事例を用いた品質評価技術の実践研究を開始した。

さらに「次世代メディアコンテンツ生態系技術」では、平成 30 年度は、音楽連動

制御技術・理解技術により、膨大な歌詞のトピックの自動解析を行うなど、社会

的インパクトの大きい技術を構築した。令和元年度は、音楽推薦技術に基づくサ

ービスを企業と共同開発しプレス発表を行った。「人間行動センシング技術とそれ

に基づく実社会ビッグデータ分析技術の開発」においては、平成 30 年度は、慣性・

磁気・気圧のセンサデータを用いた歩行者自律測位技術(PDR)の精度を向上させ、

その適用範囲を、全地球測位システム(GPS)の適用が難しい地下や高層ビルに拡大

し、多数の車輪型移動車両の測位を可能とする世界初の移動体自律即位技術(VDR)

に発展させた。令和元年度は、VDR 技術を転用したローラーコンベア上のコンテ

ナ追跡技術についてプロトタイプを実装した。さらに、身体装着型センサの製品

開発協力を通して高精度測位・動作認識機能の身体装着型センサシステムを実現

した。「ラストマイル自動走行の実証評価による社会実装に向けた研究開発」では、

平成 30 年度にバス専用道路及び一般道での自動運転小型バスの社会受容性検証

を 10 日間実施した。令和元年度は 2 つの異なるモデル地域において小型電動カー

トを用いた自動走行システムの国内最長となる約 6 か月間の実証実験を地域運行

事業者と行い、サービス実証と事業性評価を実施した。 

 

 本項目の各種指標の達成状況として、知的財産の実施契約件数は以下の通り。

括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度： 187 件（170 件） 

   平成 28 年度： 197 件（170 件） 

   平成 29 年度： 231 件（170 件） 

   平成 30 年度： 254 件（200 件） 

   令和元年度：  289 件（240 件）（12 月末現在） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 「人の流れの計測とシミュレーションの融合による避難支援技術」は、今後花

火大会やスタジアムでの大混雑や将棋倒し事故の防止への貢献が期待される。「イ

ンフラ構造物のスマートメンテナンス」は、ひび割れの自動検出サービスに 350

を越える利用登録があり、多方面での応用が始まっている。「人工知能の品質保証

に関する研究開発」は、自動運転支援自動車や移動型ロボットなどの人工知能応

用製品の利用者の安全、また製造事業者の品質レベルの明確化に貢献し、日本発

の国際標準化への動きも進められている。「次世代メディアコンテンツ生態系技術」

では、音楽と同期して歌詞が表示される世界初のスピーカーの製品化や、歌詞の

トピックに基づいて音楽を発見できる新たなサービスの創出につなげている。「人

間行動センシング技術とそれに基づく実社会ビッグデータ分析技術の開発」では、

PDR による人間行動センシング技術により屋内業務の作業プロセスを計測して分

析、改善を実現し、これが高層ビルのメンテナンスや、飲食・物流などサービス

業での生産性向上につながった。これらの技術は高く評価され、関係分野の学協

会での各種受賞、橋渡し前期研究として公的外部資金による技術開発、企業との

共同研究が活発に実施されている。「ラストマイル自動走行の実証評価による社会
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実装に向けた研究開発」では、実地域事業者による長期サービス実証に基づいた

事業化検証とロードマップを提案することにより、持続可能な無人自動運転移動

サービスの社会実装に欠かせない基盤技術及び知識を提供し、社会課題の解決に

近づけた。 

 第 4 期中長期計画・年度計画を上回って達成された内容は以下の通りである。

「人の流れの計測とシミュレーションの融合による避難支援技術」では、目標を

上回る 98.5 %以上の精度で人の流れが計測可能となった。「インフラ構造物のス

マートメンテナンス」においては、ひび割れの損傷をマルチコプタによる画像計

測と組み合わせて検出する、計画よりも適用範囲が広い手法が確立された。「人工

知能の品質保証に関する研究開発」は、計画においてさまざまな人工知能モジュ

ールを開発する中で新たに認識されたインパクトの大きな課題で、その実施自体

が計画を上回るものである。「次世代メディアコンテンツ生態系技術」では、既に

音楽連動制御技術・理解技術が新サービスや新製品につながっており、「人間行動

センシング技術とそれに基づく実社会ビッグデータ分析技術の開発」では、PDR だ

けでなく、それを車両に適用する VDR に展開し国際コンテストで優勝するなど、

それぞれ計画を大きく上回る成果を得ている。 

 

人の流れの計測とシミュレーションの融合による避難支援技術 

【背景・実績・成果】 

 令和 2 年の東京オリンピック開催を控え、スタジアムなどの大勢の人が集まる

空間の安全性の確保が社会的な問題となっている。海外ではテロが増加しており

社会不安が広がっている。日本ではインターネットなどでの情報の伝播によって

ハロウィン時の渋谷のようにこれまで以上に人が集まり混乱が生じる現象が数多

く発生している。 

 これに対し情報通信技術の発展によってカメラやレーザ、GPS などを使って人

の位置を計測する技術や、マルチエージェントシミュレーションによって人の移

動を予測する技術が高精度化している。さらにシステムがモジュール化されるこ

とによってこれらの技術を手軽に利用できるようになってきている。その結果と

して、実空間での大規模な人の流れの計測やシミュレーションが行われるように

なり、最適化手法を適用することによって人が集まる空間の安全性を検証できる

ようになってきている。 

 産総研では、0.6 人/m2以上の混雑した環境においても正答率 98.5 %以上の精度

で人の流れが計測可能なモジュールを開発した。ここでの正答率とはカメラに映

り始めてから見切れるまで正しく同じ人を追跡した人数の、総数に対する割合と

している。従来は 10 m 程度の距離への接近が人流の追跡に必要であったが、カメ

ラとレーザを併用することで 40 m 程度の距離からでも精度よく追跡可能になっ

た。また、モデルの工夫によって計算量を軽減（軽量化）しシミュレータを高速

化することによって大規模なシミュレーション実験が可能になった。平成 28 年 3

月の時点で 71 日かけて千人規模の避難シミュレーションを 350 万通り計算し、避

難誘導を行う際に問題となる条件を見つけ出すことに成功した。さらに最適化計

算と組み合わせることによって混雑が減少するような最適な誘導制御方法の探索

が可能になった。平成 30 年度前期には数万人規模の人の流れの 1 万通りの最適化

計算に 75 日程度必要であったが、平成 30 年度後期には産総研の人工知能橋渡し

クラウドである ABCI を用いることによっておよそ 16 時間で計算が完了できるよ

うになった。 

 精度のみ、あるいは計算速度のみで本研究と同程度の人流計測システムは存在
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するが、混雑度 0.5 人/m2程度までは精度が低下しない点や手軽に計測可能なモジ

ュールとなっている点で本技術は優位である。また数千人規模のシミュレーショ

ンを 100 通り程度行う研究は存在するが、数万人規模を数万通りで解析する研究

は他には存在しない。これは我々の開発したシミュレータが軽量であるからこそ

実現できる研究である。また、数万人規模の人の流れの実計測とシミュレーショ

ンの両者を実施するような大規模な取組は他では行われていない。 

本研究は、つくばセンターならびに臨海副都心センターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 平成 29 年 9 月に新国立劇場の大劇場において実際に 1,000 人超の観客を導入

して避難訓練を行った。事前の人の流れの計測結果やシミュレーション結果から

避難を遅くする要素を明らかにして誘導方法を改善したところ、平成 26 年 8 月に

実施された避難訓練に比べ、避難人数が 1.5 倍増加したにも関わらず避難時間を

15 %短縮することができた。また、平成 30 年 9 月には中劇場で避難訓練を行い、

改善策の横展開が可能であることが分かった。それ以外にも、毎年 8 月に開催さ

れる関門海峡花火大会の人の流れを計測し、誘導の最適化問題を解くことでその

効果を検証した。また、鹿島アントラーズ FC と共同研究することでスタジアムの

安全性の検証を行った。 

 人の流れの計測システムやシミュレーション技術をモジュール化することで誰

もが手軽に人の流れの計測やシミュレーションが行えるようになり、大規模な計

測・評価の実験が容易になった。また、これまで数万通りの大規模なシミュレー

ションを行うためには数十日単位の計算時間が必要であったが、ABCI などの大型

並列計算機への対応を進めたことで、最適化処理のリアルタイム化に向けて大き

く前進した。 

 近年、安全確保の問題から多くの花火大会が中止に追い込まれている。例えば

奈良県最大の花火大会「葛城市納涼花火大会」、神奈川県で最大級の「神奈川新聞

花火大会」、福岡市最大級の「西日本大濠花火大会」などが中止になった。本研究

で安全性を検証することで花火大会などの大規模イベントの中止を減らすことが

できれば経済効果の損失を防ぐことができる。 

 本研究は社会的な関心が高く、書籍や新聞、テレビなどの各種メディアで取り

上げられた。書籍では平成 30 年 12 月に発売となった Newton 別冊『ゼロからわか

る人工知能 仕事編』の第 4 章「災害対策と人工知能」に 8 ページにわたって研究

が取り上げられた。新聞では平成 30 年 10 月の朝日新聞の茨城版「公演中に災害 

避難策探る」、平成 29 年 10 月の毎日新聞の科学面「AI で最適な避難誘導」、平成

29年10月の日経産業新聞の一面「カシマスタジアムが実験場4万人の流れ解析」、

平成 29 年 4 月の YOMIURI ONLINE「人出のスゴい数え方」など、実証実験の取組

を含めれば 10 社以上で取り上げられた。またテレビでは平成 29 年 10 月放送の日

本テレビ「news every.」やテレビ朝日「ANN ニュース」、平成 28 年 3 月放送の日

本テレビ「教科書で学べない災害」などで研究が取り上げられた。鹿島アントラ

ーズ FC との共同研究についても評価が高く令和元年度も実施した。 

 

インフラ構造物のスマートメンテナンス 

【背景・実績・成果】 

 高度成長期にその多くが建設されたインフラ構造物は老朽化が進み、維持管理

が喫緊の社会課題となっている。特に、平成 25 年に国土交通省から橋梁などの総

点検方針が打ち出され、その後定期点検要領等が改訂され、点検対象の拡大や近
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接目視点検の厳格化により点検にかかるコストが急増している。現状では、ひび

割れや析出物等を対象とする目視検査と、浮き・剥離を対象とする打音検査が、

いずれも作業者によって行われているが、膨大なインフラ構造物への対処や容易

に接近できない高所や狭隘部等へアプローチするための新しい技術が望まれてお

り、人工知能技術、IoT 技術、ロボット技術を活用した実用可能な効率化技術や代

替技術が望まれている。 

 この問題を解決するため、当領域では人工知能及びロボット技術を活用したメ

ンテナンス技術、調査技術の研究開発プロジェクトを複数実施した。各プロジェ

クトにおいては、高速道路管理者、橋梁の施工・点検メンテナンス事業者、土木

建設コンサルティング会社、開発メーカーが参画し、ユーザーニーズや評価結果

を密にフィードバックできる研究開発体制を構築した。 

 目視検査に対応する技術として、知能システム研究部門において、「道路構造物

ひび割れモニタリングシステムの研究開発」（国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構(NEDO)インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開

発プロジェクト、平成 26～30 年度）を実施し、主要な点検項目であるコンクリー

トひび割れの高精度自動検出技術を開発した。独自の特徴抽出技術と人工知能を

組み合わせることで、汚れや配管等が存在する様々なコンクリート表面に対応し、

ひび割れの定量的把握及び経過観察を精密かつ効率的に実施することを可能にし

た。ひび割れ自動検出技術では既に商用システムがいくつか存在するが、検出精

度 80 %以上を謳っている代表的なパッケージの出力結果の精度を、見落としと見

誤りの両方を勘案した Mean Average Precision (MAP)で数値化すると 12 %とい

う低い値になった。これは見落としの低減を重視するあまり、結果的に過検出さ

れる部位が多数含まれるためで、実務においては多数の誤検出を除去する手作業

が発生し、本末転倒ともいえる対応に作業時間を要している。一方、本技術は当

初より見落としと見誤りの両方を低く抑えることを目標として研究開発を行って

おり、幅 0.2 mm 以上のひび割れを 82.4 %の精度(MAP)で検出可能にした。さらに

この技術をクラウドサービスとして機能するよう Application Programming 

Interface (API)の整備を行い、点検現場やオフィスからでも利用でき、撮影画像

1 枚当たり 20 秒で結果が得られるシステムを開発し、インターネット上で誰でも

利用できる形態で試験公開した。 

 打音検査に対応する技術として、人工知能研究センターでは人間情報研究部門

と連携し、内閣府戦略的イノベーション創造プログラムにおいて、「学習型打音解

析技術の研究開発」（平成 26～29 年度で 1.6 億円）の研究代表機関として、機械

学習に基づくコンクリート打音の解析システムの構築とその実証実験を推進した。

平成 29 年度には、プロジェクト最終年度として、開発した打音解析プログラムと

打撃位置計測システムを統合したコンクリート構造物の人工知能打検システムの

プロトタイプを完成させた。異常打音の検知結果を点検員にリアルタイムで提示

した上で、計測した打撃位置と打音解析結果を統合することで異常度マップを自

動的に作成できる。実構造物（7 橋）で評価実験を行い、打音解析精度について熟

練者との合致率 86 %という良好な結果を得た。平成 30 年度からは、開発したシ

ステムの令和 2 年度中の実用化を目指して、首都高技術株式会社との共同研究開

発を実施中である。当初は令和元年度中の実用化を目指していたが、協議の結果、

より多くの現場で適用可能にするための技術開発を行うために資金提供型共同研

究を 1 年延長し、令和 2 年度の実用化を目指して研究開発を進めている。 

 高所や狭隘部等へのアプローチ技術として、知能システム研究部門では、NEDO

インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発プロジェクト（平成 26～
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29 年度）において、「マルチコプタを利用した橋梁点検システムの研究開発」を複

数企業との共同提案として受託し、高さ 50 m を超える高架橋の目視点検作業を代

替するマルチコプタ（3 つ以上のローターをもつ回転翼機）操作支援システムを

開発した。点検用マルチコプタにおける対象物との一定離隔飛行制御、安定ホバ

リング制御、等速飛行制御により一定解像度の画像取得を可能とし、合成した

2D/3D 全体画像において、ひび割れ幅 0.05 mm の損傷箇所まで視認できた。平成

30 年度は、川田テクノロジーズ株式会社との共同研究「橋梁点検用マルチコプタ

の飛行制御に関する研究」に発展し、作業中にマルチコプタとの通信の途絶、セ

ンサ情報の異常、操作者の誤った操作などの障害が起きた場合に機体を安全な状

態に移行させる制御技術を実現した。令和元年度は、新たに 2 次元レーザ距離計

と慣性計測装置(IMU)の 2 つの安価なセンサを搭載し、これらのセンサ情報の融合

により機体の飛行安定性を向上させると共に、橋梁桁下の非 GPS 環境下において

橋脚のエッジ等を基準にした機体の 3 次元位置を同定可能にした。また、機体搭

載カメラによる高精細な画像取得に欠かせない機能として、曲面を含む対象面に

対して機体を正対させる飛行制御を実現した。さらに、共同研究先の企業による

事業化が行われ、本機を活用したインフラ点検業務が全国 10 カ所以上で実施され

た。現場からの操作性や飛行制御等に関する要望に対応するなど、ビジネス展開

へ貢献した。 

 従来の点検作業においては、ひび割れや浮きの有無の判断が熟練者の経験に委

ねられていたが、本研究開発によって非熟練者でも点検作業が可能となる大きな

利点がある。加えて、現状では近接目視検査によるひび割れの形状記録や打音検

査による欠陥箇所の記録は、チョーキングなど手作業で行われるケースがほとん

どであり、現場作業員の工数や検査終了後の図面化の工数がかかっている。たと

えば、橋長 30 m 程度の橋梁では、現地点検から調書作成までおよそ 11.3 人日を

要している。一方、開発した技術を用いた実証実験によれば、ひび割れの記録に

かかる時間を 8 分の 1 に圧縮でき、トータルで 5.5 人日に短縮可能であることが

明らかになった。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 開発したひび割れ自動検出技術、打音検査技術は、近接目視点検の省力化をも

たらすだけでなく、定量的な点検データを高い精度で自動的に記録可能にする。

これまでは、点検員の経験や個人的見解に左右され、点検結果がばらついて記録

されていたが、本技術により、これまで困難だった点検毎のデータの比較による

劣化損傷の進行の把握や、粗く定性的な評価に基づいていた補修工法選択や更新

計画の高精度化が実現でき、効率的なインフラ資産の維持管理を可能とする。 

 また高所点検等においては、開発したマルチコプタ技術を用いることで足場を

組まずに橋梁の橋脚や床版を点検可能になり、安全運用と低コスト化を実現でき

るため、有用な技術として注目されている。 

 開発したひび割れ自動検出技術、打音検査技術は、これまでの点検作業で用い

られているカメラ機材や、点検ハンマーを変更することなく高精度な損傷検出が

行えることから、既存の点検作業体制に組み込みやすい。さらに、クラウド上に

開発されたひび割れ自動検出サービスは、ドローンや点検ロボットとの機能連携

が容易である。実際、ひび割れ検出機能を点検ロボットに実装して動作を確認す

るなどしており、各点検技術の進展に応じて多様な組み合わせ形態での利用が可

能であることを確認している。また、産総研プレスリリースに対する多数の報道

や展示会出展を通じて社会的にも注目を浴び、評価を得られたことによって、コ
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ンクリート構造物だけでなく、工業製品の官能検査（人間の感覚に依拠して行わ

れる検査）の自動化についても、既に複数の民間企業からの引き合いがある。開

発した技術が、実際の製品化につながる可能性が高い有用な技術であることの証

左である。 

 ひび割れ自動検出技術の成果を導入した実証実験では、従来 11.3 人日を要して

いた点検作業が 5.5 人日に短縮された。これは、熟練点検員の確保が難しい地方

において特にその社会的意義が高い。さらに長期的には、開発した技術によりこ

れまでインフラ点検業務に従事したことのない人々（高齢者も含む）でもインフ

ラ点検の一部を担えるようになるため、「新たな就労人口創出」にも貢献する。 

 平成 29 年度には、対外的に産総研プレスリリースや展示会出展を積極的に行

い、日本経済新聞、読売新聞、NHKBS、日経コンストラクション誌、日刊建設産業

新聞、日刊工業新聞、Web 記事などで多数取り上げられた。 

 平成 30 年度には、マルチコプタを利用した橋梁点検システムに関して、企業と

共同でプレスリリースを行い、日刊建設工業新聞他、複数の Web 系記事などで多

数取り上げられた。また、令和元年 12 月に本研究成果について国際ロボット展の

産総研ブースで展示を行い、国内外の関連企業を始め、大学や行政法人、公益法

人、ジャーナリストの方々40 名程度の産総研ブースへの訪問を受けた。 

 試験公開しているひび割れ自動検出サービスには令和元年 12 月現在で 500 を

越える登録者に日々利用されており、試用を通じてインフラ事業者やゼネコン、

情報機器メーカー等から自社システムや機器への導入打診が来ている状況である。

また、当該ひび割れ検出技術及びパノラマ合成技術を基にテクノハイウェイ株式

会社が設立され事業化を進めている。 

 

製造現場でのロボットの自律的な動作を実現する AI 技術 

【背景・実績・成果】 

 従来の製造向けロボットは、溶接、搬送など、単一の工程を担うことが主流だ

った。しかし現在では、消費者ニーズの多様化に伴う生産工程の複雑化により、

ロボットが部品供給から製品組み立てまでの全工程を一手に担う場合も多い。そ

のため、ロボット動作の事前設計の手間と作業時間の増大が深刻な課題となって

いる。産総研は大阪大学・中部大学と連携して、それらの課題を解決するための

AI 技術を開発した。 

 ①部品供給動作の事前計画技術 

 従来手法では事前計画の学習に実際のロボットを使う必要があった。そこで人

が設計した手順に従って理解・認識する従来型の特徴量に基づいた手法と、シミ

ュレーションによる深層学習の手法を使い分け、実機を使わない学習を実現した。

これにより、1〜2 日かかっていた作業を 5 時間程度に短縮することができた。ま

た実際にロボットを使わないことで、作業者が実質負担する時間を 30 分程度にま

で削減することに成功した。作業成功率は従来手法と同等の 90 %程度であった。

産総研はシミュレータ構築と従来型の特徴量に基づいた手法部分を、大阪大学は

深層学習手法とロボットシステム構築を担当した。 

 ②視覚に基づく把持位置検出の高速化 

 画像データを元にロボットの動作を決定するには計算時間がかかり、従来手法

では動作開始まで待ち時間が発生していた。そこでロボットビジョンから得られ

る画像データの行列分解に基づく効率的な圧縮・復元処理を開発し、把持位置検

出のための計算時間を削減した。市販の一般的な把持位置検出処理と比較すると、

同処理に要する計算時間を最大 1/3 にまで短縮できた。産総研はベースとなる把
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持位置検出手法とロボットシステム構築を、中部大学は圧縮・復元処理を担当し

た。 

 以上を含む研究成果を、産総研を中心に、産業用ロボットの導入を容易にする

ためのソフトウェア・データベースとして公開した。 

本研究は臨海副都心センターの成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 全体での学術成果としては IF 付きの論文 10 報、Google Scholar Robotics 

Top20 に含まれる Conference Proceeding 6 報、国内外の学術賞 9 件がある。特

に、技術①を応用したロボットシステムで挑んだ平成 30 年の国際ロボット競技

(World Robot Challenge)では 16 チーム中 4 位に入賞し、学術賞（計測自動制御

学会賞）を受賞した。技術②は、ロボット分野の世界トップカンファレンスであ

る IEEE International Conference on Robotics and Automation 2019 において

中部大学・産総研共同で発表し、産総研の契約職員が Young Award を受賞した。 

 成果は、産総研を中心に、大阪大学・中部大学・NEDO とともに令和元年 8 月に

プレスリリースをし、新聞報道 3 件、WEB 報道 5 件があった。産業界からの引き

合いに繋がり、令和 2 年 1 月現在で、自動車メーカー・電機メーカー・ロボット

系スタートアップなど 6 社との共同研究が進んでいる。 

 

人工知能の品質保証に関する研究開発 

【背景・実績・成果】 

 人工知能(AI)、とりわけ機械学習技術は、製造業、自動運転、ロボット、ヘル

スケア、金融、リテールなどの広汎な応用分野で有効性が確認され、AI によるソ

リューション提供が広く普及する Society5.0 に向けた社会実装が本格化する兆

しを見せている。一方で、人工知能を利用した製品・サービスの品質を測定し説

明するための技術や、社会的な受容性を確保するための制度設計が追いついてお

らず、事業投資への障害となっている。万が一の事故の際の製造者責任の追求に

対応できないことや、安く作った人工知能製品との差を説明できないことが、人

工知能開発ビジネスへの大きな障害となっている。 

 通常のソフトウェアに対しては、複数の ISO/IEC 規格などに基づく具体的な品

質保証プロセスの実践や、評価認証制度の構築などが既に行われている。しかし、

人工知能に関しては、これら既存の規格をそのまま適用することが困難であり、

現状では適用できる十分に確立した既存手法が存在しない。平成 30 年には、日

本・欧州などで、人工知能の品質への要求が提言等の形で相次いで顕在化したが、

それに対応した品質基準の具体化や、高品質を実現する開発プロセスの具体的な

ルール化などはまだ行われていない。 

 このような問題を解決するため当領域では他の機関に先駆けて「機械学習人工

知能の品質保証手法」に関する研究開発に取り組んだ。これは、機械学習人工知

能を利用した製品や、その内包する人工知能部品要素に求められる「品質要件」

を明確化し、応用分野ごとに要求される品質のレベル分けを行い、達成すべき品

質の基準を定める「品質保証ガイドライン」と、実際の開発現場において品質を

保証するためのプロセスや検査手法などの具体的な「品質保証技術」をセットで

開発し、将来的な国際標準化などへの道筋を示すものである。 

 平成 30 年度に国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構から研究

プロジェクト「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／グローバル研究開発分

野／機械学習人工知能の品質保証に関する研究開発」を受託し、民間企業 5 社と
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研究機関 3 機関で構成される「機械学習品質マネジメント検討委員会」を発足さ

せ、関連規格などを調査し、品質保証ガイドラインの第一次案を策定した。令和

元年度にはプロジェクトの大型化を進め、品質目標設定のためのゴール設定から、

品質を作り込むプロセスや具体的な技術の適用方法までを総括した、機械学習に

関する品質マネジメントガイドラインの第 1 版を完成させた。このガイドライン

に基づき、ISO/IEC JTC1 SC42 への国際標準化提案に向けた作業を開始するとと

もに、産業界での人工知能の実用事例を用いた品質評価技術の実践研究を開始し

た。 

本研究は臨海副都心センター、関西センター、及びつくばセンターの研究成果で

ある。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 本研究開発では人工知能を用いた製品の品質を管理・保証するためのガイドラ

インと具体的な品質確認・向上・検証技術をセットで開発した。これにより、民

間企業などが開発する人工知能利用製品の品質を向上させ、人工知能の誤判断に

よる事故や経済損失などを減少させるとともに、企業はその製品の品質を発注者

や社会に対し具体的に示し説明することができるようになる。 

 これらを通じて、利用者の立場からは、自動運転支援自動車や移動型ロボット

などの人工知能利用製品を、より安心して、より安全に用いることができるよう

になると見込まれる。また、事業者の立場からは、自らが責任を持って達成した

製品の品質のレベルを具体的に説明できるようになることから、受発注条件の明

確化や製造物責任の所在の透明化、品質による本来価値の顕在化などが実現し、

より安心してビジネス展開が可能になるとともに、「良い製品を作る事業者がより

高く評価される」健全なビジネス環境の実現にも寄与する。 

 さらに産業施策として、開発したガイドラインを元に安全性や品質に関する国

際標準化を進めることは、国を跨いだ人工知能ビジネスの展開において「良いも

のを作る」ことを競争力とする日本の産業分野の活性化・強化につながる。 

 

人間行動センシング技術とそれに基づく実社会ビッグデータ分析技術の開発 

【背景・実績・成果】 

 Society5.0 では、AI・IoT の導入を通じて人がシステムと協働し、サービス・

製造現場の生産性を向上させることを目指しており、人の行動センシング技術と

それに基づく実世界ビッグデータを集約、分析する統合クラウド技術が求められ

る。GPS や通信基地局の電波強度を用いた位置情報が一般に利用されているが、

サービス・製造現場の多くは屋内にあり、これらに替わる行動センシング技術が

必要である。本研究では加速度、角速度、磁気、気圧計測による相対測位誤差(Error 

Accumulation Gradient; EAG) 3 cm/sec の歩行者自律測位技術と作業動作認識技

術を統合した行動センシング技術を開発した。この技術により計測したサービス

現場や製造現場での行動、作業のビッグデータを分析する統合クラウド技術を整

備した。これらの技術をメンテナンス、飲食、物流などサービス業に適用して生

産性向上に有効であることを実証した。 

 平成 27 年度から平成 29 年度においては、人に取り付けた加速度、角速度、磁

気の各 3 軸、計 9 軸のセンサから得られるデータを用いた歩行者自律測位技術

(Pedestrian Dead Reckoning; PDR)を開発し、GPS が使えない屋内で EAG 3 cm/sec

を実現した。その後、人に取り付けた気圧センサデータを加えることで、従来よ

りも 10 %以上高い 95 %以上の精度で滞在フロアを推定可能とした。これにより、
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高層ビルでの従業員行動分析への適用が可能となった。さらに、PDR を応用し、車

両（自動車､フォークリフト、ピッキングカート、鉄道など）の測位に特化した

Vibration-based Vehicle Dead Reckoning (VDR)技術を世界で初めて開発した。 

 平成 30 年度は、労働力不足が顕著となっている製造・サービス現場の生産性

（効率、提供価値）向上及び Quality of Working (QoW)向上のために、複数の身

体装着型センサによる作業動作認識と PDR を統合し、屋内測位精度を 50 cm 以下

まで向上させるとともに、作業内容把握、センサ装着条件（個数、装着位置）緩

和を同時に実現した。令和元年度には、VDR 技術を転用したローラーコンベア上

のコンテナ追跡技術についてプロトタイプを実装した。また、10 軸センサと IC タ

グリーダを備えたゴビ社製身体装着型センサの製品開発協力を通して高精度測

位・動作認識機能の身体装着型センサシステムを実現した。 

 9 軸 PDR に含まれる進行方向推定手法が、平成 27 年にフランス運輸・整備・ネ

ットワーク科学技術研究所(IFSTTAR)による国際比較で最高評価を獲得した。平成

30年度には、PDRとVDRなどを統合した複数の自律測位技術Cross Dead Reckoning 

(xDR)に基づく屋内統合測位を、物流現場で実作業中の作業者及びフォークリフト

に適用した世界初の競技会(xDR Challenge)を主催し、産総研の xDR を用いた住友

電工チームが優勝した。 

 第 4 期を通じた本成果に関する民間企業から産総研への共同研究資金提供額は

1 億 2,000 万円以上、知財ライセンス提供額は 1 億円以上である。また、ライセ

ンス契約 15 件（2 件交渉中）、特許出願 7 件（令和元年度 2 件出願予定）、サイト

センシング社（産総研技術移転ベンチャー）へのニッセイ・キャピタル株式会社

による出資（平成 30 年度 1 億円）、サイトセンシング社との大型事業連携 8 社な

どの成果が出ている。さらに学術的には、国際論文誌 5 報、和文論文誌 2 報、国

際会議 30 報、国際招待講演 7 件、国内招待講演 34 件、受賞 5 件の実績がある。 

本研究はつくばセンター、及び柏センターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 PDR により、地下を含む屋内行動センシングが可能となった。一般消費者向け

サービスとして、平成 27 年にドコモ地図ナビに採用された（サービスエリア[地

下街・地下鉄構構内]は、320 箇所[平成 27 年度]から 600 箇所[平成 30 年度]に拡

大した）。また、事業者の生産性向上に向け、屋内業務の作業プロセスを計測して

ビッグデータを集約、分析し、改善を支援する統合クラウド技術を開発した。本

技術がメンテナンス、飲食、物流などサービス業での生産性向上につながった具

体例として、(1)複数の高層ビルでのメンテナンス業務分析を測位技術で大幅に効

率化するとともに、生産性に関わる指標として従業員のゆとり時間を評価し、QoW

の向上に役立てた、(2)和食レストランへの配膳ロボット導入による従業員の業務

プロセス変化を定量的に分析し、生産性向上に役立てた（共同研究先のがんこフ

ードサービス株式会社のロボット大賞日本機械工業連合会会長賞の受賞に大きく

寄与）ケースが挙げられる。 

 VDR は車輪で移動する多くの車両に対して適用可能な世界初の技術であり、PDR

と組み合わせた xDR によって、Global Navigation Satellite System (GNSS)等の

常時アシストがない屋内などの環境で、PDR 単体よりも多様な状況での人の測位

を実現した。この xDR は、屋内業務空間での網羅的な行動把握と、サービス・製

造現場での生産性向上支援等への展開が見込まれる。例えば、物流センターや工

場等の既存のフォークリフトやピッキングカートの稼働・運行状況の監視・管理、

異なる鉄道事業者が運航する地下鉄等の鉄道の走行位置把握に基づくアプリ開発
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等の強い需要に応えることも可能となる。 

 準天頂衛星測位システム整備が進み屋外測位品質が向上したが、これは、屋外

と屋内の測位や位置情報サービスの品質格差が更に開いたことを意味する。本成

果は、この屋内外格差を解消するための重要な役割を担うものである。令和 4 年

の屋内測位サービス世界市場は 410 億ドルと予測されており、その市場開拓にも

貢献する取組でもある。また、xDR に作業動作認識を加えた人間行動センシング

技術は、サービス・製造現場での従業員の作業内容の詳細把握の実現につながる。

これにより、産業競争力懇談会（Council on Competitiveness-Nippon：COCN）で

提言された QoW を定量的に分析して対策について検討することが可能となり、働

き方改革への貢献も期待できる。 

 PDR やその関連技術の性能評価に関する活動及び PDR やその関連技術の普及促

進に関する活動を産学官連携で行うことを目的として、平成 24 年度に 23 組織賛

同の元、PDR ベンチマーク標準化委員会を設立した。国際標準化に向けた PDR 技

術と委員会での国際コンペ主催等の活動が評価され、令和 2 年 1 月時点で、加入

組織数は 45 に増加した。 

 

自動運転におけるヒューマンマシンインターフェースに関する研究 

【背景・実績・成果】 

 近年、自動車産業において自動運転の実現に向けた取組が進んでいる。自動車

の保安基準等の改正も進められ、製品化に向けて前進しているが、製品化される

自動運転には作動範囲が定められ、作動範囲外においては自動から手動への運転

交代が発生する。この切り替えにあたって、ドライバーが適切に手動運転できる

状態であるか、ドライバーモニタリングシステム(DMS)で判定することが必要不可

欠となる。本プロジェクトでは、自動運転中のドライバー状態を判断する評価指

標、ドライバー状態が手動運転切り替え後の運転パフォーマンスへ及ぼす影響、

そして自動運転中のドライバー状態を低下させないための刺激提示方法について

検討を行った。 

 自動車メーカ等企業 6 社が参加した実証実験(テストコースと公道)に加えて、

ドライビングシミュレータ実験、テストコース実験、公道実験にて一般ドライバ

ーを対象とした走行実験を行った。その結果、眠気、意識のわき見(前を見ている

が運転以外のことを考えている状態)、わき見(前を見ていない状態)の 3 種類のド

ライバー状態について、DMS にて検知できる評価指標を選定した。また、これらド

ライバー状態に応じて手動運転切り替え後の運転行動指標が変化することを明ら

かにした。さらにドライバーの眠気の抑制法として、持続的な刺激提示と手動運

転切り替え前の瞬間的な刺激提示を組み合わせることの有効性を実証した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 自動運転中のドライバー状態の評価指標について、シミュレータ並びにテスト

コース環境にて認知・生理・行動の多様な評価項目の変化を比較し、有用な指標

を導出した点は世界的に類を見ない。また、ドライバー状態の違いにより運転交

代後の運転行動指標に変化が見られることは、世界で初めて見出したものである。

成果は、国際誌 2 件(査読中 1 件)、Proceedings2 件に掲載された。また、日本自

動車工業会から発行された「自動運転 Human Machine Interface (HMI)に関する

研究まとめ」に成果の一部が盛り込まれ、自動運転から手動運転への切り替えに

関わる HMI の早期実用化に貢献した。さらに、自動運転ヒューマンファクターの

共通コンセプトや実験配慮事項に関する国際標準化(ISO TR21959 Part 1 & Part 
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2)へも貢献した。 

 

高精度・広温度範囲計測が可能な温度分布センサーシートの開発 

【背景・実績・成果】 

 Society5.0 の実現には、遍在するセンサなどのエッジデバイスをネットワーク

化して得られる生活の膨大なデータを処理し、ひと、もの、サービスから新たな

価値を創造する情報システムの構築が求められる。このためのセンサ技術として

は、光学カメラを用いた画像情報処理が最も先行している。一方で、カメラの死

角となる箇所の計測を補うために、計測対象であるひと、ものに直接取り付ける

装着型センサが求められている。ひと、もの、サービスの活動状態を知る物理量

計測のなかでも、温度のセンシングは適用範囲が広い。光学カメラを用いた温度

センシンング技術としては赤外線サーモグラフィーが知られている。ここでは、

光学カメラの死角となる狭所や物陰の温度の計測、可視化のために、薄い樹脂シ

ートの表面に多数の温度計測部を高密度に配列させた温度分布センサシートを開

発し、ひと、ものの温度分布を可視化できる装着型の高性能温度センシング技術

を確立した。 

 開発した温度センサシートは厚み 50 µm のポリエチレンテレフタレート(PET)

フィルム表面に 169 点（13×13）の温度計測部を 10 mm 間隔で格子状に配列させ

たものである。センサは導電層、絶縁層、感温抵抗膜及び保護層で構成され、い

ずれの層も印刷で形成される。特に温度を計測するための感温抵抗膜は、温度に

応じて抵抗値が変化する主要部であるが、実用に資する計測精度を持つ感温抵抗

膜を印刷で形成することは従来困難であり、各温度において±10 %の精度に留ま

っていた。この解決のために温度による抵抗変化を再現良く示すインクを材料設

計して開発し、計測精度±1 ℃（±0.7 %F.S.相当）、計測温度差 0.3 ℃（0.2 %F.S.

相当）と充分な実用性を得ることに成功した。また計測温度範囲も従来の 20～

70 ℃から 5～140 ℃へと飛躍的に向上させたことで、生活空間から工業用途まで

幅広い応用展開が可能となった。 

 本研究の学術成果として、令和元年度において国際論文誌 2 報、和文論文誌 3

報、国内学会発表 2 件、国際招待講演 1 件、国内招待講演 2 件、受賞 1 件の実績

を挙げた。また、特許出願 1 件、ノウハウ登録 1 件を実施済みである。また、関

連研究による科研費（基盤 C：440 万円/3 年）を獲得しているほか、技術コンサル

ティング 2 件が進行中である。 

本研究は情報・人間工学領域とエレクトロニクス・製造領域の連携に基づく柏セ

ンターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 薄いシート状のセンサを用いることで、従来のサーモグラフィーが適用できな

かった密閉空間や狭所、物陰などの温度の可視化が可能となった。センサシート

の製造工程は全て汎用性の高いスクリーン印刷法が用いられるため、試作した

13×13 cm2のシート面積や 10 mm ピッチの計測密度に限られず、用途に応じた大

面積化や高精細化も充分に見込める。さらにシートの基材についても PET シート

に限らず、繊維、ゴム、紙など、用途展開に応じて最適なものを選定できること

から、ウェアラブル応用への親和性も高く、身体活動や心理的ストレスに伴う体

温変化のセンシングなどへの展開が期待できる。 

 この温度分布センサシートの開発を産総研プレスリリースとして令和元年 8 月

に報じ、直後の 9 月に行われた展示会 JASIS2019 で実機をデモ展示した。結果、
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TV 取材 1 件を含む多数の問い合わせが得られており、共同研究に向けた NDA2 件

を締結し具体化検討しているほか、技術コンサルティングが既に 2 件進行中であ

るなど、確かな反響を得ている。 

 

次世代メディアコンテンツ生態系技術 

【背景・実績・成果】 

 コンテンツのデジタル化により流通コストが削減された結果、物理メディアを

販売して受動的な体験を提供することで価値を創出してきた産業界は、受動的体

験に代わる新たな価値創出の手段を求めて危機感を抱いている。そこで、「どうす

れば新たな価値を生み出せるのか？」を意識した、次世代のコンテンツ産業・ク

リエイティブ産業の創出につなげられる研究開発が求められている。コンテンツ

技術や新しい価値・サービス創出の重要性は、日本再興戦略 2016 や第 5 期科学技

術基本計画においても指摘されている。 

 それに応えるため、大型公的外部資金であるJST戦略的創造研究推進事業ACCEL

（課題名「次世代メディアコンテンツ生態系技術の基盤構築と応用展開」、平成 28

年度から 5 年間実施）を獲得し、次世代メディアコンテンツ生態系技術の研究に

取り組んだ。音楽を解析する「音楽理解技術」とそれに基づく「音楽連動制御技

術」等を研究開発し、第 4 期中長期目標期間で令和元年度までに、IF 付き国際論

文誌 5 報（令和元年度に 1 報）、トップ国際会議発表数 37 報（令和元年度に 13 報）

の学術成果を挙げた。 

 従来の音楽連動制御では、遅延の大きいインターネット環境下で多数の汎用機

器を音楽に同期して制御することが難しい、という問題があった。また、音楽理

解技術が解析できる対象は限られており、膨大な歌詞のトピックを自動解析する

ことが困難だったために、従来は曲名・フレーズ検索を通して歌詞にアクセスす

る方法に限られていた。これらの問題に対し、インターネット経由で数百台以上

の機器が音楽に同期して一体感のある演出ができる大規模な音楽連動制御技術

「Songle Sync」と、15 万曲の歌詞のトピックを自動解析できる技術に基づく歌

詞探索サービス「Lyric Jumper」（歌詞配信事業者と連携）を研究開発し、平成 28

年度と 29 年度にプレス発表を行い、実証実験等の成果が 108 件報道されるなど、

社会的にインパクトを与えた。いずれも多数報道されただけでなく、研究成果が

平成 29 年度と 30 年度にマルチメディア分野のトップ国際会議に採択され、学術

的にも高く評価された。 

 令和元年度は、音楽印象分析・音楽推薦を駆使して楽曲と出会える音楽発掘サ

ービス「Kiite」を音楽制作ソフトウェア開発事業者（クリプトン・フューチャー・

メディア株式会社）と連携して研究開発し、プレス発表を行った。従来、膨大な

楽曲の中から視聴者が好みの楽曲を見つけ出すことは容易でなく、その結果、新

たな楽曲が公開されても、それが潜在的に好きなはずの視聴者に気づいてもらえ

ずに埋もれてしまうことが多い。これは、アーティストにとっても視聴者にとっ

ても損失である。しかし、従来の多くの音楽視聴サービスでは、視聴者が楽曲を

鑑賞する機能（テキスト検索、人気ランキング、プレイリスト、音楽推薦等）が

中心で、音楽発掘のための機能が不十分だった。こうした問題を解決するために、

「軽快」「激しい」などの自動分析された音楽の印象で視聴者が絞り込み、自動検

出されたサビ区間を効率よく試聴することで、次々と新たな楽曲に出会うことを

可能にした。また、産総研が独自開発した音楽推薦エンジンが各視聴者の再生履

歴やプレイリスト、楽曲の音響信号の自動解析結果などに基づいて「お勧め楽曲

のプレイリスト」を日々自動生成し、幅広い音楽を楽しめるようにした。さらに、
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既存の音楽推薦とは違って、視聴者自身が音楽推薦エンジンをカスタマイズして

複数保存・公開でき、気分に応じて使い分けたり、他の視聴者がカスタマイズし

た推薦エンジンを利用したりできるようにした。 

他にも、インターネット経由で数千台以上のスマートフォンを制御して一体感の

ある演出ができる大規模音楽連動制御プラットフォーム「Songle Sync」を用いた

新たな実証実験を実施した。花火大会「LIGHT UP NIPPON HOKKAIDO」（国営滝野す

ずらん丘陵公園にて令和元年 8 月開催）において、音楽に合わせて打ち上がる花

火と連動し、来場者のスマートフォンから音楽が流れて映像が一斉に変わる演出

が成功した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 次世代メディアコンテンツ生態系技術の研究開発によって、様々な事業者が大

規模な音楽連動制御を容易に実施可能にするためのプラットフォームや、歌詞配

信事業者と連携した歌詞探索サービスを実現して一般公開した。さらに、産総研

の音楽理解技術に基づく製品「Lyric Speaker」（平成 28 年度）及び「Lyric Speaker 

Canvas」（平成 30 年度）が株式会社 COTODAMA から発売された。こうした成果によ

り、音楽連動制御技術によって、ライブ・イベント会場等で多数の来場者のスマ

ートフォンが一斉に連動してアニメーションを表示するような新たな演出や体験

を可能にし、音楽理解技術によって、膨大な歌詞を自動解析して未知の楽曲との

出会いを可能にする新たなサービスを生み出すことができるようになった。 

 特に平成 30 年度は、「Songle Sync」がマルチメディア分野のトップ国際会議

ACM Multimedia 2018（採択率 27.61 %）の口頭発表（採択率 8.45 %）に採択さ

れ、「Lyric Speaker」が日本最大級の広告賞「2018 58th ACC TOKYO CREATIVITY 

AWARDS」ACC ゴールドを受賞して、高い評価を受けた。 

 さらに、令和元年度は音楽関連事業者と連携した音楽発掘サービス「Kiite」を

実現して一般公開した。また様々な事業者が大規模な音楽連動制御を容易に実施

可能にするためのプラットフォーム「Songle Sync」の実証実験を実施した。Kiite

で実現した推薦技術は、音楽に限らずメディアコンテンツ全般において有用であ

り、コンテンツと視聴者とのマッチングというメディアコンテンツ業界における

本質的問題の解決に貢献する。一方、Songle Sync の大規模音楽連動制御技術は、

ライブ・イベント会場等で多数の来場者のスマートフォンが一斉に連動してアニ

メーションを表示するような新たな演出や体験を可能にし、様々な産業が音楽を

利用する際に付加価値を与える。 

 本技術は、音楽と同期して歌詞が表示される世界初のスピーカー製品や、歌詞

のトピックに基づいて音楽を発見できる新サービス、ライブ・イベント会場や花

火大会でのスマートフォンを用いた従来にない演出など、産業界での実証実験・

活用が始まっており、今後も幅広い関連産業に波及して新たな価値を生む貢献が

期待できる。 

 

ラストマイル自動走行の実証評価による社会実装に向けた研究開発 

【背景・実績・成果】 

 超高齢社会となっている日本では、交通分野においても、高齢過疎地や交通弱

者の移動手段確保、ドライバー人材不足、運行コスト削減、地域活性化などの社

会課題の解決が重要となっている。解決策のひとつとして、自動運転技術の活用

が期待されており、令和 2 年からの限定地域での無人自動運転移動サービスなど

の実現が政府目標となっている。産総研では、平成 28 年から経済産業省・国土交
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通省の高度な自動走行システムの社会実装に向けた研究開発・実証事業：「専用空

間における自動走行などを活用した端末交通システムの社会実装に向けた実証」

を受託し、自宅と最寄駅の間など短中距離を想定したラストマイル自動走行（端

末交通システム）の社会実装を目指し、実地域での実証評価を行ってきた。本研

究では、自動運転技術の確立だけでなく、ビジネスモデルの明確化、社会システ

ムの確立、社会受容性の醸成を、実地域での実証により検証し、持続可能な移動

サービスの社会実装の実現を目指している。 

 平成 30 年度までに、小型電動カートと小型バスを用いた自動運転車両を開発

し、遠隔監視・操作システムなどを用いて、4 つの実地域での実証実験を行ってき

たが、令和元年度は、早期の事業化を見込んだ 2 つの地域（福井県永平寺町、沖

縄県北谷町）において、国内最長となる約 6 か月間の地域運行事業者による長期

サービス実証と事業性評価を実施した。これにより、システムの信頼性や受容性

の検証と向上を図り、各地域の需要変動と需給や収支バランスを考慮したビジネ

スモデルの構築を進め、令和 2 年度以降のサービス開始に向けたロードマップの

策定を行った。また、バス運行事業者の要望が強かった乗車定員の多い中型自動

運転バスの開発を進め、令和 2 年度の実証評価に向けて 5 つのバス事業者と実証

地域を公募により選定した。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 超高齢社会における交通分野の課題解決のひとつとして、自動運転技術を用い

たラストマイル自動走行の実証評価を実施した。車両やシステムの信頼性や受容

性の向上と共に、実地域事業者による 6 ヶ月の長期サービス実証を行い、事業化

に向けた検証とロードマップを精査した。さらに、中型自動運転バスの開発と実

証地域の選定を行った。これらにより、実証地域との連携推進や実証評価による

先進事例を示すことができ、令和 2 年以降の持続可能な無人自動運転移動サービ

スの社会実装と拡大に寄与した。上記成果は高齢者の外出の機会を増加すること

による健康増進や、地方過疎地における交通弱者の移動手段の確保を通じた地域

活性化など、社会課題の解決にも波及することが期待される。 

 

【課題と対応】 

 「橋渡し」研究前期で取り上げた特筆すべき成果を挙げている研究課題は、平

成 30 年までに、実フィールドでの実証やサービスの試行、製品プロトタイプまで

進んでおり、概して第 4 期中長期目標を超える成果を挙げている。人工知能に関

する課題については、人間中心の AI 社会を実現するため引き続き開発に注力し、

人工知能の信頼性確保のための品質向上技術、及び容易に構築でき、人と協調し

て進化する人工知能技術を開発する。防災や安全など社会問題解決に直結する人

の流れ解析やインフラスマートメンテナンスについては他領域と協力して革新的

なインフラ健全性診断技術及び長寿命化技術の開発に取り組む。また、人間行動

センシング技術や次世代メディアコンテンツ生態系技術、人間行動センシング技

術については、サイバー空間での計画をフィジカル空間に作用させ介入・評価・

改善する一連の CPS のプラットフォームとして統合し、産業や社会変動の予測や

最適化に貢献する。これらの技術については、今後技術の完成度を高めるととも

に、より安全な社会インフラの実現や新産業・サービスの創出に資する技術移転

に向け、企業と協力してより一層の橋渡し機能の強化を行い、共同研究や連携研

究組織などを通じて社会実装につなげていく。 
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(3)「橋渡し」研究後期における研究開発 

 

総括 

【背景・実績・成果】 

 第 4 期における「橋渡し」研究後期では、それぞれの重点課題において次の通

り目標を達成した。重点課題１においては、人工知能の活用を促進するプラット

フォーム技術の特筆すべき成果として、「大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」

の構築と運用」、「人工知能とシミュレーションとの融合」、「深層学習を用いた胸

部 X 線画像異常検知」を推進し、人工知能の応用に向けた人工知能基盤技術のモ

ジュール化と、それらをシステム化するプラットフォームを実現した。重点課題

３においては、自動車運転状態をはじめとする人間活動の測定評価技術の特筆す

べき成果として「健康起因交通事故撲滅に向けたドライバーの体調急変検出技術

の開発」を行い、人間測定の結果に基づき心身の状態を評価する技術の健康起因

事故の防止への応用に道筋をつけた。重点課題４については、人間共存型産業用

等のロボットや評価基準・評価技術などの関連技術の特筆すべき成果として「次

世代物流ソリューション事業を支える先進的技術体系の研究開発」、「高齢者の機

能と活動を向上させるロボット技術の開発」を行い、生産や生活での作業に対応

するロボットシステム実現に貢献した。 

 「大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」の構築と運用」では、平成 30 年度

は、高性能で省電力の GPU を用い、演算処理装置などを外気に近い温度の水で冷

却することによりエネルギー損失を低減し、実運用されるものとして世界トップ

クラスの省電力性能を有するクラウド型計算システムを実現するとともに、深層

学習のベンチマークで世界記録を更新した。令和元年度は外部の機関や企業と協

力を強化し、衛星画像など大規模なデータに基づく学習とその応用を開始した。

その後数度にわたり ImageNet を対象とした学習速度の世界記録を更新している。

「人工知能とシミュレーションとの融合」においては、平成 30 年度は、機械学習

にシミュレーションを併用することで、大量にデータを作り出し、特殊・未知の

事例に対しても人工知能が意思決定する枠組みを開発し、大規模なシステムの多

数の設計事項のうちで稀にしか生じない不具合条件の発見やプラントの自動制御

を実現した。令和元年度は、大規模化学プラント等の巨大システムの安定性を測

り、それに応じて自動的に効率安定度目標を切り替えられる技術を開発した。「深

層学習を用いた胸部 X 線画像異常検知」では、平成 30 年度は、解剖学的構造の変

化を検出することで異常検知を行う、胸部 X 線画像コンピュータ支援診断(CAD)手

法を構築した。令和元年度は、平成 30 年度に開発した異常検知アルゴリズムを肺

炎、肺がん、間質性肺炎、気胸、心不全などを含む疾患 75 症例で評価し追加開発

すべき技術要素を特定した。「健康起因交通事故撲滅に向けたドライバーの体調急

変検出技術の開発」では、平成 30 年には産総研、筑波大学附属病院、東京大学、

企業 12 社とで平成 28 年に設立したコンソーシアム(Automotive and Medical 

Concert Consortium; AMECC)により、データ収集を通じて重篤な不整脈発生を検

出できるデータ群を整備した。これを受けて、令和元年度は認知症を含む高齢ド

ライバー対策に関するコンソーシアムの設立を行った。「次世代物流ソリューショ

ン事業を支える先進的技術体系の研究開発」では、平成 30 年度は、フォークリフ

トの自動運転において重要となる、画像を用いた頑健な自己位置推定・地図生成

(SLAM)技術と、搬送対象のパレットに貼付して高精度な位置・姿勢の計測を可能

とする拡張現実(AR)マーカ技術の精度評価を行った。令和元年度は、パレット検

出技術の高度化や箱積みつけ技術等を新たに開発し、効率の良い作業手法を構築
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した。「高齢者の機能と活動を向上させるロボット技術の開発」では、平成 30 年

度は、ロボット介護機器の安全基準、リスクアセスメントの方法等をまとめると

もに、国際安全基準の原案をまとめた。令和元年度は、装着型歩行支援、排泄動

作支援などの新分野について、安全試験、効果評価手法を開発したほか、転倒防

止機能を有するロボット歩行車の製品化に向けて企業と共同開発を実施し、プレ

スリリースを行った。 

 

 民間資金獲得額は以下の通り。括弧内は各年度の目標値である。 

   平成 27 年度： 5.7 億円（7.3 億円） 

   平成 28 年度： 13.4 億円（9.7 億円） 

   平成 29 年度： 16.6 億円（12.1 億円） 

   平成 30 年度： 16.9 億円（14.5 億円） 

   令和元年度：  18.7 億円（16.8 億円）（12 月末現在） 

 

 民間資金獲得額の内、技術コンサルティング収入は以下の通り。各年度の目標

値は定めていない。 

   平成 27 年度： 2,935 万円 

   平成 28 年度： 5,451 万円 

   平成 29 年度： 7,426 万円 

   平成 30 年度： 9,328 万円 

   令和元年度：   1.22 億円（12 月末現在） 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 「大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」の構築と運用」では、学習速度の世

界記録を達成した。また、産総研・東工大 実社会ビッグデータ活用オープンイノ

ベーションラボラトリと研究戦略部による積極的な顧客獲得活動を通じ、挑戦的

課題に取り組むユーザの獲得、民間企業による大口利用開拓、初心者ユーザへの

裾野拡大までの取組を実施した。これにより、オープンイノベーションの考え方

に基づく新しい人工知能産業応用を持続的に生み出す枠組みである「産業エコシ

ステム」の実現につなげた。「人工知能とシミュレーションとの融合」、「深層学習

を用いた胸部 X 線画像異常検知」はそれぞれ NEC、パナソニックとの連携研究組

織で実施し、NEC の光学機器製品の設計やパナソニックの胸部 X 線画像検査装置

における異常検知性能向上に利用された。「健康起因交通事故撲滅に向けたドライ

バーの体調急変検出技術の開発」では、自動車メーカーやサプライヤー企業によ

る疾患検知システム開発に道筋をつけ、その成果は国土交通省が取り組む第 6 期

先進安全自動車推進計画(ASV-6)のドライバー異常時対応システムのガイドライ

ンに盛り込まれる予定である。「次世代物流ソリューション事業を支える先進的技

術体系の研究開発」は、豊田自動織機との連携研究組織で実施され、5 兆円を超え

る車載ネットワーク市場において世界シェアの 1/3 を占める製品のリスクアセス

メント工程を 40 %効率化したほか、多頻度・小口配送、効率・迅速性に対応する

物流製品への実装が進められている。「高齢者の機能と活動を向上させるロボット

技術の開発」においては、ロボット介護機器の開発を促進することを目的として

「ロボット介護機器開発ガイドブック」を公開した。これにより、高齢者等の自

律性の向上を通じて、介護保険給付費（総額 9 兆 4,328 億円、平成 29 年度厚生労

働省介護保険事業報告）の軽減に貢献することが期待されている。また、製品化

を目指した企業との共同開発により転倒防止機能を有する歩行車を開発した。こ
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の成果により高齢者の歩行機能の維持を通じた健康寿命の延伸並びに社会保障コ

ストの低減が期待される。 

 第 4 期中長期計画・年度計画を上回って達成された内容は以下の通りである。

「大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」の構築と運用」は、人工知能処理向け

大規模・省電力クラウド基盤として目標である評価・検証を行っただけでなく、

国際的なベンチマークで世界記録を達成するとともに、省電力計算インフラとし

ても世界上位に入るなど、目標を大きく上回る成果を挙げた。「人工知能とシミュ

レーションとの融合」、「深層学習を用いた胸部 X 線画像異常検知」、は、企業との

連携研究組織の立ち上げを通じ学術的にも高く評価される成果を得ただけでなく、

プラント制御や設計、医用画像診断など、計画で想定された衛星や物体画像解析

の分野を超える応用を実現した。「健康起因交通事故撲滅に向けたドライバーの体

調急変検出技術の開発」では、疾患のデータベース化、ASV-6 への採用という目標

達成の他、これを上回る成果として知財化も行われた。「次世代物流ソリューショ

ン事業を支える先進的技術体系の研究開発」でも、5 兆円規模の市場においてト

ップシェアを持つ企業と、通常の共同研究を超える相乗効果を得るために一体型

連携研究組織で研究を実施した。その成果として、フォークリフトの自動化によ

る物流効率化という目的に関して目標を超える成果に貢献した。「高齢者の機能と

活動を向上させるロボット技術の開発」においては、ロボット介護機器開発ガイ

ドラインの作成という目標を達成したうえ、さらにそれを上回る成果として、こ

れを公開し 300 以上の介護関連機関がダウンロードするという成果を得ている。

このように、多くの研究開発成果を得られたのは、連携研究の質・量の向上によ

るところが大きい。 

 

健康起因交通事故撲滅に向けたドライバーの体調急変検出技術の開発 

【背景・実績・成果】 

 運転中の疾患発症などによる体調急変が原因で生じる「健康起因交通事故」は、

平成 15 年から平成 24 年までの 10 年間で約 3 倍に増加し、交通死亡事故に占める

健康起因事故の割合は、国内外含めて約 10 %程度と報告されている。健康起因交

通事故は、ドライバーの意識消失を伴うこともあり、ひとたび事故が生じると周

囲を巻き込んで大きな被害が生じる。このような状況を踏まえて、国土交通省が

取り組む第 6 期先進安全自動車推進計画(ASV-6)において、疾患発症等によるドラ

イバー異常時対応システムに関するガイドラインが作成される予定である（令和

元年度作成予定）。他方、疾患発症時・発作時に関するデータは自動車メーカーや

自動車用部品メーカーにはなく、また複数疾患の発症時データを企業 1 社で体系

的に取得することは困難であり、ドライバー異常対応システムの開発が難しい状

況であった。そこで、産総研、筑波大学附属病院、東京大学、企業 12 社とで、民

間企業からの提供資金（合計約 2 億 1,400 万円）をもとに、平成 28 年 11 月、疾

患発症時またはそれに準じるデータ取得を目的としたコンソーシアム

（Automotive and Medical Concert Consortium：AMECC）を設立した。コンソー

シアム設立においては、当領域による提案、調整のもと、産総研と複数企業との

間でコンソーシアム形式による共同研究が実施可能な仕組み（産総研 C 型共同研

究）を活用した。健康起因事故の上位原因疾患である脳卒中、てんかん、心疾患

を対象に、脳卒中についてはドライビングシミュレーター運転時の生体信号、顔・

姿勢画像データ、運転操作データ、てんかんについては脳卒中と同じドライビン

グシミュレーター運転時のデータに加えて、病室内で発作が生じた際の生体信号、

顔・姿勢画像データを取得することを目指した。心疾患については重篤な不整脈
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の治療中に誘発される不整脈発生時の生体信号や顔画像データを取得することを

目指した。 

 平成 29 年度～平成 30 年度にかけてデータを取得し、イベントのタグ付等（疾

患発症や車線変更等の時刻）の 1 次加工を行った後、データベースとして AMECC

参加企業が活用できる形にして提供した。脳卒中については約 50 症例のデータを

取得して解析した結果、脳卒中患者のステアリング操舵角は高周波成分が多くス

テアリング操作が安定しないこと、車両位置の横方向偏差が大きく車両がふらつ

くこと、座面にかかる体圧が麻痺と反対側に偏ること等を明らかにした。これら

の結果を用いて脳卒中の麻痺発症を検出できる可能性を得た。てんかんについて

は、約 30 症例（延べ約 60 回）の病室内発作データをもとに、てんかん発作時の

顔表情や姿勢の変化、心拍数変化に関するデータを得た。また 1 症例については

ドライビングシミュレーター運転中の発作データを得た。その結果、てんかん発

作時の心拍数上昇等を明らかにした。心疾患については約 60 症例のデータを取得

し、不整脈時の循環生理応答を解析した結果、不整脈発生に伴う心拍数の変化、

血圧低下、脳血流の低下、及び脈波形状の変化を明らかにした。AMECC は平成 31

年 3 月末で終了し、得られた成果については、国土交通省（国交省）の取り組む

第 6 期先進安全自動車推進計画(ASV-6)において作成するドライバー異常時対応

システムのガイドラインで活用されることが決まった（ASV 推進検討会（令和元

年 11 月）において承認済み）。また、特許 2 件を産総研、筑波大、東大を発明者

として出願した。 

 運転中の脳卒中、てんかん、心疾患発症検出に役立つデータ収集は世界的にも

類がない。国交省が示した「ドライバー異常時対応システム基本設計書（平成 28

年 3 月）」においても、運転中の疾患発症時のデータが欠けていることもあり、具

体的な検知条件等にまでは踏み込まれなかった。したがって、本コンソーシアム

(AMECC)で得たデータと知見は、自動車メーカーや自動車用部品メーカーが自動車

運転中の体調急変検出システムを社会実装する上で貴重である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 運転中のドライバーの疾患発症検出を目的に、脳卒中、てんかん、心疾患の発

症検知に役立つデータ取得を行った。取得データは、疾患・発作発症のタイミン

グ等のタグ付を行い、データベースとして企業が利用できる形にして提供した。

取得したデータを解析した結果、運転行動や生体情報から、自動車運転中の脳卒

中麻痺発生、重篤な不整脈発症、てんかん発作を検知できる可能性を得た。 

 AMECC に参加している自動車メーカーやサプライヤー企業が、取得データをも

とに疾患検知システムを開発し、実装することが期待される。加えて、AMECC で得

た成果は国交省が取り組む ASV-6 において作成するドライバー異常時対応システ

ムのガイドラインに活用されることが決まった。自動車運転中の疾患発症などが

原因で生じる健康起因交通事故は全死亡事故の約 10 %を占める。健康起因交通事

故は、ドライバーの意識消失を伴うこともあり、ひとたび事故が生じると周囲を

巻き込んで大きな被害が生じる。AMECC 参加企業による疾患検知システムが実装

され、健康起因交通事故を減少させることにより、安全・安心な交通社会の構築

に役立つ。 

 外部から高く評価されたエビデンスとして新聞報道 9 件（平成 28 年度）、Web 報

道3件（平成28年度）で紹介されたほか、国際学会（演題採択率約40 %、Proceedings

掲載雑誌 IF: 23.4）において優秀な発表として選出された（平成 30 年度）。加え

て、AMECC 参加企業から平成 28 年 11 月～平成 30 年 3 月の約 1 年半で 1,500 万円
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/1 社の資金提供を受けた。さらに、平成 31 年 3 月末までの 1 年延長に伴う追加

出資（280 万円/1 社）とあわせて、合計約 2 億 1,400 万円の資金提供を受けた。

この事実は、企業からの高い評価を示す。 

 

大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」の構築と運用 

【背景・実績・成果】 

 現在進行中の第 3 次人工知能ブームは、膨大なデータを深層学習の入力として

与えることで複雑な実世界における事象でも人間に近い精度でコンピュータが判

別できるようになってきたことに起因する部分が大きい。これにより、ロボット

が人間を単純肉体作業から解放したように、人工知能は人間を単純な知的作業か

ら解放する。Society5.0 ではさらに、大規模なシミュレーションによる膨大な学

習データの生成と深層学習の組合せにより、これまで人が想定外としていた可能

性を提示するなど、適用範囲の拡大がますます期待される。 

 しかしながら、これまでの人工知能研究で培われてきた要素技術を実社会規模

の問題にスケールさせて適用する技術開発を推進し、計算機パワーに支えられて

先行してきた GAFA (Google, Apple, Facebook, Amazon)に代表される巨大 IT 企

業や中国との技術開発競争を行っていくには、オープンイノベーションの考え方

に基づく新たな人工知能産業エコシステムの基盤となる大規模計算プラットフォ

ームが不可欠である。 

 本研究では、人工知能研究・橋渡しインフラ構築の戦略及び活動の一環として、

人工知能研究センターで開発してきた AI クラウド構築・運用技術、及び産総研・

東工大実社会ビッグデータ活用オープンイノベーションラボラトリで培ってきた

省エネ型高性能計算プラットフォーム構築技術を活用し、大規模 AI クラウド計算

システム「ABCI」を開発した。ABCI は柏センターAI データセンター棟に構築し、

平成 30 年 8 月より国内外の大学・研究機関・民間企業等の利用者への提供を開始

した。 

 ABCI では、高性能で省電力の Graphics Processing Unit (GPU)を 4,352 基搭載

するとともに、演算処理装置などを外気に近い温度の水で冷却することで、省エ

ネ性能を高めた。ハードウェア性能、省エネ性能、実用計算性能の 3 指標すべて

において世界トップ 10 に入るシステムは令和元年 11 月現在においても ABCI、米

国エネルギー省(DOE)の Summit、Sierra の 3 システムのみであり、実性能と省エ

ネを世界トップクラスで両立したことを実証したと言える。なお、これらの成果

は平成 30 年 6 月 26 日、平成 30 年 11 月 13 日のプレスリリースにて公表した。さ

らに、画像認識用データセットである ImageNet を対象とした深層学習の学習速度

で世界最速記録を更新した。本研究はソニーとの共同研究の一環として行い、産

総研はABCIに最適化した同期手法の考案などで貢献した。ABCIにより米国Google、

中国 Tencent など先行する技術開発への対抗が可能であることを実証したと言え

る。なお、この成果は平成 30 年 11 月 13 日のプレスリリースにて公表した。さら

に令和元年 7 月には富士通研究所が ABCI 上で ImageNet を対象とした学習速度の

世界最速記録を更新した。 

 ABCI は、公的かつオープンで、人工知能に特化した計算インフラとして世界初

の先進的システムであり、規模においても随一である。実社会から取得されるビ

ッグデータや学習モデルデータ等を収集・蓄積・利用するための大容量・高速な

共有ストレージを提供し、安全なデータ管理を必要とするデータの保管・利用、

データのステークホルダ間での共有、オープンデータや学習モデルの公開・再利

用など、データのエコシステムの充実にも取り組むことでオープンイノベーショ
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ンを促進する。新たな人工知能産業エコシステムの基盤となるべく、交付金・国

家プロジェクト・共同研究による民間資金を原資とする内部利用、民間企業・大

学・国立研究所等を含む外部機関の資金を原資とする外部利用を合わせて、累計

で数百のプロジェクト、数千の利用者への利用促進を目標としている。平成 30 年

度は、利用プロジェクト数 112（内部：59、外部：53）、利用者数 609（内部：227、

外部：382）であり、令和元年度は 11 月末時点において、利用プロジェクト数 239

（内部：119、外部：120）、利用者数 1,535（内部：327、外部：1,208）であった。 

本研究は、臨海副都心センター、つくばセンター、柏センターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 ABCI を人工知能産業エコシステムの基盤とするべく、平成 30 年度以降、以下

の施策を実施している。 

① 先進的基盤運用の実践と研究開発の好循環の形成 

 人工知能研究センター及び産総研・東工大実社会ビッグデータ活用オープンイ

ノベーションラボラトリの研究者が運用チームをリードすることで、最先端の基

盤ソフトウェア等の導入、AI データセンター棟の効率的運用を可能にするととも

に、運用の現場や利用者から得られた課題や利用負荷データを元にした研究開発

とその成果の運用へのフィードバックという好循環の形成を進めている。平成 30

年度は利用負荷データを活用したデータセンター効率化をテーマとして外部資金

を獲得し、理研との共同研究に発展させた。令和元年度は民間企業との資金提供

型共同研究に展開した。この他、HPC 分野のトップ国際会議である SC19 において

2 件の論文発表を行い、うち 1 件は Best Paper Finalist に選出されるなど研究

開発の成果も世界的に高く評価されている。 

② ABCI グランドチャレンジの主催 

 人工知能分野の最重要課題への挑戦を促進するため、ABCI の全系を無償で 24

時間占有利用する公募型プログラムを平成 30 年度に 3 回、令和元年度に 3 回実施

し、各回 2 課題程度採択した。平成 30 年度の ImageNet を用いた深層学習の学習

速度の世界最速記録は採択課題の 1 件として実施されたものである。グランドチ

ャレンジは世界トップレベルの研究成果も生み出しており、令和元年度はジャー

ナルでは Nature、トップ国際会議では CVPR、NeurIPS、CCGrid などで公表された。

この他、平成 30 年 10 月、令和 2 年 2 月に成果報告会を開催して成果普及に務め

た。これにより、成果ソフトウェア、データの ABCI 利用者への開放を行い、利用

拡大を見込んでいる。 

③ ABCI を基盤とするデータエコシステムの拡充 

 安全なデータ管理を必要とするデータの保管・利用、データのステークホルダ

間での共有、オープンデータや学習モデルデータの公開・再利用など、ABCI を基

盤とするデータ活用のエコシステムの拡充のため、平成 30 年度は法令及び国際的

なセキュリティ基準に準拠した暗号化対応のデータ基盤を開発した。また ABCI ユ

ーザを対象とした需要調査と、オープンデータ・衛星データを対象としたデータ

整備を開始した。令和元年度にはセキュリティ基準に準拠したデータ基盤の運用

を開始し、利用企業のセキュリティレベルに適合する環境を提供することで、通

常は社外に出すことが難しいデータを用いた研究開発への利用に対応した。 

④ ABCI 利用約款を含む利用制度の整備、セキュリティホワイトペーパーの公開 

 国内外の民間企業・大学・国立研究所等を含む外部機関の資金を原資とする外

部利用を可能とするため、ABCI 利用約款、輸出管理手続、利用料徴収を含む利用

制度を整備した。 
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⑤ 大規模ユーザの開拓 

 研究戦略部、実社会ビッグデータ活用オープンイノベーションラボラトリが主

体となり、大手民間企業を対象とした見学会やチュートリアルを開催した。令和

元年度は、2 億円規模の資金提供型共同研究をはじめ、その他、合計数社との共同

研究を実施した。その他、JAXA、情報通信研究機構(NICT)とも ABCI 上での衛星画

像解析などで連携を開始し、令和元年度にデータ解析作業を開始した。 

⑥ B2B2C 実証プログラムの実施 

 ABCIの利用拡大には利用者にとって使いやすい人工知能アプリケーションのサ

ービス提供が不可欠であるため、平成 30〜令和元年度は初学者にも使いやすい

WebUI ベースのクラウド型統合開発環境サービス（B2C サービス）を対象として、

実施事業者を公募し、実証を委託するプログラムを企画し、平成 30 年 4 月より事

業を開始した。 

⑦ 内部・公設試向けユーザの開拓 

 利用方法、体験学習セミナーを含む講習プログラムを開発して 30 名規模の利用

者講習会を開催し、内部・公設試験研究機関向けユーザの開拓を図った。セミナ

ー資料等のオンライン配信により外部機関の利用者による受講も可能にした。 

⑧ 産学官連携利用の促進 

 産学官連携利用に資するフレームワークに参画することで、産学官連携利用の

促進を図った。具体的には、高速ネットワーク(SINET5)で接続された全国の大学・

国立研究所設置のスパコンやストレージを共用利用可能にする「HPCI 連携」、大

学等が保有する多様・高度なデータやインフラ（ABCI などの計算環境や SINET5 な

どの通信インフラ等）を活用する事業構想を募集する「データ＆AI ビジネスコン

ペティション」に参画した。 

⑨ 人工知能向けデータセンター事業のモデル化 

 ABCI をモデルとする計算インフラの構築、企業のオンプレミスクラウドと ABCI

との連携について 2 社との連携交渉を進めた。 

 

 前項①、②、③、⑧により、公的かつオープンで、人工知能に特化した計算イ

ンフラとして世界初かつ最先端システムとしての「ショーケース」の創出に務め

た。前項②、③により、莫大な演算能力により初めて可能になる人工知能分野の

最重要課題への挑戦を支援し、国際競争力のある最高水準の成果の創出とその普

及推進を行った。前項④、⑤、⑥、⑦、⑧、⑨により、様々なステークホルダの

参画を促し、人工知能産業エコシステム規模の拡大につながる利用促進・連携に

関わる活動を行なった。そして、新しい人工知能産業応用を持続的に生み出す、

多種多様なステークホルダからなる産業エコシステムの実現を進めた。 

 研究成果は積極的に公表を行った。平成 30 年度及び令和元年度の 2 年間におい

て、国際会議における招待講演 5 件、口頭発表 18 件、以下に示す 5 件のプレスリ

リースを行い、各所で報道がなされた。 

 

プレスリリース 

   大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」がスパコンランキング TOP500 で

世界 5 位、Green500 で世界 8 位を獲得、富士通株式会社、平成 30 年 6 月 26 日 

   http://pr.fujitsu.com/jp/news/2018/06/26.html 

   大規模 AI クラウド計算システム「ABCI」がスパコン性能ランキング世界

5 位、産総研、平成 30 年 6 月 26 日 

   https://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr 2018/pr20180626/pr2
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0180626.html 

   ディープラーニングの分散学習で世界最高速を達成、ソニー株式会社、平

成 30 年 11 月 13 日 

   https://www.sony.co.jp/SonyInfo/News/Press/201 811/18-092/ 

   AI 向けクラウド型計算システム「ABCI」が深層学習の学習速度で世界最

速に、産総研、平成 30 年 11 月 13 日 

   https://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr 2018/pr20181113/pr2

0181113.html 

   世界最高速を達成！ディープラーニングの高速化技術を開発、株式会社富

士通研究所、平成 31 年 4 月 1 日 

 

報道等（広報 DB による） 

   産総研スパコン、深層学習で世界最速、日本経済新聞(WEB)、平成 30 年 1

1 月 15 日をはじめ 97 件、うち平成 30 年度は 91 件、令和元年度は 44 件。ABCI

が上位ランクインした Top500 List/Green500 List/HPCG List 

   Top500 List (June 2018), https://www.top500.org/lists/2018/06/ 

   Green500 List (June 2018), https://www.top500.org/green500/lists/2

018/06/ 

   Top500 List (November 2019), https://www.top500.org/lists/2019/11/ 

   Green500 List (November 2019), https://www.top500.org/green500/lis

ts/2019/11/ 

   HPCG (November 2019), https://www.top500.org/hpcg/lists/2019/11/ 

 

人工知能とシミュレーションとの融合 

【背景・実績・成果】 

 人工知能(AI)の意思決定能力は、囲碁将棋では人間を凌駕した。だが、例えば

機械設計や操縦といった産業の実践的な課題では熟練者の能力に及ばない。その

主たる原因は、学習用データの不足である。特に問題となるのが、特殊な事例や

未発生の事例で、これらには学習すべきデータが存在しない。人間ならば知識や

経験に基づき何らかの意思決定をするが、人工知能には難しい。そこで、機械学

習にシミュレーションを併用することで、大量にデータを作り出し、特殊・未知

の事例に対しても人工知能が意思決定できるようにした。 

 人工知能の産業応用は Industry4.0 と呼ばれ、世界的に競争が激しい。よって、

企業と最も集中的に骨太かつ実践的なテーマ設定ができるNEC-産総研人工知能連

携研究室を組織して研究にあたった。 

 平成 30 年度の特筆すべき成果の第 1 は、「高次元設計空間における希少不具合

条件の発見」である。機械設計は設計事項が多数あり、設計空間は高次元かつ広

大である。その空間内の意外な局所に不具合が生じることがあり、これを探知し

排除せねばならないが、人手による探索には膨大な時間がかかる。本研究では、

不具合の潜んでいそうな部分や、検証で見落とされがちな部分を機械学習で探知

できるようにし、そこを重点的にシミュレーションで検証できる人工知能技術を

開発した。これを NEC 製品の光学機器の設計に適用し、実用化した。これにより、

従来は専門家でも発見に 1 週間要していた、発生確率が 1 億分の 1 程度の設計不

具合を、1 日の計算で発見できるようになった。 

 成果の第 2 は、「論理推論とシミュレーション強化学習との融合による安全・高

効率制御」である。化学プラント等の巨大システムでの異常に対して、効率のよ
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い復旧操作手順を強化学習によって自動で構築した。手順の根拠を運転員に説明

することができる手法であるため、経験の浅い運転員でも、手順の妥当性の判断

が可能となる。ここでは、10 種以上の制御パラメータと制御目標値で構成される

複雑な化学プラントモデルの制御方策を生成できた。このような多変量かつ非線

形なシステムの操作手順の自動立案は従来は実質不可能であったが、本研究では

実在する大型プラント装置を対象として強化学習を行い、復旧操作手順を数日で

組み立てることができた。一般に巨大システムの制御は、多数の操作項目が複雑

に絡み合うため機械学習が収束しない。そこで本手法では、論理推論人工知能を

使い、知識や制御規則に基づき、正しそうな制御の領域に目星をつけ、学習すべ

き範囲を絞り込む。その中から、強化学習が最適解を発見する。 

 令和元年度は巨大システム制御の研究開発を更に進めた。巨大システム制御の

強化学習では、答えの効率性と安定性のトレードオフの問題があった。学習の目

標として、高効率だが不安定になりえる答えと、効率はさほど高くないものの安

定している無難な答えとの、2 つがあり得、どちらを目指すかは、人間が選択し指

定してきた。令和元年度の成果として、人工知能が巨大システムの安定性を測り、

それに応じて自動的に効率安定度目標を切り替えられる技術を開発した。さらに

実際のプラントを用いた実証実験も実施した。 

 平成 30 年度は、人工知能のトップ国際会議 International Joint Conference 

on Artificial Intelligence（採択率 25 %）、International Conference on 

Machine Learning（採択率 25 %）等において論文が採録され、発表を行った。NEC

よりプレスリリースが 2 件なされた。この他招待講演 6 件、報道記事 3 件がある。 

 令和元年度は、人工知能のトップ国際会議 Conference on Neural Information 

Processing System（採択率 21 %）、International Conference on Machine 

Learning（採択率 25 %）等において論文が採録され、発表を行った。NEC よりプ

レスリリースが 1 件なされた。この他招待講演 1 件、報道記事 2 件がある。 

本研究は臨海副都心センターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 人工知能は囲碁将棋等で飛躍的な進歩を遂げた。これら従来の人工知能応用は

情報的分野に限られがちだったが、本研究は人間を凌駕する学習能力・意思決定

能力を、一般の機械・システム・企業活動・社会インフラの最適設計・最適運用

に適用する第一歩となっている。この点で本研究は、Industry4.0 として注目を

浴びている「産業システムの人工知能化」という新しい産業分野の先陣を切って

おり、実世界の多様な産業課題に広く適用できるインパクトを持つ。 

 本研究の結果、設計問題においても制御問題においても学習時間の大幅な短縮

が可能になった。特に多数のレンズ等からなる光学系の設計では、ごく稀な条件

でのみ発生する不具合の撲滅が大きな課題であったが、本研究の成果を設計現場

に供することで対処できるようになった。このように実製品の設計に素早く成果

を適用できたのは、連携研究室という特質を生かし、産総研・NEC・大学の研究者

が一か所につどって理論研究から開発までを一体で進めてきたゆえである。 

 日本の産業現場では熟練者の不足が深刻化している。本技術により、熟練者と

同等、あるいはそれ以上に巧妙な設計や制御が人工知能によってなされるように

なり、産業製品の性能、生産効率、そして安全性が向上する。特に本技術は、熟

練者の知識を人工知能に取り入れ、それを更にシミュレーションでの検討を加え

改良するゆえ、日本の各社の現場に今いる熟練者の技術を伝承する手段となる。 
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次世代物流ソリューション事業を支える先進的技術体系の研究開発 

【背景・実績・成果】 

 近年、少子高齢化に伴う労働力人口の減少、e-コマース（電子商取引）の拡大

による多頻度・小口配送、効率・迅速性への対応など、物流を取り巻く環境や改

善ニーズは急激に変化している。特に、IoT や人工知能などの技術の発展･普及に

より知能化・自動化された機器による省人化や、多量データを高度に活用した効

率的で効果的なオペレーションの実現など、新たなソリューションによって、物

流コスト低減等、ユーザ企業の幅広い改善ニーズに応えることが求められている。 

 そのような中、産業車両・総合物流システムのトップメーカーである豊田自動

織機と、ロボット技術や情報技術を長く培ってきた産総研が連携し、平成 28 年 10

月に豊田自動織機-産総研 アドバンスト・ロジスティクス連携研究室を設立した。

豊田自動織機の保有する高品質・高性能で環境にやさしい多様な製品の開発力、

IoT 技術や多くのユーザ企業への導入実績に基づく豊富なデータやノウハウに、

産総研の高度なロボット技術、人工知能、データ・アナリティクスなどを適用す

ることで、車両・機器の自律作業を可能とする知能化・自動化や高度なシステム

インテグレーションの技術開発を加速し、先進的なロジスティクス・ソリューシ

ョンの早期実現につなげ、物流現場の課題解決（現場に要求される高精度化、低

価格化、省力化、最適化等）を目指してきた。 

 平成 30 年度は、フォークリフトの自動運転において重要となる二つの技術、す

なわちカメラ映像を使い自己位置推定と環境地図作成を同時に行うビジュアル

SLAM 技術(Simultaneous Localization and Mapping; SLAM)と搬送荷物を搭載し

ている台であるパレットの位置と姿勢を高精度に計測できる高精度 AR マーカ技

術(Augmented Reality; AR)を豊田自動織機へ技術移転し、国際物流総合展 2018

にて、トヨタ L&F（豊田自動織機の国内物流ブランド）ブースで発表した。ビジュ

アル SLAM 技術では、周囲環境変化に対して頑健性を向上させるアルゴリズムを開

発するとともに、フォークリフトの自動運転を行うために必要な自己位置推定精

度 100 mm 以内を実現した。また物流現場を想定した高精度 AR マーカの位置精度

評価手法及びそのための測定手法を構築した。 

 令和元年度は、ビジュアル SLAM 技術の頑健性を更に高め、物の有無や位置が

刻々と変化する物流現場において精度よく自己位置推定ができるようにするとと

もに、棚に置かれたパレットを、AR マーカ等を用いず、カメラ映像のみから認識

しフォークリフトとの相対位置を推定することで、自動運転フォークリフトが荷

物に正対してアプローチできる技術を構築し、豊田自動織機へ技術移転の手続を

進めている。ビジュアル SLAM 技術については 2019 国際ロボット展の産総研ブー

スで発表、及び、デモを実施した。また、パレット認識技術については豊田自動

織機内の技術展にて発表した。 

 レーザによる測位でなくカメラの映像を用いるビジュアル SLAM 技術では、他機

関においてもステレオカメラなど複数のカメラを用いて自己位置推定する技術が

提案されているが、本技術はカメラ 1 台で複数カメラを用いた場合と同様の自己

位置推定精度を達成しており、この技術を用いることで物流倉庫における移動機

器への自動制御導入コストを低減できる。豊田自動織機は市場規模 5 兆円のフォ

ークリフトで世界トップシェアを握っており、当技術の製品への展開により大き

な波及効果が期待できる。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 物流現場における作業車両・機器の自律作業を可能とする知能化・自動化の研

-56-



 

 

究をもとに、ビジュアル SLAM 及び高精度 AR マーカを技術移転し、実用化した。

また、株式会社豊田自動織機の現場データを活用し、産総研の高度な人工知能、

データ解析手法などを適用することで、現場のデータ解析を進めるとともに、高

度なシステムインテグレーションの技術開発を加速できる研究開発体制を構築し

た。技術移転した成果を豊田自動織機が保有する機器に搭載し、実際のユーザ環

境でテストをすることで、いち早く世の中のニーズに答えるとともに、現場の課

題を研究にフィードバックした。 

 今後の研究開発で、将来の大きな社会問題である少子高齢化に伴う労働力人口

の減少（令和 2 年 7,405 万人、令和 22 年 5,978 万人（国立社会保障・人口問題研

究所日本の将来推計人口（平成 29 年推計）））、e-コマース（電子商取引）の拡大

による多頻度・小口配送、効率・迅速性への対応など、物流を取り巻く環境や改

善ニーズへの解を提供できると期待される。 

 高精度ARマーカによるパレットの位置姿勢の高精度検出、及びビジュアルSLAM

技術によるキーカート（トヨタ L&F の積載・けん引用無人搬送機）の自動制御に

ついて技術移転を既に行っており、カメラ画像のみからパレットを認識する技術

についても技術移転の手続を進めている。物流に関わる国内開催展示会では最大

規模の国際物流総合展 2018 での展示、豊田自動織機技報(No.69)の国際物流展

2018 特集の中での発表、2019 国際ロボット展での展示デモ等を通じて企業・一般

への PR を実施し、その活動を広めた。 

 

高齢者の機能と活動を向上させるロボット技術の開発 

【背景・実績・成果】 

 全国における要介護（要支援）認定者数は、平成 30 年 5 月末現在で 646 万人に

達するなど増加の一途をたどり、令和 7 年には介護人材が 37.7 万人不足すると推

計されている。また、平成 29 年度の介護保険給付費の総額は 9 兆 4,328 億円（厚

生労働省介護保険事業報告）で、平成 28 年度の医療費約 41 兆円（厚生労働省 概

算医療費の年度集計）の 1/4 程度の規模に膨らんできている。この課題の解決の

一助とするため、高齢者の自立を支援し、介護者の負担を軽減するロボット介護

機器の開発を平成 25 年から進めている。ロボットを活用した健康寿命の維持や医

療・介護費の低減は、Society5.0 の中心課題の一つである。本事業では、ロボッ

ト介護機器の設計の支援、安全基準の策定、効果評価基準の策定を行い、これら

を文書でまとめ、併せて開発支援ツールの開発を行い、民間企業による安全で有

用なロボット介護機器の開発を支援した。 

 平成 29 年度までにロボット介護機器の開発のための V 字モデルを開発した。従

来の V 字モデルは機械の設計のみに着目したモデルであったが、これに利用する

人間の課題、目標等を規定するレイヤーを追加したのが特徴である。効果性能基

準、安全基準、安全試験方法に加えて、International Classification of 

Functioning, Disability and Health（ICF, WHO 2001 年）に基づく開発コンセ

プトを整理するシート、力学モデルに基づく設計支援ツール、簡易動作計測・評

価システム、高齢者動作模擬装置、効果評価 IoT システム等の設計支援ツールを

開発した。さらに、平成 30 年度から開始した新重点分野について、効果評価シー

ト、霧雨や水蒸気等のあるミスト空間での物体検知試験法、接触面圧分布試験手

法、コミュニケーションロボット評価モデルの開発を行った。 

 生活支援ロボットの国際安全規格 ISO 13482 は平成 26 年に発行されているが、

ロボット介護機器の安全基準は検討されていなかった。この課題に対して、「ロボ

ット介護機器開発のための安全ハンドブック」として、世界で初めて参照すべき
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関連規格、ロボット介護機器の安全基準、リスクアセスメントの方法等をロボッ

ト介護機器の分野ごとにまとめた。さらに、ロボット介護機器の効果評価基準は

存在しなかったのに対して、有用性を評価するための基準と評価ツールの開発を

行った。 

これら規格標準の策定に加え、転倒防止ロボット歩行車の開発も実施した。要

介護度の重度化予防などの対策を含め、介護サービスの維持は喫緊の課題となっ

ている。廃用症候群による要介護度の重度化を予防する観点では、自立的な歩行

が重要であるが、従来の歩行車は利用者の転倒を防止する機構を備えておらず、

歩行車からの転落や歩行車ごと転倒するリスクがあった。そのため、介護施設な

どでは転倒リスクのある要介護者の移動時に車椅子を用いることが多く、それに

より、要介護度が重度化する「作られた寝たきり」の増加が課題となっていた。 

 歩行車に適切な転倒防止機能がないという課題の解決を図るため、① 歩行車ご

と転倒しないような安定性と要介護高齢者でも利用可能な操作性を両立すること、

② トイレを含む狭隘な生活空間で利用可能なこと、③ 車椅子で移動する場合と

同等以下の転倒リスクと介護負担により移動できること、④ 歩行中は介助無しで

利用できること、を設計仕様とした。①と②を実現するためには、歩行車が小さ

な支持基底面でも転倒しないような重量を持つことと十分に小さな力で操作でき

ることを両立する必要がある。そこで、デジタルヒューマンモデルを用いて、歩

行車に対する利用者の相対的な立ち位置や姿勢を変化させ、最も不安定となる状

態で、歩行車の車輪が床を離脱するかどうかを評価し、歩行車の重量を設計した。

操作性に関しては、左右駆動輪を利用者の足位置付近に配置し、足位置を中心に

両輪が逆回転することにより旋回が可能な構成とするとともに、両輪をパワーア

シストすることにより実現した。また、③と④について、転倒は利用者の重心の

床への投影点が支持基底面の中心から境界へ偏倚することに関係して発生するこ

とに着目して、この重心偏倚の初動を抑制する機構を開発すくことでハーネスや

ベストによる拘束なしに転倒防止を実現した。 

 この機構の有効性を検証するため、横浜市総合リハビリテーションセンターに

て第 1 次試作機による人型ダミーを用いた転倒実験を実施した。使用した人型ダ

ミーは、身体の各部寸法や重量配分、関節可動域を高齢者の計測統計情報に準じ

て設計・開発したもので、全身に 33 以上の自由度を備える。人型ダミーの初期位

置や姿勢を変更してさまざまな条件で転倒実験を行った結果、人型ダミーが歩行

車から落下する場合は一度もなかった。歩行車ごと転倒するリスクについては、

後方重心姿勢で転倒させた場合に、足先が歩行車の下に潜り込んで歩行車の前方

が床面との接触を失う場合があった。このため、第 2 次試作機では膝をサポート

する機構を追加した。本成果は企業とともに製品化に向けた共同研究として執り

行い、平成元年 12 月に共同でプレスリリースを行った。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 ロボット介護機器開発ガイドブック、ロボット介護機器開発のための安全ハン

ドブック、ロボット介護機器実証試験ガイドライン、倫理申請ガイドライン、ロ

ボット介護機器開発導入指針などの文書に、ロボット介護機器の安全設計・試験

法、被介護者や介護者の生活機能の目標を含めた設計方法などを体系的にまとめ、

平成 30 年 9 月から無償公開している。安全基準、効果性能基準については、国際

標準化に向けた案を ISO/TC 173 に提案した。成果となるロボット介護機器として

は、19 機種が製品化されて上市された。 

 平成 24 年度に経済産業省と厚生労働省により公表されたロボット技術の介護
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利用における重点 5 分野 8 項目については安全基準や効果評価基準の開発を完了

し、平成 29 年度に追加された 1 分野 5 項目についても令和 2 年度末をメドに基準

開発を進めている。開発済みの基準を公表して文書として利用可能となったこと

から製品開発プロセスの効率化が進み、既に上市された 19 機種に加えて、新製品

の市場投入が期待される。また、これらの新しい介護機器を利用することにより

高齢者の自立支援、介護者の負担軽減が可能となる。 

 平成30年度のロボット介護機器の市場規模は19億円あまりと推計されており、

令和 2 年度には 33 億円規模になると予測されている。経済産業省が策定したロボ

ット新戦略（平成 27 年発表）では、被介護者がロボットを利用した介護をして欲

しいと思う割合、介護者がロボットを利用して介護をしたいと思う割合を、いず

れも 80 %とすることを目標としており、これが実現されればロボットを利用した

介護が広く普及することが期待される。 

 上市されたロボット介護機器の累計販売額は 50〜100 億円規模を達成した。公

開したロボット介護機器開発ガイドライン等の成果文書は、300 以上の機関がダ

ウンロードしている。文書公開の際にはプレスリリースを出し、日刊工業新聞、

中部経済新聞等で報道された。プロジェクトの成果は Foreign Press Center で外

国プレス向けに―発表を行い、Guardian 等の海外紙で報道され、チリで開催され

た南米最大の科学技術会議にも招待された。 

 ロボット歩行車に関しては、介護施設などでは転倒リスクのある要介護者の移

動時に車椅子を用いることが多く、それにより、要介護度が重度化する「作られ

た寝たきり」の増加が課題となっていた。今回開発した歩行車の利用により、転

倒リスクのある要介護者が安全に歩くことが可能となり、要介護度の重度化を予

防する自立支援介護、総介護費用の増加抑制が期待される。 

 

ロボットサービスの安全マネジメントに関する研究開発と標準化 

【背景・実績・成果】 

 少子高齢化による労働力不足を解決する手段のひとつとして、サービスロボッ

トの開発が進展している。サービスロボットを開発する上で、従来、ロボット単

体についての安全規格しかなかったが、ロボットを用いたサービスを実施する際

の安全管理や運用に関する規格が必要とされていた。そこで産総研が中心となっ

て、サービスロボットメーカー、ロボットサービスプロバイダー、有識者らの意

見を取りまとめ、改正 JIS 法で初めてのサービス規格 JIS Y 1001 として制定、発

行した。なお本成果は、産総研が主査を務めるロボット革命イニシアティブ協議

会(RRI)の研究専門委員会での議論の成果を活用して行われた。 

 内容としては、サービスロボットの安全規格 ISO13482 などで示されるロボット

自体の安全性は確保されていることを前提として、ロボットサービスプロバイダ

ーがそれぞれに行う、個別のロボットサービス特有の安全上の課題や問題を、リ

スクアセスメントを行うことで明らかにし、運用時のリスクを安全管理などで低

減するものとなっている。また品質マネジメント規格 ISO9001 や労働安全マネジ

メント規格 ISO45001 と同様の、トップマネジメントや体制構築、教育などの安全

管理活動の継続的な実施と改善を求めている。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 これまでの産業用ロボットは、工場の安全柵の中だけで稼働したり、教育を受

けた専門の従業員だけが利用したりするのに対して、本規格が対象とするサービ

スロボットは、一般の人を対象に、もしくは一般の人の近くにいる場所で動作す

-59-



 

 

る。そのため、空港や駅、商業施設や介護施設などのさまざまな利用環境におい

て、高齢者や子供、障害者などのさまざまな人に対して安全をどう確保するかが

重要となる。本規格では、事業としてロボットサービスを提供しロボットを運用

するロボットサービスプロバイダーが、一般の受益者や周囲の第三者の安全を確

保するために実施すべき安全管理、マネジメントについて標準化を行ったもので、

安全・安心なロボットサービスの普及に貢献するものとして期待される。本件に

ついては令和元年 5 月に経済産業省との同時プレス発表を行った。 

 

深層学習を用いた胸部 X 線画像異常検知 

【背景・実績・成果】 

 近年、医用画像を解析処理することで異常検出や所見疾患推定を行う装置／ソ

フトウェアが開発されている。それらを用いる診断はコンピュータ支援診断

(Computer-Aided Diagnosis: CAD)と呼ばれ、医師の読影精度向上及び負担軽減が

期待されている。医用画像の中でも胸部 X 線画像は豊富な情報を含み、その撮影

装置は安価で普及率も高いため、胸部 X 線撮影は胸部疾患診断の第一選択方法に

なっている。 

 胸部 X 線画像の CAD 技術としては、事前に機械学習した病変を検出するものが

多く提案されている。しかしながら、胸部 X 線画像では奥行き方向に複数の解剖

学的構造物が重なって描写され、さらに病変がそれらの解剖学的構造物と重なっ

た場合は病変検出が困難になる。このような場合に、解剖学的構造の正常状態を

基に、疾患による解剖学的構造の変化を検出することで異常検知を行う胸部 X 線

画像 CAD システムが必要となる。 

 平成 29 年 2 月に設立されたパナソニック-産総研先進型 AI 連携研究ラボでは、

深層学習を用いた胸部 X 線画像異常検知に取り組んでいる。平成 29 年度には、局

所的な解剖学的構造の正常状態をモデル化し、疾患による解剖学的構造の変化を

検出することで異常検知を行う、胸部 X 線画像 CAD を提案した。さらに、その構

成要素である、胸部 X 線画像からの解剖学的構造の領域抽出技術を、領域抽出用

の深層ニューラルネットワークのひとつである U-Net を用いて実装し、5 個の選

定部位に関して評価した。学習性能評価には、正常胸部 X 線画像 697 症例を用い

た。訓練用として 697 症例のうちの 9 割（627 症例）を無作為に選定して用い、

評価用として残りの 70 症例を用いた。評価データに対する領域抽出精度として、

抽出された領域の類似度を評価する Dice 係数（[0, 1]の値を取り、1 が最良）を

算出したところ、対象とする解剖学的構造の選定部位のうち、小面積の骨部分に

対して Dice 係数 0.91、線部分構造に対して Dice 係数 0.71～0.81 と面構造・線

構造共に高い領域抽出精度を確認し、目視での抽出領域結果もほぼ正しく領域抽

出できていたことを確認した。 

 平成 30 年度には、領域抽出対象の解剖学的構造を 4 個増やし、計 9 個とした。

さらに、領域抽出した解剖学的構造の位置や大きさを基準に判定を行う異常検知

アルゴリズムを開発し、疾患 27 症例に対して性能を確認した。令和元年度には、

異常検知アルゴリズムをサーバにて実行させることにより、複数のクライアント

端末から異常検知結果を確認可能な、Web サーバ型胸部 X 線異常検知システムの

開発を行った。また、平成 30 年度に開発した異常検知アルゴリズムを肺炎、肺が

ん、間質性肺炎、気胸、心不全などを含む疾患 75 症例で評価し追加開発すべき技

術要素を特定した。さらに、複数の解剖学的構造で囲まれる領域に対して、健康

状態にある正常な見え方のモデルを基準に判定を行う異常検知アルゴリズムを開

発し、正常の胸部 X 線画像から切り出した、解剖学的構造で囲まれる右肺底領域
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画像を学習し、肺炎、蜂巣肺、心不全、肺がんの 4 病変を検出した成果を報告し

た。正常画像 557 枚を学習し、154 症例（異常症例は 14）で検証した結果、感度

93%を確認した。 

本研究は臨海副都心センター及びつくばセンターの研究成果である。 

 

【成果の意義・アウトカム】 

 放射線科医及び従来型の胸部 X 線 CAD の両方が不得意とする領域（心臓や肝臓

に重なる肺野）に対する異常検知の可能性を示す、領域抽出結果を確認した。す

なわち、正常症例に対する領域抽出結果と、異常症例に対する領域抽出結果との

間に目視により違いが確認できた。また、従来の胸部 X 線画像の CAD では難しか

った、胸部 X 線画像には直接的に表れない病変についても、解剖学的構造の正常

状態を学習し、医学的根拠に基づいた解剖学的構造に現れる変化を検出すること

で、病変検出を実現する可能性があることを示唆した。これにより、従来型の胸

部 X 線 CAD に対する完全な置換が期待できる。これは健康診断や医療機関での胸

部 X 線画像検査における異常検知性能の向上につながり、例えば、肺癌の見逃し

率の低下が実現できる。 

 平成 30 年 11 月に、平成 29 年度に実施した成果を、放射線画像診断に関する学

会 The Radiological Society of North America（RSNA、北米放射線学会）の世

界最大の国際会議である RSNA2018 で発表した。また、平成 30 年度の成果を 2019

年度人工知能学会全国大会で発表した。 

 

【課題と対応】 

 「橋渡し」研究後期課題では、企業との共同研究や連携研究室・ラボ、コンソ

ーシアムを通じて、実問題を解決可能な形で人工知能、サイバーフィジカルセキ

ュリティ、ロボットの各技術のパッケージ化が進んでいるが、大規模な製品への

展開に向けては引き続き緊密な連携による産業・社会への展開が必要である。連

携研究究室・ラボでは、研究という産総研の強みと、産業応用の実現力という企

業の強みとが融合できる利点を生かし、スピード感を持ってより大規模・複雑な

課題への成果の適用や、企業が抱える他の課題への横展開を通じて製品やサービ

スとしての実用化に取り組んでおり、第 5 期中長期計画においてもその位置づけ

は維持する。第 4 期での課題であった出口を見据えた研究戦略を強化するため、

「橋渡し」研究後期の研究課題の多くは第 5 期中長期計画においては社会課題の

解決に位置付け、より出口を見据えた領域横断型の研究体制に発展する。高齢者

を補助するロボット技術やロボットの安全性評価に関する研究は、第 5 期中長期

では少子高齢化時代における労働生産性という社会課題に取り組む領域横断型の

体制で実施する。ドライバーの体調急変検出技術の開発に関しては、その範囲を

脳卒中やてんかんなどの急激な現象だけでなく、認知症のような時間をかけて変

化する体調変化にも広げ、第 5 期においてはヘルスケアに関する生命工学領域と

の融合研究テーマとして実施することで社会課題への対応を目指した研究を行う。

産総研が公的研究機関として果たす役割として、第 5 期中長期においては AI クラ

ウド計算システムといった計算インフラストラクチャの提供だけでなく、データ

連携によるオープンサイエンスの実現を目指した体制を強化する。 

 

 

3. 前年度評価コメントへの対応 

(1) 平成 30 年度評価に対するコメント 
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（コメント）産総研において、若年層での人材流出（民間への転職）が続いてい

るとの声を最近は良く聞くようになった。喫緊の課題として取り組んでいただき

たい。 

（回答）特に AI 人材については、人材の流動性は最近高まっている。平成 30 度

から引き続き、AI 領域に適用される特例制度に関して所内の関係部署と調整を行

っている。令和元年度より、優秀な AI エンジニアの雇用、遠隔地研究者等の積極

的活用、プロジェクト型任期付き任用人材の能力活用と継続雇用促進などの対策

を実施している。 

 

（コメント）人事・給与制度の面では改善が進んでいるようだが、今後、若手人

材を引きつけるには、ブランドイメージ創出のような KPI 化しにくい部分での取

り組みもさらに必要だろう。例年、論文数など定量的な KPI は安定的に達成して

いるようだが、ブランドイメージのような面では、かつての電総研時代などと比

べると、（AI 領域などで民間のスタートアップ企業などが台頭するようになった

時代の趨勢もあり）やや陰りは見受けられるように外部からは感じる。 

（回答）若手人材を惹きつけるため、上記に示す人材確保の施策を継続するとと

もに、ブランドイメージの向上にも努める。AI 研究を中心として、ロボットやヒ

ューマンファクターを融合して世界最高水準の研究を実施する国際的な研究拠点

としての発信力を強化していく。 

 

(2) 第 4 期見込評価に対するコメント 

（コメント）今後の政策としては、社会課題の解決をテーマとして進める方法論

を模索してほしい。 

（回答）第 5 期中長期では、社会課題の解決に向け、領域融合で取り組むことと

している。当領域では、少子高齢化に関する社会課への対策を中心に、領域の AI、

ロボット、ヒューマンファクター研究における強みを発揮し、次世代ヘルスケア

サービスの実現や労働生産性の向上に取り組む予定である。 

 

（コメント）NDA 等もあり難しい面もあるとは思うが、公的研究機関の活動でも

あるため、成果は論文等でできるだけオープンにしていっていただきたい。 

（回答）目的基礎研究を中心とした研究成果を論文等で公表する。企業との冠ラ

ボにおいても、積極的に学会発表を行っている。また、ABCI などの情報インフラ

を活用し、共通基盤領域を中心にデータも公開して、企業も巻き込んだオープン

イノベーションを推進する。 
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主な指標の情報 
 

 

平成 

27 年度 

実績 

平成 

28 年度 

実績 

平成 

29 年度 

実績 

平成 

30 年度 

実績 

令和元

年度 

12 月末 

実績 

令和元年度 

3 月末見

込 
目標値 

民間資金獲

得額（億円） 
5.7 13.4 16.6 16.9 18.7 21 16.8 

論文の合計

被 引 用 数

（回） 

728 1675 2224 2163 2635 2650 2000 

論文発表数

（報） 
101 152 160 165 103 150 150 

リサーチア

シスタント

採用数（名） 

32 46 79 130 153 160 

140 イノベーシ

ョンスクー

ル 採 用 数

（名） 

0 0 3 1 2 2 

知的財産の

実施契約等

件数（件） 

187 197 231 254 289 295 240 

 

-131-



-132-



 

評価委員コメント及び評点 

 
 

１．領域の概要と研究開発マネジメント 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・組織を柔軟にリフォームし、AI 戦略部、人間拡張研究センター、サイバーフィジカルセキュリティなど

を新設したことは高く評価できる。 

・民間資金獲得額、論文被引用数は顕著に増加していることも評価できる。 

・デザインスクールは素晴らしい試みなので、ぜひ発展させて欲しい。 

・設定された KPI に対して、期待される以上の成果をあげている。さらに、それにとどまらず、計画以外

にも必要ならば、積極的に施策を実施している。それが成果に結びついている。 

・民間資金を取得し産業界によりそう姿勢 

・人材育成に大きな成果を出していること 

・重点 4課題の設定が適切であった。 

・民間資金獲得が目標を大きく上回った。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・心理学、教育学、社会学、経営学などの社会科学の人材を積極的に採用すべきである。 

・人材を終身雇用的に囲い込むのではなく（とくに AI 領域では）産総研をステップにして民間企業に転出

したり、起業したりする流れができれば、安い給与でよい人材がとれるのではないか。 

・設定された KPI に加えて、インパクト評価も取り入れられないか。研究者の数は限られており、この中

でより大きな成果を出し、スケールアップするために、評価システムのイノベーションも必要ではない

か。 

・基礎研究は、すぐには成果が出ないことから成果の評価方法に検討が必要と考えます。 

・産業界との連携では、試作だけでなく製品化までのフォローが必要と考えます。 

・産総研の発信量を多くすることで、そのブランド力をさらに上げてほしい。 

 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・さまざまな指標で過去 4年にさらに上積みした成果が得られている。 

・論文は季節性があるため、年度末に向けて論文採択数が向上することを考えると、本年度も十分に成果

をあげている。 

・ほとんどの指標に対して目標をクリアしている点 

・人工知能の領域で更なる拡充があった。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・技術の進歩・社会の変化は加速しているので、「期」が長すぎるのではないか。計画を立ててから研究が

終わるまで 5年も経ってしまう。次期は 3 年計画にするか、途中で計画変更を柔軟に行うようにすべき

である。 

・「橋渡し前期」「橋渡し後期」という区分は意味がない。産総研の役割はそもそも「橋渡し」にあるので

あって、一つの研究テーマが基礎から始まり、前期、後期と展開して行くべきものである。それを全体

として評価しなければならない。 

・広報戦略をよりデジタルに実施してはいかがでしょうか。紙媒体や報道媒体だけでない媒体を検討して

いくと、さらに内容の周知が可能となると考えます。 

・産総研の発信量を多くすることで、そのブランド力をさらに上げてほしい。 

 

 

２．「橋渡し」のための研究開発 

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 
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【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・ニューロリハビリ技術の開発等、先端的科学研究に基礎をおく応用可能性の高い研究プロジェクトが成

果をあげていることは高く評価できる。 

・茨城県立医療大学と連携協定を締結して、臨床応用に向けた協力体制を確立したことも評価できる。 

・論文数・特許数共に限られた研究者で出している。 

・基礎研究であっても、現実の課題を解決していく観点から積極的に他組織などと連携し、研究を推進し

ているところ 

 

（改善すべき点及び助言） 

・他の産総研の研究グループとの連携や、海外との共同研究によって、より一層の加速化を期待する。 

・最後の実用化までのプロセスを想定するとさらに効果的と考える。 

・基礎研究とはいえ、社会課題が時間的にも切迫してきているので、研究のスピードを妨げるハードルが

あれば、どんどん声を出して助けを求めてほしい。 

 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・上記１のプロジェクトで、脳損傷後に形成される神経路を発見したこと、運動機能回復に関わる投射線

維変化を検証したこと、fNIRS 装置を開発して外国出願したこと、など優れた研究成果を上げたことを

評価したい。 

・5月に OpenVSLAM を公開し、10 月にオープンソースコンペで世界 1 位を獲得したことは高く評価される。 

・病院等の関係者との連携を含め進めている。 

・基礎研究であっても、現実の課題を解決していく観点から積極的に他組織などと連携し、研究を推進し

ているところ 

・世界的にも先進的な取り組みである。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・最後の実用化までのプロセスを想定するとさらに効果的と考える。 

 

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・次世代人工知能開発について、オープンなエコシステムという考えで作られた計算インフラを構築し、

それを利用したさまざまな研究が成果を上げていることは評価できる。 

・自動車の自動走行に関連する技術開発に優れた成果をあげたことも評価できる。 

・着実に人工知能の基盤提供を進めている。 

・社会の変革に資する研究を世界的に高いレベルで進めている。 

・このための人材獲得や育成を積極的に実施していることは間接的に産業界に役立つ。 

・人工知能の分野での進展はめざましい。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・今後の取り組みとして、基盤構築と同時にメッセージ性のある big bets, moon shot 的なプロジェクト

もトライするとより成果が注目されるのではないか。 

・技術（研究）の将来を推定しつつ研究してください。AI は常に全体として広い視野の目標を想定しつつ、

研究を進めるべきと考える。ひとつひとつが小さな目標になっているように見えます。 

・日本全体の人工知能活用レベルがまだ低い。民間企業での理解度がまだまだ低いので、教育・研修にも

力を注いでほしい。 

 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・上記１に関連する三重県の児童相談所で実証実験中の児童虐待対応支援システムの開発は、社会課題を

解決することを目指したよい試みだ。 
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・ラストマイル自動走行も社会的に重要な研究課題であり、日本各地の公道で実証実験を行ったことは高

く評価できる。 

・社会の変革に資する研究を世界的に高いレベルで進めている。 

・このための人材獲得や育成を積極的に実施していることは間接的に産業界に役立つ。 

・多くのモジュールの開発が進み、これからの活用が楽しみ。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・早稲田大学のスマートエスイーの取り組みと組んで AI 教育も実施したらどうか。このプログラムではオ

ンラインで IoT+Data の教育を実施している。https://smartse.jp/curriculum/ 

・産総研だけで実現できない制度や実装、標準化は、産業界だけでない他の組織などとの連携で実現して

いく強いリーダシップがあるとさらによいと思います。 

 

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・大規模 AI クラウド計算システム ABCI の構築と運用は優れた成果として評価できる。 

・実装に関する多様な問題に積極的に取り組んでいる点が素晴らしい。 

・産業界との連携を深め、その課題解決のための研究を進めているところ 

・民間企業と共同でのプロジェクトが目標を超えている。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・仮説検証的に実施して、進捗度を評価し、変更・停止・受け渡し等のステップが確立できてくると良い

と思う。 

・実用化もしくは一歩手前の研究であるが、最終的な実用化に何が必要なのかを明示することが必要と思

います。 

・課題の設定が難しい。研究者の目線というより、エンドユーザー目線での課題を設定することで、より

効果的な研究につながると思います。 

 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・説明していただいた例では、複雑な生産管理を高度な技術を持たない現場がうまく活用できるとよいと

思います。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・生産プロセスの設計に AI を使った研究は興味深いが、工程処理速度のバラツキのマイナス面だけを捉え

るのではなく、人間の作業者によるレジリエントな調整が、場合によっては、品質不良や労働災害のリ

スクを防ぐのに有用だった可能性もあることを考慮に入れるべきではないか。そのようなレジリエンス

を AI によって実現、あるいは助言できるよう研究を進めて欲しい。 

・実用化もしくは一歩手前の研究であるが、最終的な実用化に何が必要なのかを明示することが必要と思

います。 

 

 

３．領域全体の総合評価 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】 

（評価できる点） 

・情報分野では ABCI の開発、運用、それを使った応用において顕著な成果をあげていると評価できる。 

・研究フェーズを通して、問題設定と研究アプローチを明確にして、仮説検証的に研究を進めていくと良

いのではないか。仮説を設定して、検証結果によって、ピボットして、よりインパクトの出る研究にし

ていくと良い。また、問題解決にとどまらず、外部のデザイン創造型企業等と組んで未来創造的なビジ

ョン設定、問題設定から入るプロジェクトがあってもいいのではないか。 

・Society5.0 と親和性が良いと思う。産業界のスキルの底上げのために、外部の取り組み、オンライン教
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育を活用して行くといいのではないか。 

・目標指標をクリアしていること。やや問題を包含する組織の目標であるが、これを十分クリアできる実

力がある。 

・新たな環境に対応し柔軟に組織を改革し、目標達成していること 

・民間での投資が慎重になっている中、民間資金の獲得が大きく目標を上回ったのは素晴らしい。関係者

のご努力に敬意を表したい。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・今後、気候変動や大規模災害に情報科学や人間工学（＋心理学）のシーズを活用する研究プロジェクト

を立ち上げることを検討して欲しい。 

・研究においても多様性が重要であり、研究管理者レベルの多様性を強化することを戦略的に実施しては

どうか。 

・研究と実用化について、従来のウォーターフォール的なプロセスによる目標設定をしていた。実用化か

らの研究へのフィードバックを柔軟にできるプロセスを考慮した評価システムが望ましい。 

・民間企業も同じ問題を持っているが、「課題」の設定の仕方に変革が必要だと思う。エンドユーザー目線

での課題を設定するための考え方の変革が必要な時期が来ていると思う。それは、研究者だけでは難し

く、デザイン思考の手法を取り入れること、社会科学者や心理学者の参加を得たチームで検討する方法、

など次期以降、模索していただきたい。 

 

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】 

（評価できる点） 

・それぞれの研究が世界レベルを探求し努力されていることがよくわかりました。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・情報社会が物を売る時代ではなくなっていることを想定した研究課題設定を検討できるとさらによいか

と思います。 

・実用化までのあと一歩の研究が多いように思います。最後の 1 歩が何なのかを研究のなかで考慮してい

くとよいかと思います。 

 

 

４．評点一覧 

 

 
 

 
 

 

【第４期全体に対して：期間実績評価】
評価委員（P, R, S, T）による評価
評価項目 P R S T
領域の概要と研究開発マネジメント A A S/A S/A
「橋渡し」のための研究開発
　「橋渡し」につながる基礎研究 (目的基礎研究) S S/A A A
　「橋渡し」研究前期における研究開発 A A S/A A
　「橋渡し」研究後期における研究開発 A/B A A A
領域全体の総合評価 S/A A A S/A

【とくに令和元年度に対して：令和元年度評価】
評価委員（P, R, S, T）による評価

評価項目 P R S T

領域の概要と研究開発マネジメント A A A S/A

「橋渡し」のための研究開発
　「橋渡し」につながる基礎研究 (目的基礎研究) S S/A A A
　「橋渡し」研究前期における研究開発 S A S A

　「橋渡し」研究後期における研究開発 B A A A

領域全体の総合評価 A A S/A S/A
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